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       Part I

労働時間効率関数とわが国の労働時間
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Chapter 1

序 説一一一労 働 時間効率 の概 念 と労 働:]ス

ト

1.1 は じめ に

 労働力サー ビスが人体と不可分の生産要素であることを念頭 に置 くと,長 時間労働は

疲労を蓄積す るために仕事の効率が低下 して くる.労 働時間短縮の問題を考える場合に

も,労 働時間の効率 とい った観点か ら生産関数を定義 しなお して分析 してみよ うとい う

のが この研究のテーマである.た とえば.ワ ークシェア リングがなぜ十分な成果を得な

か ったのか,あ るいは人手不 足といわれなが らも時短を しなければな らない場合 に,時

間当た りの労働生産性が上昇す る効果で生産 は維持 されるのではないか とい った課題 に

も,こ のような労働時間効率 を考えるという分析枠組みか ら一定の結論を導 くことがで

きる.こ の章か ら第3章 までははそのたあに必要な準備 と第一段階の成果を報告するこ

とをE的 としている.

 第一の主要な 目的は,生 産関数に組み込まれた形での労働時間効率関数を推定するこ

とである.そ のためには,労 働 コス トを詳細に分類す ることが必要 になる.

 そ して,第 二の 目的は,な によりもまずここで使用す る労働時間のデータを検討 して

おかねばなるまい.と いうの もこれだけ労働時間短縮の論議がなされる中で,正 確な労働

時間が どれほどなのか とい う問題になると実はあま り確かな ことはわか って いないとい

うのが現状 ではないだろうか.こ こで,労 働時間の長 さにつ いてかな り時間を さいて調

べたのは,労 働時間効率関数の推定には,ど うして もあるひ とつの統計調査だけで は十

分 なデータが得 られず,い くつかの調査 にまたが って賃金・労働 コス トや労働時間のデー

タが必要 だか らである.し か も,わ が国の労働時間統計の精度向上の必要性をあ らため

て認識 しなおす ことになる.

 第三の 目的は,時 間外割増 し率や所定内労働時間の変更が実労働時間にどのような効

果 を もた らすかを シ ミュ レー トすることである.こ こでは,部 分均衡の枠 内での帰結 の
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みを述べ ることにす る.し たが って,労 働供給 を内生化 した一般均衡 的フ レームワーク

のなかで考え るべ き問題の多いことを指摘 してお くにとどめる1

1.2 労働時間効率関数の概念

 労働時間と雇用人員量にかんする需要を決定する場合を考えてみる.生 産要素価格と'
生産量を与えたもとでの企業の費用極小化行動の理論図式からは,時 間の限界費用と雇

用の限界費用の比率が両者の限界生産性の比率すなわち限界代替率に一致する.こ の条

件をつぎのような生産関数をもちいて表す.

   y=f(9(ん)L,K)                       (1.1)

  ここで,fは 生産関数, yは 生産量, Lは 雇用人員数,、霞 は資本ス トックで観測の

単位期間(1年)の 間では与え られてい るものとす る.ん は労働時間で,9が 労働時間

効率関数である2.そ して,労 働投入量がg(ん)ゐ という形式で生産関数の変数 として代入

されると,労 働時間 と雇用人員の限界代替率が労働時間効率 関数9の 形状 だけで決定 さ

れ る.こ のことは.労 働時間効率関数の推定を著 しく容易にする.す なわち,生 産関数

の情報や労働時間,雇 用人員数以外の投入要素にかんするデータを必要 とせずに労働時

間効率 関数9の 形状を決定することができるという利点がある.こ こでは,具 体的に9の

関数型を特定化 してそれを推定 しようというのがね らいである.

  いま労働費用にかんする制度的な取 り決めを非常に単純化 して,労 働時間に比例す る

部分 と一人あた りのコス ト部分にわけられ るとす る.こ の とき,時 間外割 り増 し制度の

みを考え ると全労働費用 はつぎの ようになる.

o乙 ・五 二 ω(1十 ∈)ん五 ÷ ρ五 。 厩 ん竃五 (1.2)

  こ こで,時 間 あ た りの賃 金 率 をw,時 間外 割 り増 し率 をE,総 実 労働 時 間 をh,所

定 内労 働 時間 をh'労 働 時 間に比 例 しな い一人 あた りの コス トをρと して い る.

  この とき限界 費用 の比 率 と限界代替 率 の均等条件 は次 式 で与 え られ る.

 1この目的には共同研究の成果として多部門モデル(CEOモ デルII)が ある.労 働時間短繕の閤題は,
単に物価・失業といった一国内の問題にとどまらず,貿 易黒字問題などとの関連もふくめて検討されなければ
ならない課題だからである.こ れに関しては,文 献〔9]代表小尾恵一郎慶應義塾大学教授 『労働ti間 と余暇

に関する研究』日本労働研究機構(JIL)平 成2年 度委託研究調査報告書を参照のこと.第5章 で若干の計測

結果について触れることにする.ま た,労 働時間の効率の問題は,と くに現在はじまったわけではない.工

場法制定以来,肉 体的限界を調査するなどの労働科学的な実証分析がある.こ れらの分析をここで十分に吟

味できなかったのは筆者の怠慢によるものであるが,現 代の過労 ス トレス問題と労働時間問題についてはさ

らに研究蓄積がある.た とえば,山 崎[1992]は 労働科学的立場からの報告であるが,「疲れたか」「ス トレス

を感じるのか」といったアンケー ト調査であり,数 量的効率の把握にはなっていない.ま た十分完成された

ものではないが・分業と労働時間の配分や効率について論じた試みとして早見[1988a],分 社化あるいは外

注化の関係についての試論 として早見[1988b】がある.

 s9の 形については,文 献[13]あ るいは[3]にS字 型の関数を想定する一般的根拠が述べられている.
Frkh[1932]で は,労 働の苦痛について供給側の行動を記述するために, S字 型の曲線を用いて,し かも弾
力毯表示で議論 している.
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   面 輩 臨 諞=hg'(h)9(h)        (1.3)

  このように右辺の限界代替率はgの 関数型,し か も弾力性にのみ依存する.左 辺の限

界費用の比率は労働費用 にかんす る制度を実際に行われているような ものに近づけるに

したが って複雑 になる.こ の限界費用の条件式(1.3)は,賃 金率w ,割 り増 し率ξ,所 定

内労働時間 ん幽,一人 あたりコス トPが与え られ ると,労 働時間 んを決定する条件式になっ

ている.し たが って,逆 をいえぱこれらの変数が変動 しない限 り労働時間は変化 しない

ことになる.

 っ ぎに,賃 金制度を考慮 したより詳細な労働コス トを定義 しよう.こ こで関心がある

のは実労働時間 と連動す るコス ト,基 本給 と連動 して決め られるコス ト,そ れ以外の一一

人当た りの コス トにわけることである.労 働 コス トは一般につぎのよ うに表 され る.

 一人あたり労働コス ト=

    基本給 ÷所定内手当て ÷所定外賃金 ÷所定外手当て ÷賞与等

  + 退職金等+雇 用保険+健 康保険 ・年金+法 定外福利厚生費

  + 教育訓練費等                          (1.4)

さらに各項 目について記号で表す と,一 人あた りの金額表示でつ ぎのようになる.

     基本給 = tL'2

  所定内手当て = Pro

   所定外賃金 二 u(1÷E}(h-h')

  所定外手当て = ρ11

     賞与等 = βωゲ

    退:職金等 = 秤義

    雇用保険 = (雇用保険料率)(現金給与)=60W

 健康保険 ・年金 = (健康保険料率 ÷年金保険料率)(標 準報酬月額)

         = bl wh”

法定 外 福利 厚生 費 = ρ2

  教 育訓練 費 等 = ρ3

    現金 給与 = w

         =  ,*wa十Plo÷tL'(1十f)(ん 一 ん蜜)十・θ初ん竃÷P11
一人 当労 働 コス ト ニ・(フ乙

         =  『レレ'十60レγ十61ω ん累十 ρ2十 ρ3十VレこR

'(1.5)

{Z.6)

(1..

(1.S)

(1.9j

(1.10)

(1.11)

(1.12)

(1.13)

(1.14)

(1.15)

(1.16)
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 ここで注意すべきことは,h*は 支払い労働時間と定義 していることである.所 定外

賃金の計算で ここでは,ん 一h*を 所定外労働時間と している.実 際の統計データには有

給休暇時間lhを が か ら差 し引いた ものが所定内実労働時間 として掲載 されている.し

たが って,統 計データの労働時間にあわせたかたちで,所 定外労働時間=総 実労働時間

一所定内実労働時間と定義 した場合の計算式は
,ん 一(h*一dh)と なる.こ こでの計算 は,

基本給の時間当た り賃金率の計算が重要なので,わ ざわざ所定内実労働 時間に有給休暇

時間の割 り振 り分を加えて ゲ を計算 している.以 上の点に注意 して上記の式をまとめる

とっぎの式を得 る.

OL=ω(1+`)(1+ba)ん+ω[(1+δo)(B E)+δ11が

     十(1十 δo)(ρ10十 ρ11)亠 ρ2÷ ρ3十 レレアR (1.17)

 この労働 コス トの式(1.17)よ り労彎時間 と雇用人員の限界費用の比率を計算す ると
つ ぎの式を得 る.

ん∂(LCL)/∂ ん

五∂(LCL)/∂ 五

        w(1十E)(1 bo)h

  [ω(1十E)(1+δo)ん+ω[(1÷ ～b)(B一`)+δ1]ん ・

  十(1十 δo)(ρ10十ρ11)十 ρ2一 ρ3÷}γR] (1.1$)

主体均衡の条件式はつぎのようになる.

ん9ノ(ん)

9(ん)

        ω(1÷ の(1÷ δo)ん

  [一w(1一}一E)(1+δo)ん+切[(1よ 恥)(B-E)+δ1]ん ・

  十(1十150)(ρ10十 ρ11)十 ρ2÷ ρ3÷ 予V:R1

 第3章 で この(1.19)式 を推計することを考 える.ま た,

ては,第6章 で考察 している.

(1ユ9)

これ以外の推計方法につい



Chapter 2

労働時間統計にかんずる検討

2.1 わが国の労働時間にかんする統計的特徴

 第1章 の議論か らもわか るように,労 働時間効率関数の推定には労働時間が観測の

単位期間のなかでどれほどの長さになるのかが,労 働時間の効率 の高低や推定 したいパ

ラメターの信頼性ついて非常に重要な問題である.さ らに多部門モデル との リンクおよ

び労働時間の シ ミュ レーションにに時系列的な変動が どうな っているかが評価のかなめ

となるところであろう.そ こで,こ の章では公表されている各種の統計調査を もちいて,

わが国の労働時間の実態をクロスセクション・タイムシリーズの両面か らとらえてお くこ

とにす る.

2.1.1 ク ロスセ ク シ ョンデー タによ る労働時 間の特 徴

 は じめに,「:就業構造基本調査J19S7年 による労働時間別の有業者の分布を図2.1-6

に掲げてある.各 図表 ごとの特徴はつぎのようにまとあ られ る.

図2.1:産 業別データによる労働時間別就業者分布

男子の場合

(1)漁 業 は特異な形で長時間労働の雇用者数が増えている.

(2)建 設,卸 ・小売・飲食店は週49-59時 間に ピークがある.(卸 ・小売・飲は60時 間以上の

  長時間の方にウェイ トがある.

(3)鉱,製 造,サ ー ビス は週43-48時 間 に ピー クが あ る.し か も,

   トが あ る.

長時間の方にウ ェイ

(4)金 融 ・保 険 ・不 動産,運 輸 ・通 信 は,建 設,卸 ・小売業 型 と製 造,サ ー ビス業 型 の 中間 に

  あ る.
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(5)電 ・ガス・水道は短時間型で週43-48時 間にピークはあるが,短 時間の方にウェイ トが

   ある.

(6)公 務は週43-48時 間に集 中 している.

女子の場合

(7)電 ・ガス・水道(週35-42時 間)を のぞきすべて週43-48時 間に ピークが ある.

(8)産 業をつ う じて.女 子雇用者の方が短時間労働にすそ野の広い分布を している.

図2.2:年 間就業 日数 と労働時間(概 略)

(1)男 子 は農林業で女子よ りも労働時間が短い.

(2)農 林・非農林業計で も仕事は従な者であれば男子の方が労働時間が短い.

(3)有 配偶女子は年間200日 以上の就業 日数では労働時間は単身女子 よ りも長 時間労働

   である.

(4)仕 事 は従な者 は仕事が主 な者にくらべ短時間就業である.

(5)年 間就業 日数が長 くなると労働時間は増加す る.

図2.3:労 働時間別の有業者数の分布

(1)男 女 とも仕事 が主 な者であれば週43-48時 間労働に ピークがある.

(2)男 子で仕事は従な者は少ない.

(3)女 子の仕事 は従な者は分布のすそ野が広い.週22一 製 時間に ピー一クがある.

(4)女 子 の仕事が主 な者は対称形に近い分布を している.男 子の仕事が主 な者は長時間

  に片寄 った分布を している.

図2.4:産 業別週労疉時間(雇 用者)

(1)男 女 とも年 間200日 以上の就業者 は産業間でさほど労勘時間に差がでない.

(2)年 間200-249日 の:就業者は250日 以上の就業者よ り週4時 間程度労働時間が短い.

図2.5:従 業者規模別・労箇時間別の雇用者数の分布

(1)100人 未満の規模では,男 子(仕 事主)は 週49-59時 間に ピークがあ り,女 子(仕

  事主)は 週43一 壬8時間に ピークがある.
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(2)100人 未満の規模では,男 子(仕 事主)は 週43-48時 間にウェイ トがあ るが女子 は

  比較的対称の分布形を している.

(3)小 規模ほど,仕 事は従である女子が就業 している比率が大 きい.

(4)100-999人 規模で男子(仕 事主)の 分布の山が週49-59時 間か ら週43-48時 間に移る.

(5)1000一 人以上規模では男子(仕 事主)の 分布が ピークの近 くでは対称形 になる.

(6)1000一 人以上規模では女子(仕 事主)の 分布は週35-42時 間のウェイ トが大き くな り

  対称形が崩れ る.

図2.6:従 業者規模別・年間就業 日数別労働時間

(1)年 間就業 日数が同 じで就業形態(常 雇 臨時 日雇)も 同 じならば規模の違いは労働

  時間にさほ ど大 きな違いを もた らさない.

(2)男 子の臨時・日雇の雇用者については規模が大 きくなると労働時間が短 くな る.

(3)女 子は企業規模が 中間的だと労働時間が長 くな っている.

(4)男 子の年間就業 日数が200日 未満の規則的就業者 は大企業 ほど労働時間が長 い.

 つ ぎに,各 種統計調査 間での労働時間の違いについて吟味 してみ よう.表2.1-2.2に

その結果がま とあてある.統 計調査のカバ レッジや分類の仕方な どが異 なるので必ず し

も同 じ属性であるか らとい って労働時間が一致す るとはいえない.し か し,一 見 してそ

の食い違いの大きさに気づ くであろう.男 子の場合で も,「労調」の非農林業計 とr毎 勤』

の産業計では月に24時 間 も異なる.年 間になおす と240時 間以上 も食 い違いがでる.た

だ し,r労 勸力調査」の場合出勤 日数を考慮 していないため単純な年間ベースへの変換 は

できない.調 査の カバ レッジか らす ると 「労調」の方が短時間労働者を含むデータであ

るか ら概念 的には短い値になるはずである.産 業別 にみるとその違いの大 きさはさらに

広がるばか りである.男 子の場合,「労調」とr毎 勤」の卸・小売業では45時 間 も異な っ

て しまう.

 ここでは,さ らにつぎの4つ の点について言及 してお く.と くに,第2の 点について

は第3章 でおこな う労働時間効率関数の推定に もちいたデータの選択の基礎 を与えるも

のである.

(1)「 毎月勤労統計」のデータは,一 貫 して短めの値である1.

(2) r賃 金セ ンサ ス」 とr就 業構造基本調査」はr就 調」の仕事を主 とする者のデータ

  で比較す ると他の統計 間の違いよりは小 さい.と くに男子のデータについて.

 1この違いについては,常 用パート労働者や出勤日数を考慮することなどにより詳細な検討が必腰である.
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表2.1:各 種統計調査による月間就業時間(総 実労働時間)の 違い

労勧力調査

非曼林計 紘
 企業従業員規模別データの場合

   規模別一男子一一1987年

賃傘翌趣 二]τ ㎜毎月勤旁.}7Gc1

査産業計

間

9

腓

19

規模  時間

XOO-    199.6

100一 一199   208.4

10-99    211.2

1一?9    210.E

1000一

調査産業計
時間  規槙

185

100-999    199

10-99     210

jOO-

100 99

30-99

5-29

離鱗 壑劇
時間

173.9*

1r5.6×

177.7*

181.3*

規 模   時 間

1000-    191.6

×00-999   197.2

100-499   199.6

30-99    202.0

:r29    202.0

 1-4   200.0

                規模別一女子一19さ7年

圏 鞠 轟l
    x70-   167.2              500-   N.A.

   100-499 1i2.3  100-999  189  100一 壬99  N.A.

    10」99  1.1.5   10-99   196 1 301-99   N.aZ.

  い 一2916…   i5一 一29 Nλ ・
  L.一一一一一一一_     ____a_   __一      i    一。__

(注)

1 『毎 月 勧 労 甍 計 』 の 企 業 規 模 別 デ ー タ は 男 女 計 の 値 で あ る.

2

 纛 構造基禾認査一

      時間
非農林計  170.1

規模  時筒
1000-    168.O

XOO-999   1i1.6

100-499   174.0

30-99    173.5

5-29    167.2

 1-4   159.6

 r就業.,造 基本調査」は仕事を主にしている者と仕事は従な者の加重平均値である.し たがって,

   仕事を主 にしている者の値はより長時間になる.男 子の場合0内 女子.1000一:192.0(174.0),

   500-x99:198.0(1i8.4), 100-499:200.8(180.$),30一 一99:204.0(180.8),5一一 29:204.4(1i5.6), 1-   4
:203.2(169.6).い ずれのデータ も年間就労 日数が200日 未満の不規則就労者は含 まない.

3 『就調1とr労 調』は週労働時間を4倍 した値である.単 純 に4倍 す ることについては小野 旭

   教凌か らr労 調Iaの 調査結果が月末であることの問題や休 日のカウン トを修正す ることな

   どご教示 いただいたが,こ こではその修正を行 って いない.
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表2.2:各 種統計調査による月間就業時間(総 実労働時間)の 違い

   産業別データの場合

産業別月間労働時間一男子一1987年

産業

農林業

 鉱業

建設業

製造業

卸小売業
サービス

 官公

嬲 ガ調蚕

 1r8.8

  206.0

  202.0

  2?2.4

  196.4

  191.?
一1_ ..__.『__一_.__一

.一贊璽 珂 萄月勤旁統計

209

205

198

19i

196

産業別月間労働時間一女子一198?年

産秦冖}工蛍働ガ諱糞工葺歪ゼンサス

i

185.3

193.9

184.4

177.3

175.9

就素構造一基禾調査

Lｮ

196.0

194.4

201.6

19x.2

204.0

192.4

190.8

琳 素…

鉱業

設業

造業
・売業

一ビス

官公

階
146.0

19.2

169.4

159.6

164.§

165.6

17?.3

葉構造基禾調

194

192

i91

i91

199

            195.6

    165.6    1      ?$4.8

幽瀏
「

(注)

1 r労働力調査』は 自営 ・家従を含む値である.

2 『就業構造基本調査』は雇用者のみの値である,

3仕 事は従な者を含むが年間就労 日数が200日 未満の不規則就労者は含 まない.

4『 就調』 と 『労調』は週労働時間を4倍 した値である.表2.1の 注をみよ.
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  図2 年間労働日数別 ・男女別 ・農林非農林別週間労働時間

     資料:『就業構造基本調査1987年 』

            仕事主   農林 非農林 仕事主
   66

    60

    e8

    鉛

    29

    to

    e

     年間200日 未満200-249日 250日 以上  年間労働日数

        男子 女子 有配偶女子

 (注)『 就業構造基本調査』の労働時E_デ ータは階級 データである.中 央値 を代
表値 と して集計 した.た だ し,ユ5時 間未満 は14時 間

,60時 間以上 は60時 間 と した
・年間200目 未満 の就業者 は規則 的有業者 のみがかぞえ られて いる.有 業者数

ウェイ トの平均 労働時間を求 めてい る.仕 事が従な もの は農林 ・非農林 の合計 で
あ る.
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 (注)仕 事が従なものには農林業 も含まれている.

資料:総務庁 『就業講造基本語査1987年 』



図4産 業別 ・男女別年間就業目数別週間労働時間
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資料:総務庁 『就業篝造碁本調査1987年 』



図5従 業者規模 ・週間就業時間 ・男女 ・常雇 ・臨時 ・日雇別雇用有業者数
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遍問労衝時闘

図6従 業考規模別 ・s女 罰 ・嘗雇 ・日雇,年 間就業F 別逼平均就業時闘
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資料:総務庁 『就業構造基本謂査1987年 』



 図7 産業 ・男女別週間就業時間の推移

    資料:総務庁 『労働力調査』各年
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図8 企業(従 業員)競 模別 ・男女別週間就業時間

    資料:総 務庁 『労働:力調査』各年
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  図9産 業別 ・男女別月間総労働時間
資料:労働省 『賃金センサ ス』各年

 図9-A男 子:産 十・鉱業 ・建設業
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  図9(続 き)産業別 ・男女別月醜 舳 時間
資料:労働省 『毎月勤労統計』各年
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図 ユ0従業員規模別月間総実労働時間
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(3)

(4)

「賃金セ ンサス」の女子のデータは長めの労働時間になる2.

r労働力調査」 とr就 調」は,男 子は 「労調亅が長 めに女子はr就 調』が長めに報

告 されている.た だ し,農 林業の男子と卸・小売業の女子は逆にな っている.

2.1.2 タイム シ リーズデータによる労働時間の特徴

 つぎに時系列的に見てわが国の労働時間はどのような推移をたどってきたかを各種の
統計調査に したが って調べてみた.そ れぞれの図表 についての特徴のまとめはつ ぎのよ

うにな る.

(1)産 業大分類別の推移

図2.7:r労 働力調 査 」

図2.9-a-d:r賃 金 セ ン サ ス 」

図2.9一 ←h:r毎 月 勤 労統計 亅

(2)企 業規模別の推移

図2.8:r労 勤 力調査 」

図2.10-a-b:「 賃 金 セ ン サ ス 」

図2.10ぺ:「 毎月 勤労 統計 」

 いずれの続計で も1975年 には労働時間が短 くなっているが,そ の後の細かな推移に

ついてはかな りば らば らの結果 で一概にその特微を述べ ることはむずか しい .そ こでつ

ぎに掲げる表2.3は 各種統計調査間の時系列の相関係数を計算 したものである.こ れを見

て もわか るようにかな り低 い相 関 しかえ られなか った.女 子の産業別結果ではマイナス

の相 関 もみ られる.比 較的高い相関を示 しているのが企業規模別のr労 調」 とr賃 金セ

ンサス」である.し か し,産 業別になるとこの組み合わせ も相関がわる くな る.

  r賃 金セ ンサ ス」は他の統調査が毎月の年平均であ るのにたい し,6月 が調査月 と

な っているたあ時系列的にみて変動が大きい可能性は否定で きない.

  「賃金セ ンサス」をのぞき,「労調」 と 「毎勤」でみると女子の労働時間が傾 向的に短

くな っていることが観察できる.男 子はr労 調」ではかな り顕著:に1975年 以降労働時間

が長 くな っていることがわか る.r毎 勤」の製造業の男子でもこの傾向はみ られ るが ,そ

の他 は明瞭ではない.

 sこれは 『賃金センサス」の女子のデータが常用雇用者のみのデータであることによる.こ の点に関して
は市野省三教授にご鍛示いただいた.
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表2.3:時 系列データによる就業(労 働)時 間の各種統計調査 問の相関係数

   _一一. 企挙猶茎量現塰型ρ壁系殉廻單堡鏨趣97q二燬9幽 一 一__

璽 慶 と饗
10.5650.713

110.2760.833

1110.0630.906

1VO.2010.988一一… 一 圏 凸『 産 葉 鋼 一め 蒔:一

f
毎勤と賃金センサス

男子   女子

0.413

0.456

0.419

禳 」謹讐1

(
∪

り
乙

7
1

(
》

0

0
0

◎
O

冖
`

武
)

n
)

0

(
U

労 調 と賃 金 セ ンサ ス

男 子   女 子

0.956     0.843

0.947     0.899

0.887     0.819

      0.4490.8070.499-0.135

 製 造 業  0.935 0.053

卸 小 売 業  0.299 0.927

ナ± ス劃0.4760.924

系歹囎 関孫薮:(1972-198          9爾

.餐塾 ζ賃傘 セ ン___1 _一一=s一一 一一 一一一 .      薺7  
男子 男子                女子

           0.502                0.0890.908     0. 22
0.535     0.054

0.872     0.146

0.$93     0.6i1

0.797     0.178

0.215     0.319

0.273     0.624

0.827    -0.27

0.247     0.060

0.332     0.26

(注)

1企 業従業員規模 の対応は各調査間で必ず しも一致 しない.こ こでは便宜 的につぎのような対応

   関係を用いて計算 した.

2 『毎勤 』と 『労調3:『 莓勤』は男女計の値で 「労調Jの 男子と女子の値 を別 々に もちいた .

3企 業規模1:と もに500人 以上,II:と もに100-499人, III:ともに30-99人, IV:『 苺勤』は5-29

   人 ・『労調 』は1-29人

4 r毎勤』と 『賃金セ ンサス』:『毎動』は男女計の値で1賃 セaは 男子 と女子の値を別 々に もち

   い た.

5企 業 規 模1;『 毎 勤 」 は500人 以 上 ・『賃 セ 』 は1000人 以 上

6企 業 規 模II:『 毎 勤 』 は100499人 ・『賃 セ 』 は10(}一999人

7企 業 規 模1:n:『 毎 勤 』 は30-99人 ・『賃 セ 』 は10-99人

8 r労 調 』 とr賃 金 セ ンサ ス 』:

9企 業 規 模1:『 労 調 』 は500人 以 上 ・『賃 セ 』 は1000人 以 上

10企 業 規 模II:『 労 調 』 は100-499人 ・『賃 セ 』 は100-999人

11企 業 規 模III:『 労 調 』 は30-99人 ・『賃 セ 』 は10-99人
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種題 一.「政府i

灘1

  表2.4:医 療保険料率の推移

粗合_L墮 童1.旦 雇(円LL国 寥頚 員等T地 万辱覇 豊 
0.08073

0.08097

0.08093

0.08103

0.08137

0.08184

0.082 1 120-1670

0.082 1 140-2000

0.082 1140-1970

0.082 1 140-1970

0.083 1140-1970

0.085 j 140一一2000

0.0605-0.1254

0.0605-0.12360

0.0650-0.11914

0.0528-0.1236

0.0528-0.1398

0.0846-0.0746

0.08i5

0.oss7

0.0855

0.0937

0.0907

0.0818

(注)

1保 険料率は本人と使用者の合計の負担分である.

2資 料:総 理府 『社会保障統計年報』.

2.2 労 働 コ ス トにつ いて:時 間 あ た りコス トと一人 あ た りコス トの

   識 別

 労働時間データとともに,労 働時間効率関数の推定上重要な変数 に労働コス トデータ

が ある.こ の節では制度的な情報を もちなが ら,労 働 コス トを時間あた りの コス トと一

人あた りのコス トに識別 していこうというのがね らいである.

 第一に社会保障な どの制度によって決め られている各種の保険料率の値を整理す る.

第二に賞与 等,所 定 内外の諸手 当,退 職金支払い額,法 定外福利厚生費,教 育訓練・募集

費,の 比率 を もとめる.第 三に労働時間効率関数の推定のためにr賃 金セ ンサス」デー

タとの照応 を考 える.

2.2.1 社 会 保障 関係 の労 働 コス ト

  ここでは法律で決められている社会保障関係の保険料率を簡単に整理 しておこう.保

険料率 で主 なものは,健 康保険 年金,雇 用保険である.健 康保険 年金は標準報酬月額

にたいする保険料率で決あられている.保 険の種類別に近年の推移を示 したのが表2.4か

ら表2.6で ある.

 1985年 以前の数値 について も調べてあるが1970年 の値でみると健康保険は0.07(政
府・組合・公務員)程 度である.ま た厚生年金は男子で0.064,女 子で0.048と な ってお り

いずれ にして も トレン ド的に上昇 してきている.モ デルの内挿期間につ いての政策評価

のためには,過 去の値 ももちいたほうがよいだろう.し か し,当 面の問題は1985年 以降

の シ ミュレーシ ョンである.ま たここでおこな う労働時間効率関数の推定の際 にはパ ラ

メターとしてカバ レッジの大きい種類の保険料率を与えることにす る.
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             表2.5:年 金保険料率の推移

   塰董コ[甦 璽 て男_(_(:女)⊥供 丙=殖)⊥ 甲羅 務真等工堙寿公務頁等
         0.124      0.113      0.i36        0.1424      0.138-0.146 -   1985年

   1986年  0.124  0.113  0.136   0.1226  0.138-0.146

   1987年  0.124  0.1145  0.136   0.1226  0.137-0.147

   1988年  0.124  0.116  0.136   0.1226  0.137-0.147

   1989年  0.124  0.1175  0.136   0.1230   0.177

   1990年  0.143  0.138  0.161   0.1520   0.177

(注)

1保 険 料 率 は 本 人 と 使 用 者 の 合 計 の 負 担 分 で あ る.

2資 料:総 理 府 『社 会 保 障 統 計 年 報 』.

表2.6:雇 用保険料率の推移

        種類 i一 般

       ll羅1飜
1保 険料率は本人と使用者の合計の負担分である.

2資 料:総 理府 『社会保障統計年報』.
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41-146
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41-146

41-146

41-146
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表2.7:労 働 コス トの構成:常 用労働者一人あた り(円)

一_調査産業計_。L金 顰(円)「 蠻咳}互(%互

塑塑費用纏 工
現金給辱癬一一邑諷定期給写.

所定内賃金

 基本給
所定内諸手当
所定外賃金

.3旦釁 堤。L  .一
333.638

 252.967

率225
,141

=*190
.244

**34 .$97

 *2r.826

賞 与 ・期 末 手 当 一1 80.672

現 釡R写 以 死'『 一64.E?6

 健康保険料
厚生年金保険料
 雇用保険料
 労災保険料
  その他

離對 16.34

26..r8

10,831

14.268

2.916

2.Sa5

 ?99

騨蜘「灘

83.8d

75.8c

89.Ob

84.5a

15.5a

11.Ob

24.2c

16.2d

25.6e

4$.6e

34.6f

45.5f

9.3f

9.1f

O.9f

li.le

2.4e

?.9e

3.4e

(注)

1*の 値は,昭 和62年 版のデータを もとに計算 し,**の 値 は,昭 和63年 版のデータを もとに計

  算 した.

2溝 成比の値は,数 字の後についている同 じ英小文字についての和を とると100 .0に なる.

3資 料:労 働省 『賃金労働時間制度等総合蒭査」平成元年版

2.2.2 基本給以外の労働コス トの構成比率

 第二に,賞 与等,所 定内外の諸手当,退 職金支払い額,法 定外福 利厚生費.義 育訓練
・募集費,の 比率を もとめる(表2.7参 照).の ちに行 う年別の シミュレーシ ョンをす る場

合には,こ れ らの構成比率 は外生変数 として変動す る.こ れ ら変数 の時系列詢な動きに

ついては,図2.11を 参照.

2.2.3 現金給与・基本給 とその他の労働コス トとの関係

 第三に労働時間効率関数の推定に必要な労働時間のデータを労働コス トのデータと整
合的に リンクさせるために,『賃金セ ンサス亅の現金給与データとr賃 金労疉珪間制度等

総合調査」の現金給与データの照応を考える.
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 まず,現 金給与総額の内訳を仕訳す ることか らはじめる.r賃 金セ ンサス』では,現 金

給与総額 と所定内賃金および賞与等がデータとして与えられている.し たが って,(1)基

本給の水準,(2)所 定 内諸手当の水準,(3)時 間あた り賃金率,(4)残 業手 当の水準(5)

所定外諸手 当の水準,(6)賞 与等の基本給対支給比率を推定 しなければな らない.

(1)基 本給の比率は,r賃金労働時間制度等総合調査」によると,1988年 に全産業で84.5%,

  1985年 に84.3%と 景気の好・不況にかかわらずほぽ一定 している.産 業別には,繊

  維(91.0%)と 鉄鋼(93.3%)が 高 く,電 気・ガス・水道,運 輸・通信(と もに80.3%),金

  融・保険(81.4%)が 低い(1988年).こ の傾向は1980年 で もみ られる.こ のことか

  ら,産 業別 にバ ラツキはあるものの,た とえば全産業の場合,所 定内給与の84%程

  度を基本給と して考えればよい.こ れより基本給 と所定内諸手当を 「賃金セ ンサス』

  ベースで推定することができる.

基 本給wh*=0.845所 定 内給 与(r賃 金セ ンサ ス」)

(2)所 定内諸手当は基本給以外の所定内給与の水準とする.

所定 内諸 手 当 ρ10=(1-0.845)所 定 内給 与(r賃 金 セ ンサ ス」)

(3)時 間あた り賃金率の値は支払労働時間h=を もとめ基本給をこれで割れば よい,

支払労働時間 h*=所 定内実労働時間hr+月 平均有給休暇時間hl

月平 均 有給 休 暇時 間hlは 月平均有 給休 暇取得 日数:・8時間 であ たえ られ る.1988年

に は,15.3日 の有給 休 暇付与 日数,取 得率50.0%で あ るか ら ,

hl茸15.3・0.50・8/12=5.1時 間/月

  とな る.所 定内実労働時間hrは 「賃金セ ンサス」であたえ られる.

(4)残 業手 当は時間外割 り増 し率 と賃金率,残 業時間か ら計算 され る.時 間外割増 し率

  は1980年 の 「賃金労働時間制度等総合調査」によると平 日の深夜以外の残業で

  25.0%を もちいている企業数 は全体の89.1%に なる.法 定休 日で は,83.3%に な る.

  平均す ると25%よ りやや高めになるが,こ こでは簡単化のため25%を もちいて計

  算す ることに した.し たが って,っ ぎの式にE=0.25を 代入 して残業手当が計算さ

  れ る.

残 業 手 当 二w(1+の(jt一 一一tl)
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(5)「 賃金セ ンサス」の所定外給与か ら浅業手当をさしひいたものが,所 定外諸手当 ρ11

  となる.

所定外諸手 当ρ11=き まって支給 される給与 一所定内給与 一残業手当

(6)賞 与支給比 Bはr賃 金セ ンサス」に掲載されている一年分の賞与額等を一年分の

  基本給 ωん竃でわ って得 られ る.

 つぎに,現 金給与以外の労働 コス トを推定す ることを考える.こ れには(1)法 定福利

費,(2)退 職金,(3)法 定外福利費,教 育・訓練費,募 集費がある.

(1)法 定福利費の主な ものは,健 康保険,年 金,労 働保険(雇 用保険・労災保険)で ある.

  推定の方法は2通 り考えられる.一 つは.「賃金労働時間制度等総合調査」に記載 さ

  れている金額の比率をとるものである.こ れは実効保険料率のよ うな ものである.

  もうひとつは,保 険料率か ら計算するや り方である.計 算 の基礎になる基本給や現

  金給与が平均的なデータであるか ら保険料率をかけても調査によって得 られた保険

  料支払額 とは異なるだろう.し か し.制 度変更の政策 シミュ レー ションをおこな う

  際 にこのほ うが便利であるとい う利点 もある.「賃金労働時間制度等総合調査」の

  データか ら計算すると次のようになる.

  健康保険料率 と年金保険料;-.一.rは標峯報醗月額を もとに計算 している.標 準報酪月額

  の値は数カ月分の現金給与か ら対広表によって求め られ るが,こ こでは実効保険料

  率が法定値に一番近 くなる基本給に応 じた憊を計算 してみた.全 産業計 羨模;計の場

  合,定 期給与の89.Oc(1987年)..一..N定 内給与でその84.5%(1988年)が 碁本給であ

  る.基 本給は,190244円 になる.

緯 康保 険 料率 健康 保 険料 は10,831円 と記載:きれ てい る.健 康保 険料(実 効1率 は0.0569

  とな る.よ り定義 の狭 い5000人 以上 の鋲鋼 業 のデー タを もちてみ る と,基 本 給 の

  計 算 は1987年 の比率(0.882・0.911)を もちいて,264,476円 とな る.健 康 保険料

  は・17,878円 とな ってい る.し たさ って,0.676が(実 効)保 険料 率 となる.5000人

  以 上 の金 融保 険業 で 同様 の計算 を お こな うと定期給 与か ら基 本給 へ の比率 は1987

  年 の値 を もちい て0.773(=0.914・0.846)と な る.基 本 給 は,265,506円 とな る.健

  康 保 険料 は16,407円 で(実 効)保 険料率 は0.0618と な る.制 度 的 な健 豪 保険 料 率

  は,0.081程 度 で あ るか ら20%く らい の誤差が で る.

年金保険料率 厚生年金について も同様の計算をお こなうと,産 業計規模計の場合厚生年

  金保険料は,17,734円 である.年 金保険料(実 効)率 は0.0932と な る.5000人 以

  上の鉄鋼業では,0.0836,5000人 以上の金融・保険業では,0,0675で ある.厚 生年

  金の保険料率は男子で0.124で あるかな り過小評価す ることにな る.
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雇用 ・労災保険料率 雇用・労災保険は保険料率のベースが現金給与総額 にな ってい るの

  で年金ほどの誤差 はでない.産 業計規模計では,0.0173,5000人 以上の鉄鋼業で

  は,0.0157,5000人 以上 の金融・保険業は0.0134で ある.労 働保険の保険料率は一一

  般の場合0.0145で あ り,職 種 産業によ って これよ り高い もの もある.

  この ように法定福利費の計算の仕方はとくに年金の場合に差は大きい.こ こでは実

  効率によ り近いと考え られるr賃 金労働時間制度等総合調査』の比率を基礎に必要

  に応 じて制度か らの値 ももちいて計算す ることにする.

(2)退 職金の費用の計算方法は,こ こではそのときどきに退職 した人に対す る支払金額

  を考えているr賃 金労働時間制度等総合調査」のデータをもちいることにす る.退

  職金の費用の計算の仕方は,企 業会計原則でも将来支給額予測方式,期 末要支給額

  計上方式,現 価方式の3つ の基準が提案されている.そ れぞれの方式で得 られるコ

  ス トの値は異 なるだろう.し か し,い ずれの方式をどれ くらいの企業が採用 してい

  るのかを知 る情報はない,こ の他に退職給与引当金の積立て金額を企業の コス トと

  して考える方法 もある.し か し,こ の場合には正確な残高を知 る方法が限 られてい

  るな ど技術的な問題が残 っている.そ のためここでは深入 りす ることを避けて,単

  純な方法を選んだ.

(3)法 定外福利厚生費,教 育・訓練費,募 集費等などのデータについてもr賃 金労働時間

  制度等総合調査」以外に適当なデータがみつか らない.そ のため労働 コス ト全体に

  対す るこれ らの費用の構成比が 「賃金労働時間制度等総合調査』の構成比 に等 しく

  な るようにす る.

 以上の労働費用 に関す る検討から,退 職金等.法 定外福利費,教 育訓練費,募 集費等

の金額については労働 コーrnト全体に対す る比率をr賃 金労働時間制度等総合調査」か ら

計算 して もちい ることにす る.
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Chapter 3

労働時間効率関数の推定

3.1 労働時間効率関数の推定

 第1章 「序説」で述べた労働時間効率関数と生産関数の簡単な定式化を実際の推定に

適用可能なようにす るには,さ らに改良する必要がある.第2章 「労働時間統計 にかんす

る検討」の議論か ら労働時間の実現値は,な によ りもまず就業形態によって規定されて

くる(と くに図2.6を 参照).そ こで効率関数の推定 として実現可能な最良の方法は,就

業形態別 に しか も労働時間が大きく異なる組み合わせを選んで推定す ることである.そ

のためには,同 じ産業 内では就業形態の違いは労働時間効率関数の形で はな く,生 産関

数の異なる投入要素 として扱 うことで対応する方法を採用 した.し たが って,就 業形態

が異 なると利用す る設備器具などの違いか ら労働の限界生産力 は異な るが,同 じ労働時

間な らば効率は同 じ状態にあると仮定 している.労 働投入量 として生産に関与す るもの

は仕事量にあたる効率関数 と雇用人数の積 に生産力がかかわ ることになる.具 体 的には

資本ス トックの水準を固定的に考えたもとで,2種 類の就業形態に応 じたつ ぎのような生

産関数を考えることになる.

 x=∫(9(ん.4)五!も9(んB)LB,ム ニ)

一方 費 用 は
,つ ぎ の よ うな もの であ る.

CL =

十

十

十

wA(1+E)(1+boa)ん+wA[(1+6α4)(B一`)+δ 司 ん3

(1十boa)(ρ1α4十 ρIL4)十 ρ2.4十 ρ3』L十WRY

we(1+`)(1+60β)ん+ωB[(1+boa)(.B-E)+b1B]ん5

(1+b・B)(ρ 、・B+ρ 、1B)+Pea+P3B+WRB

(3.1)

(3.2)

 ここでは計算の便宜上 コス ト部分を簡素化 した ものを展開す ることにする.実 際には,

第(1.19)に 賃金率 労働 コス トの比率な どの値を代入 して計算 している.こ こでは,次

式をもちいることにする.

35
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 CL  =  [ωノ生ん3、4十ω!4(1十(r)(ん14一 んs.一1)十ρ～象】五.4

   十  [ωBん3B十wB(1十E)(hB・ 一hse)十 ρB]LB十[F'ringeCost]       (3.3)

未 定乗 数を λとす ると,第 一 タイ プの労働 者 につ いて 次の 式が その必 要条 件 とな る.

鶸=ω 孟(・+のL.4一 λム44(互4)璽 魍 騫 β)五B・π)=・(a4)

         ac

         air=融3A÷ 鞠(1+`)(ん 減印んsA)+PA

             一λ9(ん盛μ 廻 寵 蟻 κ)一 ・(3・5)

ここでg五Aは 生産関数の第1番 目の変数:(効率換算された労働投入量)を 示す.

第ニタイプの労働者 について も同様に して次式の必要条件が求め られる.

ac

ahB_wB(1+E)LB一 λ噛 μ 巫 鯉 謡 んβ)LB,h)・(3.6)

         ac

         aLB=ψBん3B÷u'B(1+`)(hB一 ん3B)+Pa

             一λ9伍θμ塾 甥 譜 曲 趙 ゴ ・ (3.;)

ここでg五 βは生産関数の第2番 目の変数(効 率換算 された労働投入量)を 示す.

 第一タイプの労働者にかんす る企業の主体均衡条件か らつぎの式が求あ らる.

               鞠(1÷ ・)=λ蜘 ∂∫(9(蝕牋 鍔1んB)LB.h(3β)

  'tGAttsA+ωA(1+E)(互4-hsA)÷ 互4ニ λ9(互4鯉 甥 讐 β!蝌(3.9)

  この2つ の式か らλを消去すれば(3.10)式 が得 られ る.同 じことを第ニ タイプの労働

者 につ いて も行 って(3.11)式 を得る.

w ,q(1十 ε)んA

 wAhsA+蝋1+一 ε)(hA二 ん・A)+万=

      w'e(1十E)he

 ω1ヲん5月十 ωB(1十 ξ)(んB一 ん5B)÷ ρβ

さ らに,(3.7)式 と(3.9)式 か らλを消 去す る と次 の式が得 られ る.

んオ9'(ん .4)

9(ん ヨ)

んβ9'(んb)

9(んB)

(3.10)

(3.11)
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   ω 、4ん3!1十 ω!亀(1十(う(ん.4一 ん3、4)十 ρ/1

     9(んA)壁幽 ⊃驪 鯉 些凶  騨

    璽装謎 鞭 趨 ±PB   (3.12)

  これを書き換えれば,投 入要素が2要 素の技術的限界代替率が価格比に等 しいとい

う,周 知の関係式が得られる.た だし,こ の場合には価格比は各投入要素の効率で割 り

引いている.

鐫 ‡離 …; 畿1‡ 傷[嬲艦 鞍 濃(3.13)

 この(3.13)式 と生産関数を連立させて 恥.LBを 解 くことになる.た とえば,生 産関

数 と して対数線形をえ らぷと,つ ぎの比率が一定 になる.

  謐 筆髴麟1三1畿 鴇[繝 一 鳳 (3.14)

 ふつ うの コブ・ダグラス型 と違 うのは,9(ha)/9(ん.4)の 項があるたあに,第 一 タイプ
の労働 と第ニタイプの労働のコス トシェアー(分 配率)が 一定 にな らないことである.

 雇用水準の決定 にかん しては,生 産量の水準と資本 ス トックの水準に依存す る形にな

る.第2章2節 の議論か ら労働コス トを推定する際にあらたに必要 な作業仮設を第1章

2節 の労働コス トの定義式に適用するとつ ぎの式が得 られる.

  W頁+ρ2÷ ρ3=α(Tt'R+ρ2÷ ρ3÷(1+δ ・)W+b、 ωん3)

 ここで α は退:職金 等,法 定 外福利 費,教 育訓練 費,募 集 費等 の 労働 コス ト全体 に対

す る比率 で ある.

  WR+ρ ・+ρ・「:=a((1+bo)w+δ ・ωん5)

 平成元年版 『賃金労働時間制度等総合調査」によればαの値は0.06414(産 業計規模計)
である.α を もちいて第1章2節 で定義 した労働 コス トを書 き直す とつぎのよ うな簡単

な形になる.

       1

  0L・ 「=a((1+b・)w+61ω ん3)
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表3.1:産 業別パ ラメター:賃金 ・労働時間変数の値(男 女計)

6
0

飯

α

レ産耋司ユ 壟i鞏茎ユ.裂違篦ユ 卸・不亮至「墾『ビろ茎

w

ω ん曝

2t1

ん魯

ん3

ん

wzh

CL

一彑

0.01729

0.13585

0.08442

363,817

206,816

1,064.4

183.5

 178

 194

286.632

434.920

0.65904

0.03i28

0.12382

0.OiO48

363.483

221,373

1,061.6

 192.E

 18i

 200

306,987

43.246

0.7032

0.01585  0.013550.13871  0.119970.08505  0.07273
355,358   351,358
205,525   207,603
1,013.9   1,030.9
182.5  1  186.5

 177 1 181
 197 1 192
290,469   279,006
425,705   410,914
0.68232 1 0.67899

0.0140?

0.12382

0.05981

340,033

192.185

1.014.4

183.E

 lib

 190

260.035

392,062

0.66325

(注)

1ω2ん=u.'(1÷E,(1÷ δoめ で あ る.

20は 限 界 費 用 の 比 率(弾 性 値 表 示)で あ る.

表3.2:産 業別パ ラ メター:賃 金 ・労働時 間変数 の 僖(女 子 パ ー ト)

匚二ニ コ産i麺工垂韆剰一塵 豪 「      i

嚠i§i
12蠹 二ん.918fi,157

  tむ'

  ん8

  ん

 切2ん

CL

O

86,00

i12.0

128.03

128.03

113.64;

98,366

1.15840

 o.o

 o.o

 o.0

91.15i

86.500

i12.0

-8.03

128.03

113. 7

98.365

1.1840

 0.0    0.O
 o.o i o.o
 o.o i o.0
92,181 j 81,513
108,000   71,400
66 .O  I  708.0
139.52 1  123.69
139.52 1  123.69
115,976   109.46b
101,781   93,523
1.13947 1 1.17047

0.O

o.o

o.a

96.435

ii,100

808.0

119.3

119.35

120.44

102,sso

1.1i192

一

(注)

1賃 金率,所 定内労働時間はr賃 金セ ンサス』のデータである.

2実 労働時間は 『就調』のデータである.

3産 業別のパー トの実労働時間は得 られないので,か わ りに年間就業 日数が200日 未満の女子の

   データを もちいている.
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表3.3:労 働時間効率関数の計測結果1990年

産業計

建設業

製造業

卸・小売業

サービス業

φ==1十 〇.007049112・ ん一4.53949・10-5・ ん2

φ ニ:1十 〇.006059204・ ん一3.76631・10口5・ ん2

φ ニ・1+0.007340152・ ん一4.54453・10-5・ ん2

φ ニ1十 〇.006901219・ ん一4.46518・10-5・ ん2

φ ・=1十 〇.006867963・ ん一4.54754・10-5・ ん2

(ただ し,建 設業 の女子パー トの所定内賃金・労働時間は産業計の ものを もちいている)

 Wは 現金給与総額であ り,baは 労働保険料率, blは健康保険料率 と年金保険料率の合

計値である.そ のほかには,基 本給水準'whs必 要である.第1章2節 の限界費用の比率

の分母の式がち ょうどこのCLの 値になる.分 子は総実労働時間,時 間外割 り増 し率,時

間あた り賃金率か ら計算 しなければならない.式(1.18)あ るいは式(3.10)の 分子,分 母

の値を計算 したのが表3.1-3.2で ある.

 表3.1を みてわかるように,産 業のデータで労働時間効率関数を計測す ることはで き

ない.な ぜなら,長 時間労働の方がφの値が大 きくな っているか らである.そ こで表3.2の

パー トのデータをもちいて労働時間効率関数を計測す ることにする1.関 数型 として もっ

とも簡単な場合の2次 関数を考える.労 働時間 ん=0の ときに値 は1に なることを制約

に しているので,ほ かのパ ラメターを計算す ることができる.そ の結果がつぎの表3.3で

ある.

 産業計の場合 効率係数9(h)の 上昇がゼ ロになる最長労働時間は245.14時 間 と計算

され た.つ ま り月に26日 働いた場合は一 日の労働時間が9.4時 間で効率係数の上昇がゼ

ロとな る.完 全週休2日 であれば一 日あた り11.1時 間が最長労働時間になる.

 一方,産 業計で最高の効率 を生み出す時間数は155.28時 間である.完 全週休2日 制 唱

で一 日7.06時 間と計算 された.年 間の労働時間は,有 給休暇の取得や休 日等の調整が必

要であるが,単 純に12倍 す ると 「賃金セ ンサス」ベースで年1863.36時 間となる.r毎 月

勤労統計」ベースで は,r賃 金センサス」よりも男女計子で0.881(1990年)だ け短 くな り

年1642.4時 間になる.

 産業別 にはつ ぎの表3.4の ような結果となる.

 1この他にも女子パートの実労働時間をr賃 金センサス』べ一スの所定内労働時間を用いて推定すること
もできる.そ の結果,パ ラメターが若干変化 してのちに計算する平均効率最大の労働時間の値が0.8時 間程

度長くなった.ま た,『賃金センサス』べ一スのパー トの労勧時間のみを用いる方法では,時 系列推定も可能
である.こ れについては別途に報告することにする.パ ー トの労働時間を推定に用いることに関しては,理

論面との整合性等について慶應義塾大学樋口美雄教授からコメントをいただいた.          鴨
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     表3.4:産 業別最高平均効率労働時間(月 間労働時間数)1990年

         最長労働時間 最高平均効率労働時間 最高弾力性労働時間

    産業計   245.14時 間    155.28時 間      77.64時 間

    建設業   262.16時 間    160.88時 間      80.44時 間

    製造業   249.66時 間    161.82時 間      80.91時 間

   卸・小売業  245.70時 間    154.56時 間      77.28時 間

   サー ビス業 241.92時 間   151.03時 間     75.52時 間

3.2 集 計 方 法 に 関 す る 覚 え 書 き

 い ったん クロスセクションデータか ら9(ん)の パ ラメターを求めておいて,タ イムシ

リーズデータを用いて次式のような生産関数を推計す るときの集計条件について考察する.

  X=F(9(h)L.h”(_1))                         (3.15)

 ここで κ(_1)は期首の資本 ス トックの値である.

 問題は,(3.15)式 のように集計量 として定義 したものが,(3.10)一(3.12)式 と矛盾な く
主体均衡の一階の条件を再現す るかどうかである.集 計量は添え字 な しとす ると費用の

定義 は次式のよ うになる.

  0==[uh'÷tl'(1十E)(ん 一h')÷pl, L÷[Fε τe4005オ1                   (3.16)

 したが って,(3.4)一(3.7)式 と同様 に してつ ぎの必 要条 件 を得 る.

  釜=w(・+E)L一｢Lg'(h)墾 繋2左!=・     (3ユ7)

  器=[whs+w(1+E)(h-h9)+P]一 φ9(h)墾 耀,li)・ (3・・8)

 まず(3・4)式 ×んAと(3・6)式 ×hBの 合 計 と(3.5)式 ×LAと(3.7)式 ×LBの 合 計 をつ ぎ
のように求めてお く.

(1十(r)(ωAん!亀 」乙A十 ω」shB」乙B)一 λ[∫1g,(んA)んA」 乙A十 ∫2g'(hB)んB」 乙β}ニ=0   (3.19)
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     (wah'iLA+wah'aLa+paLA+paLa)

   +[蝋 んA一 ん3・)五A+吻(んB一 ん52)五B](1+E)

   一 λ[fig(んA)五 五+f29(hB)LBWニ0              (3.20)

 た だ し,f1,f2は,∂ 〃 ∂g五A,∂f/∂9Laの こ とで あ る.こ こで(3.19)式 の 第 一 項 や

(3.20)式 の第 一,二 項 は単 純 な費用の足 し算 にな って い るので,い わ ゆ る和集 計 とな り問

題 な い.問 題 とな るの はλの か っか た項 で,こ れ が(3.17)式 と(3.18)式 のφの か か った

項 と一階 の 条件 の もとで 同 じ値 に な らな けれ ばな い.そ の ため の条件 は,つ ぎの2式 に

な る.

  hLF'9'(ん)=fig'(んA)ん λ五A+f29'(he)hBLB      (3.21)

   LF'9(h)=fig(んA)五A+ゐ9(ん β)LB       (3.22)

 LF'の 値は共通項ですので生産関数を計測す る際のスケール ファクターになる.こ れ

はふつ う生産関数を計測す る際に,切 片のなかに含まれて しま う.問 題 はLF'を 消去 し

た部分で一致 している必要性がある.す なわち,

 hg'(h) f19ノ(んA)娠 五A十 ノ29'(hB)he、 乙8

 9(ん)  ・ ∫19伍A)五A+f29(hB)LB

が成 立 しな ければ な らない.右 辺の分 子分母 を9(ん .4)9(hB)で 割 る と,

(3.23)

  鶚!二 雛罪 詳冨+等給聾詳讒    (3鋤
    ・.4def魚/9(hB)   '     (3.25)

    SB def f2Le/9(んA)        (3.26)

    蠶=讎 詳諜 ‡i鵜三篇1ま雛蠡    (鋤

 このように,労 働時間効率の弾力性を各就業形態のタイプのコス ト比率(分 配率)で
ウェイ トして集計すれば問題ない.し か し,実 際には労働時間が コス トシェアーで ウェ

イ トされて集計 されているとするとつぎのようになる.

黔=1+α 警 繼 塑+6鯉鵠 ダ (3.25)
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 一次の項 は要するに費用のウェイ トであるか ら,普 通の集計方法で もとめた平均労働

時間になる.問 題は二次の項で,こ れが どの くらい費用 ウェイ トで もとめた平均労働時

間を直接代入 した もの とずれ るかになる.す なわち,集 計誤差 は

E- h2一(誓 ‡SBhB2
sB)

    =(餮 籌劉2・ 誓 蠶昼

    =で 蒜 す(んB一煽)2
(3.29}

 となる.二 次の項なのでb〈0よ り弾性値はオーバー推定になっている.当 然 第一

タイプの労働 と第ニ タイプの労働で同じ労働時間ならば誤差はな くなることが確かめ ら

れ る.

3.3 お わ り に

 は じめに述べたように,労 働時間の統計には現状では十分な精度が保たれていないよ

うに思われ る.と くに,時 系列でほぽ同 じ概念でも逆相関がでて しまうケースがみ られ

たのには驚いている.1975年 以降の トレン ド的な動きにかん して も実の ところそれほど

は っき りとした事実が明 らかではないというのは遺憾であ る.

 この ような統計調査問でのズレに もかかわらず賃金・労働時間が比較的 コンシステ ン

トにデータがとれ る 「賃金センサス」にもとついた効率関数の推定をおこない,そ の結果

は最高の平均効率 をあげる労働時間が完全週休2日 制で1日7時 間33分 となった.こ

れは常識 的に考えて もっCも な徳であろう.こ の労働時間を年あた りに単純 にかけざん

をおこな うと,年 間1801時 間とな り,こ れ もまた現状では常識的な数値である.し か し,

これ らの計算 は調査時点である1987年 の資本設備や仕事の内容を条件 と していることを

念頭に置かねばな らない.す なわち,そ の後の活発な設備投資活動によ って効率関数の

パ ラメターが変化 した可能巻 もあるということである.も ちろん,高 齢化社会に向けて

高齢者が働 きやすいよう環堵整備がすすめ られべ きであるが,そ の際に も労働時間効率

関数 はシフ トす る可能性がある.
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Chapter 4

労働 時 間短 縮 と仕事効 率 の上 昇 につ い

て一… シ ミ ュ レー一シ ョン結 果 の意 味 と解

釈…

4.1 なかなか進まぬ労働時間の短縮

 年間1800時 間を 目標 とした労働時間短縮のキ ャンペー ンが流れている.し か し,そ

の割には時短が進 まない.r毎 月勤労統計」の年べ一スの総実労働時間で1980年 か ら90

年の10年 間で56.4時 間短 くなっただけである(年 間5.6時 間のペースだと1800時 間が

実現 されるのは45年 後のことである.)所 定内労働時間は.同 じ10年 間で80.4時 間短

縮 した.と ころが このr毎 勤」ベースの年間労働時間は短時間労働者が増加す ることで

減 っている側面が強 く,男 子に限ってみるとほとんど変化 していない.

4.2 労 働 時 間 を決 め る:コス トと効 率

 このように実労働時間がなかなか短縮 しない状況を尻 目に.最 近では 「顧客ニーズに

応えるたあ現状では時短 は不可能だ」という声や 「日本人 は欧米人 と働き方が違 って,集

中的に短時間働 くよ りも,集 中力はないが長 く働 く方が適 しているのだ」 という意見 も

登場 しているとい う.

 もちろん,景 気が後退すればある程度残業時間は減少す る.し か し,思 ったほど景気

後退による時短が進まない可能性 もある.た とえば 不況期 には採用を減 らして雇用調整

す るので,人 数が減 った分労働時間は長 くなる場合である.し か も近年では常用雇用の

のびよりもパー トの利用が盛んで,パ ー トの有効求人倍率は2 .43倍 と常用の1.31倍 に く

らべ非常に高い1.こ のように常用雇用の採用を少なめに し,パ ー トの採用で調整す るの

 11991年(-t成3年)8月 の季節調整値.その後有効求人倍率の低下がすすみ,1992年10月 には常用雇用

45
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は,労 働 コス トの形態が異な るためである.そ して近年ではパー トを雇用す る方が コス

ト上安上が りな制度にな っている一 い うまで もな く法定福利費の支払いや退職金,あ る

いはボーナスなどの基本給以外の労働コス トの支給額が異な るか らである.し か も,定

期昇給などもパー トにはないケースが多いはずである.

 パ ー トタイム労働は,原 則的に残業はな くしか も社会保障負担 ・退:職金など人員数:に

比例 して固定的にかか る費用が少ない.こ れに対 し,常 用労働者 は,人 員数に比例す る

固定費部分(オ ーバ ーヘ ッド・コス ト)が 大 きい.オ ーバ ーヘ ッ ド・コス トがかかれば,

いちど雇用 した以上,労 働時間を長 くした方が時間当 りの労働 コス トは低下す る.こ う

した理由で景気の よし悪 しにかかわらず 残業時間が長 くな ってい る可能性があ る.労

働コス ト面か ら生 じる長時間労働の可能性のほかに,果 たして残業はそれほど効果 的か

とい った疑 問もあ る.テ レビのCMで は 「24時 間働 け(戦 え)ま すか」 とか 「がんば っ

てがんば って仕事」 というものがあるが,ド リンク剤で どれほ ど効率が上昇す るだろう

か.無 理を して当座の効率を上げた としても.長 続 き しないだろう.し か も人手不足で

かわ りの人材を見つ けるのが困難 にな っていれば,な おさら現状で効率を上 げることが

必要 にな って くる.

 それでは,い ったいどれ ぐらいの労働時間がもっとも効率よ く働けるのか.あ るいは.

残業部分のコス トと所定内労働の固定的コス トをどのようなバ ランスにすれば,実 労働

時間の短縮が達成で きるのか.具 体的な計測例 となると,管 見では専門的研究で もあま

り行われていないように思われ る.

4.3 労働時間効率曲線の提唱

 軽済学で専門的研究が欠落 していた主たる理由は,労 働投入量の計測方法 と生産量 と

の関係を示す生産 関数の扱い方にあるのだろう.と いうのは,一 般 に労働投入量 は.人

員×労働時間.つ ま りマ ン ・ア ワーで計ることが慣例にな っている.こ れでは人を一人減

らす場合 と,労 働時間一単位減 らす場合の区別がつかな くな って しま う.

 また,労 働投入量をか りに労働時間と雇用者数に分けて扱 った場合で も,生 産 関数 と

して具体的に表現す る際 形式的な一般化 に陥っていることが多い.要 す るにマ ン ・ア

ワーの一変数関数を,マ ンとアワーの二変数関数に しただけなのである.こ の ような形

式的な一般化 は,関 数型に他の条件を果 た して制約を与えなければ数学的に解 くことが

できない.つ まるところその制約を満たす ような生産関数の推定 は,一 般性を欠いたも

のたな って しまうのである.

 このよ うな事情か ら,労 働時間の効率 という概念が経済分析で扱 いやすい型に定式化

されなか った もの と考え られる.と ころが以下 に示すよ うな二種類の設寒によ って,労

箇時間の効率を経済分析で も容易に扱え る型での定式化 に成功 したのである.

では0.96倍,パ ートでは1.57倍と水準は低くなっている.しかし,パートの求人倍率の方が高い値を示し
ていることに変わりはない
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 第一の前提は,人 が労働す る場合,は じめの立ち上が りの うちは効率が悪 く,や がて

作業に慣れて くると効率は上昇す る,し か し,長 くや りす ぎると逆に効率 は落ちて くる.

これは,日 常経験か らも観察できることであるし,お そ らく労働科学的視 点か らも得 ら

れる現象ではないだろうか,観 察の単位 として一 日を尺度にすれば,こ のよ うな効率の

変化を測定す ることができるだろう.こ こでは,直 接観察す ることか らデータを得 るの

ではな く,入 手 可能な経済データか ら企業の費用極小化行動を利用 して導き出 してい る.

そのため,測 定単位を一か月間とした.一 か月をとって考えても,た とえば仕事が散発

的に しかない場合 は,一 々その手続きを思い出さなければな らな くな るので,効 率 は悪

い.し か し,あ る程度連続 的にまとま ってあればその仕事を しあげるための手続 きは忘

れず にすむ.が,あ ま りに量が多 ければ,一 日当りの仕事量がふえて疲れて しまい効率

は低下す るだろ う.

 この ような状況を前提に して効率 と労働時間の関係を図示 したのが図4.1で ある.図

4.2に は推定す る場合に用いた弾性値表示の労働時間効率曲線が示 してある.効 率曲線を

考えると時間当 りの生産性が最大 になるのは点 ゲである.最 長の労働時間はhmaT Wで,こ
れ以上働 くと疲れす ぎで誤 りの数が しあげた量を超えて しまう点である.計 測 したい点

は,時 間当 りの生産性が最大になるh'で ある.

4.4 労 働 コ ス トの デ コ ンポ ジ シ ョン

  労働時間効率曲線をS字 型に設定 しただけでは,推 定す ることはできない.次 に必要

になる第二の設定は,労 働 コス トを時間に比例する ものと,時 間ではな く一人当 りで必

要になる ものを区別す ることである.か な り単純化 した型で弾挫値表示 した一人当 わ労

働コス トは図4.3の ようになる.こ の曲線の導 き方は参考文献[31と[13]を 参照 していた

だきたい、 この曲縹を労働 コス ト弾性曲線 とよぷ ことにす ると,図4.3に 示 した ように

二種類の ものが描けることがわかる.労 働 コス ト弾性曲隷の形状の大きな違 いは,退 職

金などのオ ーバ ーヘ ッ ドコス トが小さいパー ト労働の場合 と,常 用雇用な どこの部分が

大きい場合で区別される.

 具体的にどのような労働 コス トについて種分け したか というと,(1)所 定 内労働時間
と割増率の定式化,(2)各 種社会保障負担(雇 主負担を含む),(3)退 職金支払い等の労働

費用の算定,(4)賃 金支払形態(基 本給,諸 手当,ボ ーナスなど)の 分割を行 っている.

これ らは労働省政策調査部編r賃 金労働時間制度等総合調査」に もとつ いている.し か

し・労働時間についてのデータが同時に得 られないので ,現 金給与総額部分を労働省政

策調査部編r賃 金セ ンサス亅の現金給与総額に合 うように調整 している ・これ らの計算

過程と労働時間,有 給休暇の扱いな どの詳細については,参 考文献[3】を参照 していただ

きたい.

 さて,図4.3に は労働時間効率を弾性値表示 した労働時間効率弾性曲線 も描いてある.

企業が費用極小化行動を とっているもとでは,効 率弾性曲線 とコス ト弾性 曲線 の交点で
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労働時間を決めようとす る.企 業の決めた労働時間が実現す るか どうか は,労 働供給側

の反応 に依存する.し か し,こ こではとりあえず企業の決めた労働時間で労働供給 をす

ると考えてお こう2.こ のような設定の もとで,労 働時間を決めている制度的要因が変化

した場合の効果を調べたのが図4.4で ある.

 図4.4で は,所 定 内労働時間の短縮の効果,時 間外割増率の増加,オ ーバーヘ ッドコ

ス トの下落の効果が示されている.所 定内労働時間の短縮は,必 ず しも実労働時間の短

縮にな らないケースがあるのだが,結 果を先取 りす ると計測期 間の全て についてその よ

うな状況 は生 じていないことがわか っている.

 次節で行 ったシ ミュレーシ ョンも,概 念的には図4.5の ようなコス ト弾性曲線のシフ

トをさせて,労 働時間が どのように変化 したかを調べている.

4.5 効 率 曲 線 の推 定 と シ ミ ュ レー シ ョン

 推定の細かい手続きについては他に譲ることに して,こ こでは大 まかに二つの前提を

のべて おこう.第 一は効率曲嫁を推定するために用いた作業仮説 として,パ ー ト労働の

効率曲線 と常用雇用労働の効率曲線は同 じ型を しているというものである.第 二にシ ミュ

レーシ ョンの期間中 この効率曲線は変形 しないものと して数値計算を行 った ことである.

 いずれ もデータ上の制約か ら来る もので,再 推定可能なデー タが得 られれば確認 し

たい事柄である.効 率曲線の形状については,最 も単純な関数形を採用 している3.し た

が って図4.3で みるとA点 とB点 のデータから効率弾性曲線を推定 したと考えればよい.

コス ト弾牲曲線の形状 は,労 働 コス トのデータを制度上の計算式か ら求め られ る4.

 2参考文献 〔8】では,労 働僕給側の反応(時短をするとー業したい人が増える効剰 も考慮にいれた大規模
モデルが構築されている.つぎの章を参黒のこと.

 3弾力竺表示で二次関数を想定している.す なわち,

二鶚L1÷aoh-ialh2

こ こで,dO>0,al<0で あ る.こ の 式を 積分 す る と,つ ぎの効 率 曲線 が え られ る.

9(h)瞿 ん ・e加 。ん÷ 恚・1ゐ・)

4労 働 コス ト弾 性 は
,つ ぎの式 で え られ る.

Φ;_.w(圭 ± ∫)(1ナbo)h一_  (1
十ba)W+blwん 啣+ρ ÷W'R

ここで,Φ 労働コス ト弾挫値,wは 時間あたり賃金率,`は 時間外割増率, hは 実労働時間, h'は 所定内労働

寿闘,Wは 現金給与総額,ρは法定外福利厚生費等, w箕 は一人あたり退職金 ・・一時金等支給額,うoは雇用保

塗料率,b,は 健康保険と年金保険料率である.各 種の保湊料率は法定値ではなく,『賃金労働時間制度等総合

認査』で得られた比率を求あて使用している.
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  推定された結果が図4.5と 表4.1で ある.労 働時間のデータは 『賃金セ ンサス』(1987

年)に もとついている.パ ー トの残業分については,r就 業構造基本調査」(1987年)の 該

当す るセルか ら推定 している.し か し,便 宜的にパー トは残業ゼ ロと して も,月 間で50

分程度h*が 長 くなるだけで大きなちがいは生 じなか った.

  この結果に よれば,時 間当りの生産性(平 均効率)が 最大になる労働時間h*は,全

産業で月間166.4時 間とな った.こ れは,1987年 時点の常用雇用の実労働時間195時 間

より15%ほ ど短い値である.年 間労働時間に換算するには,有 給休暇や休 日の補正など

が必要であ る.r毎 月勤労統計」の1987年 の年間総実労働時間 とr賃 金セ ンサス」の月

間総実労働時間を12倍 した ものでは値が異なる.男 女計でr毎 勤」の年間総実労働時間

は,r賃 金セ ンサス」の0.902倍 になる.こ れを考慮す ると,ゲ は年間1801時 間となる.

また一 日に換算す ると,完 全週休二 日制で月間22日 働 くとす ると,大 体7時 間半が平均

効率最大の労働時間になる.

 第三節 に も述べ たように,こ の推定はあ くまで月間労働時間をベースに しており,年

間の労働時間や一 日の労働時間に直す と意味が異な って しまう.し か し,よ く知 られて

いる労働時間の水準 との比較の 目安として,換 算 してみたわけである.大 体の 目安 と し

て現状 より15%短 い労働時間が生産性最大 になる ものであ り,そ れ以上の労働は逆 に生

産性が悪 くな ることを示 している.

 蛇足なが ら加えてお くと,r賃 金センサス」や 「毎勤」の労働時間には,い わゆるサー

ビス残業 は含 まれていない.サ ー ビス残業分はよ り一層生産性が悪 い状態で働いている

ことになる.

 推定 された時間当 りの生産性の上昇は,ど の程度であるか興味のあるところである.

この推定結果か らは,平 均効率の上昇は.2。3%で ある.こ の平均効率の上昇幅が比較的

小幅であるのに くらべ,効 率弾性の上昇幅は40-48%と 非常に大きなものになっている.

産業間でバ ラツキがあるものの,効 率弾性の大幅な上昇は,労 働時間の限界生産牲の急

激な上昇を示す ものである.つ まり,平 均効率最大の労働時間を超えて労働す ると,ど

んどん限界生産性が低下 してゆ くことを示 している.

 次 の課題は,ど のように して実労働時間を短縮させるか とい うことである.こ れには

シ ミュレー シ ョン分析が適 していよう.こ こでは,時 間外割増率の上昇 ,所 定内労働時

間の縮小,オ ーバ ーヘ ッドコス トの削減 という三つの手段を用 いた場合を考え る.よ り

厳密な効果 や,経 済全体への影響を調べ るには,労 働供給側を記述 した り,生 産物市場

の需給を記述できる大規模多部門モデルが必要である.こ れによれば,経 済成長へのマ

イナス効果,雇 用の増大効果,物 価上昇の効果は,相 当微弱であ ることが示 されている

(参考文献[8]参 照).

 表4.1の シ ミュレー ション結果は,労 働時間の効果のみを ピックア ップ した部分的モ

デルによるものである.産 業計の結果では,第 一に時間外割増率を50%に 上げると,労

働時間は6%程 度削減 される.第 二にオーバーヘ ッ ドコス トの20%削 減は,1%未 満の

時短効果 しか もたない.第 三に所定内労働時間の20%短 縮は,7.5%程 度の実労働時間



図1 労働時間効率曲線
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図3 労働コス ト弾性養線
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図4 制産変更 にともなう労働時間短縮の効杲
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図5 労働時間効率曲隷の推ミ詰果
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の短縮を もたらす.第 四に時間外割増率を50%に し,か っ所定 内労働時間を20%削 減

すると,効 果は相乗的になる.す なわち,18.5-16.5%の 時間短縮が可能になる.

 産業別には,建 設業 とサービス業が より大幅な時短にな り,製 造業 と卸小売業は,産

業計 よ り若干緩かな結果 になっている.

 以上の結果をみるか ぎり,労 働時間短縮を実現す るための方策 と しては,割 増率 と所

定内労働時間(実 際には法定労働時間になろう)を 同時に変更す ることが,効 果的であ

ると考え られる.

4.6 これからの労働時間効率

  「時短は果た して必要なのか」という問いに対 して,労 働時間効率の観点か らみれば,

効率上昇のためには必要である,と いうことができる.た だ し,平 均効率上昇の効果 は

2%程 度 と大きな ものではない.こ れに対 し弾力性でみた効率の上昇は40%を 超える大

きな ものである.つ ま り現状をみ る限 り,や は り疲れるまで働いて限界効率が悪 くな っ

ているのである.労 働時間に関す る限界効率が低いということは,無 制限的に労働時間

の供給(提 供)が あるという実態を反映 している.か っては労働力が過剰 で農村か らの

無制限的労働供給が存在 していた.そ のために,低 賃金多就業などといわれた状況があっ

た.こ れ は農業労働の限界生産性が非常に低いことによ って可能 にな っていた.こ れ ら

は人員を単位 にとした労働生産性の問題であった.今 日ではちょうどそれが労働時間を

単位 とした問題に変容 して現れているといえるのか も知れない.

 過去の経験では,工 業部門での労働需要の増加が著 しくなると,労 働力 は逼迫 してき

た.企 業間の競争,国 際的な競争力のア ップと労働力不足 は,生 産性上昇や合理 化投資

のひきがねにな った.

 労働時間効率の上昇をもた らす経済メカニズムは,や は り労働力不足 と企業間競争に

触発 され る型で始動す るのだろうか.そ れとも政策的手段 に委ね られては じめて可能 に

なるのだろうか.い ずれの条件に して も機は熟 しているように思える.

 ふ りかえれば,工 業化の進展にともなって,わ れわれは生活様式のほとん どすべてを,

そ しておそらくは価値観 までも変えてきたように思 う.労 働生産性の上昇 とは,社 会の

すべてを巻き込ん だ現象なのである.労 働時間効率の上昇 も,そ れが実現すればわれわ

れの生活様式や考え方の転換をともな う社会現象になるに違 いない.



4.6.こ れか らの労働時間効率

          表4.1:パ ー シ ャル ・シ ミュ レー シ ョンの 結果1

ACT 3観 察 された月間実労働時間

FIT:ワ ンポイ ン トデータから推定 したg(h)に もとつ く理論値

SML-1:時 間外割増 し率を50%に した効果

SM:L-2:オ ーバ ーヘ ッ ドコス トを2割 削減 した効果

SML-3畧 所定 内労働時間を2割 短縮 した効果

                    産業計

YEAR」 一一.ACT!___.E則 ■旦ML±1鯉 レ ー?SML-3 一
1980

1981

1982

1983

1984

1985

1986

1981

1988

1989

196.9?

195.9?

194.94

194.9?

198.06

194.91

194.91

ユ94.90

194.89
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         表4.2:パ ー シ ャル ・シ ミュ レー シ ョンの結 果2

ACT=観 察 された月間実労働時間       '

FIT:ワ ン0イ ン トデータか ら推定 したg(h)に もとつ く理論値

SML-1:時 間外割増 し率を50%に した効果

SM:L-2:オ ーバーヘ ッ ドコス トを2割 削減 した効果

SM:L-3:所 定内労働時間を2割 短縮 した効果

YEAR

1980

1981

1982

1983

19$4

1985

1986

1987

1988

1989

    卸 ・小売 ・飲食店業

=ACT l FIT l SML-11Sti1L-2}SMレ31

195・97「}『 T 一 トー}}冖

195.93

193.92

193.93

197.24
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193.93
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193.93`195.29
193.92 1 195.68

196.49 1  .9441

19i.26 1  .94-10

196.09 1  .939i

19 .65 !  .9397

194.92 1  .9467

19.5.13     .9420
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195.78.9619
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191.95

191.94
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196.56

1ss.4s
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196.06

195.47

195.19

194.rO

194.44

193.91

194.05

.9329

_933

.930

.9372

.9373

.9?81

.9304

.9303

.9303

.9279

釀
 .9973

 .9970

 1.000

 .9990

 .9987

 .9982

 .9993

 .9311

 .9310

 .925

 .9255

 .9344

 .9285

 .9255

 .9284

 .925

.925

一__.一 一」

 .9171

 .9201

 .9198

 .9226

 .922i

:9110

.9139

.9138

.9139

.9108



Chapter 5

時間外割増率上昇の経済的影響一…その

必要性 とシミュレーシ ョン分析

5.1 なぜ時間外割増率か

 労働時間短縮の争点として所定外労働時間の削減がクローズア ップされてい る.い う

まで もな く総労働時間を短 くす るためには,所 定内労働時間と残業 休 日出勤等の所定外

労働時間の少な くとも一方を短縮 しなければならない.労 働時間統計の動 きをみればわ

かるように,所 定 内労働時間は比較的コンスタン トに短縮 されている1.そ の一方で所定

外の部分が年間で180時 間以上 もあり,こ れについての減少幅はた しかに少ない.い っ

てみれば所定の労働時間だけで仕事がすべて終わるような仕組みにな っていれば,日 本

も年 間1800時 間労働の実現 も困難ではないはずである.

5.1.1 雇用 コス トの構造 に歪 み

  なぜ残業のような 「不効率」な労働2を 前提に した上で,企 業の生産体制や勤務体 系

が組まれてい るのだろうか.そ の理 由は,一 人の人を雇用す る際の コス トの構造に歪み

があるか らだといえる.つ まり,正 規従業員 として雇用すれば労働時間 に比例せず に固

定的に必要 となるオ ーバ ーヘ ッドの コス トがかかる.そ の一方で,残 業な どの時間外労

働に超過的にかか るコス ト負担は,割 増率を考慮 して も割安なのである.し たが って,一

旦雇 ったか らには長時間働いて もらうのが安上が りとい うわけである.こ の長 時間労働

 1ただし,『毎月勤労統計」の場合所定内労働時間の短いパート労働者の比率が増えたため,み かけ上労働
時間が短 く観測される可能性がある.パ ー ト比率を調査しはじめたのが1990年 からなので,果 たしてパート比率

の上昇による効果なのか判定することはむずかしい.パ ー ト比率が減少して所定内が短くなっている

産業もあるが,パ ー ト比率が増加 して所定内が長くなった産業もある.

 いずれにしても二年間のデータでは,誤 差の範囲内である.た だし,男 女別にみるとパー トの多い女子の所定内労働時間
は男子に比べ下げ幅が大きい.

 2残 業 時 間 の労 働の 効率 につ いて は,早 見(1991)あ るい は第4章 参 照.

57
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の歯止あは,疲 労 ・病気な どで労働時間の効率が極端に低下することである.

  このオーバーヘ ッド部分のコス トの上昇には,定 年退職者の増加による退:職金の上昇,

年金 ・社会保障負担の上昇な ど目に見える形でのコス トの上昇 と,技 術進歩 にフォロー

するたあに必要な訓練 ・教育 などに費やされる機会費用の増加 も寄与 していることだろ

う.オ ーバ ーヘ ッドコス トは,人 口構造の変化や制度上の枠,技 術 の進歩 など,企 業側

か らすれば外生 的な環境の変化に応 じて増やさざるを得なか った側面がある3.こ れに対

し,時 間外割増率は労働基準法制定以来,最 低二割五分で全 く変化がない.こ のように

一人を雇用 したときの コス トに くらべ
,す でに雇 っている人の労働時間を長 くす るコス

トが相対的に安い場合 に,残 業が長 くなるのである4.

5.1.2 制 度 上 の ア ンバ ラ ンス と割増 率

  ここで重要なことは,残 業の長さを決めている要因が,残 業割増率だけではな く,オ ー

バーヘ ッ ドコス トとの相対 的な比率であるということである.し たが って,残 業などの

所定外賃金 コス トと生産量の増加による収益増をバ ランスさせて残業が決め られていな

い ことになる.こ のように,景 気の良い悪いに関係な く決め られた労働時間を短 くす る

ためには,時 間外割増率の相対的な大きさを考えねばな らな くなるのである.

  しば しば指摘 されるように,時 間外割増率の決定 に関 して労使の 自主的な交渉による

のが望ま しい との意見 も聞かれ る.し か し,こ こで述べたように現在問題 にな っている

残業 時間の長 さは,生 産の変動に応 じて調整 されるという類の ものではない.む しろ,社

会保障の充実,年 金制度の完備,教 育訓練 ・採用等の機会費用の増大 とい った制度的変

化がその根底にある.そ のため雇用人員 と労働時間の増減に関す る相対価格(コ ス ト)が

ア ンバ ラ ンスにな って しまったのが原因である。であるな らば,雇 用人員にかかわるコ

ス トが制度的に改訂 されてきた以上5,時 間外割増率 も制度的に改訂す ることで相対価格

のバ ラ ンスを保つのが妥 当ではなだろうか.労 使の交渉だけでは,協 約を改訂 して割増

率をあげ るな とどい う誘因が生まれるき っかけはないのである.

 制度上 のアンバラ ンスがな くな り,所 定内労働時間でほぼ仕事が完 了す るよ うな勤務

体系ができあがれば,そ の時は じあて生産調整 と残業時間の調整が労使交渉の場 で 自主

的に決め られる素地ができあがるといえよう.

 それではつ ぎに,現 状のアンバラ ンスな労働時間と雇用のコス トの相対的な比率を,

バ ラ ンスさせる方向に割増率を改訂 した場合,経 済全体をどの ような影響が現れ るだろ

 3最近では,採 用難などで福利厚生費をあげた影響も含まれるだろう.
 4詳紹は第3章 までの議論を参照のこと.模式的に表すとつぎのようになる.

驍 のコ幾 麟 総 謡 噺 一労働時間の効率弾性

 式の値が1よ り小さいならばそれだけ労鋤時間が長 くなる.こ の式は企業の費用極ノNヒ行動か ら導かれた
ものである.

 S退職金や教育訓練などは,人 口構造,技 術進歩などが変化 したために必要になった側面 もあり,す べて
が政策の影響というわけではない,
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うか.わ れわれは,三 年がが りでその効果を調べ るのに適当なモデル(:KEOモ デルII)を

開発 してきた6.つ ぎの節でその概略について簡単に説明することにす る.厳 密な記述 に

関 して は,文 献[91の 調査報告書 を参照 していただきたい.

5.2 時間外割増率の与える経済的影響

 仮にさきに述べたオーバ ーヘ ッドコス トと時間外割増支払のコス トの比率がアンバ ラ

ンスであって も,割 増率を変更す ることで重大な経済問題が発生するようであれば,別

の方法で労働 時間の短縮を進めてい った方がよいだろう.そ こで,本 節では,割 増率を

10% ポイ ン ト上昇 させて,三 割五分に した場合の経済全体への影響をまとめて述べ る

ことにす る.

5.2.1 シ ミ ュ レー シ ョン モ デ ル の 特 徴

 まず,こ の シミュレー ションを行 ったモデルの基本的特徴点につ いて四点ほど指摘 し

ておこう.第 一点は,労 働時間の効率を明示的にモデルの中に取 り入れた点である.そ

の方法的詳細は第3章 までの議論で明かであるが,考 え方 としては長時間労働 は疲労で

効率が低下 し,あ ま り散発的な仕事量で も効率 はさほどあが らない,と いう状況を効率

関数を測定す ることで描写 している点である.第 二点は,日 米貿易へ の影響を見 るため

に米国経済モデルを別途作成 し.為 替 レー トと日米 間の貿易収支が どう変化す るか,米

国の経済成長を刺激す るか,な どが調べ られ るとい うことである.第 三点は,労 働供給

側の反応 と賃金率の動 きを把握するために,重 層的労働市場の順位均衡 モデル と呼ばれ

ている小尾教授を中心 と して長年にわた って開発 されてきたシステムを結合 した ことで

ある.そ れは規模の異なる企業群 と,様 々に属性の異なる労働供給者を想定 した雇用市

場を描写できるモデルである7.第 四点は,こ の シミュレー ションモデルは,多 部門に分

割 し産業連関的波及効果 をとられることがで きる点,輸 入品で国産品を代替す る効果を

把握 できる点な ど,経 済全体 に与える影響の相互連関効果を特に重視 している点である.

 このようなやや大がか りな道具だてを考えた理由は,従 来までの研究の間隙を埋め る

ためである.こ れまで時短の問題は,労 働市場だけの分析 にとどまる雇用調整メカニズ

ムの問題 として分析 され るか,さ もな くばワークシェアリングや時短で消費が増加す る

とい った ような不況対策用のマクロ的関係のみに注 目したモデルに限られていた.そ の

ため時短 によ って効率が上昇 し,労 働時間当た りの生産性が上が る効果 や,割 増率 ・社会

保障制度など労働コス トの定式化を綿密に行 い,雇 用者所得や企業の生産 コス トへの影

響を部門別に描写す るといったような供給サイ ドの分析に光 をあてることができなか っ

たように思われ る.

 6その詳細は文献[s]およびKEOモ デルグループ作成の論文[8]にまとめられている. 7
小尾恵一郎,中 島騒信,宮 内環(1989)参照
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5.2.2 割増率三割五分の場合の経済的影響

  :KEOモ デルIIに よって時間外割増率を三割五分に上昇 した場合,経 済全体への影響
は図5.1に 描かれている.幅 のはる数字 は,シ ミュレーション分析を行 った時に想定 し

ている年度が異なるためである8.こ れによれば,労 働時間は総実労働時間で2-2 .3%減

少す る.そ のかわ り減少 した労働投入量を就業者数の増加でカバー しようとする.だ だ

し,労 働時間の効率が上昇す るので,就 業者数の伸びは1.2か ら1 .3%で 済む.こ の就業

者の伸 びは,時 短 したために労働市場に参入 しやす くな ったことと,賃 金率が名 目 ・実

質 ともに上昇 した両方の効果が労働供給側に現れたものである.時 間当た りの効率の上

昇は,マ ンアワーの労働生産性が0.5か ら0.9%上 昇 したことに現れている.

  名 目賃金の1.76か ら2%の 上昇は(表5.1参 照),二 つの効果を もた らす 第一 は企

業への コス ト上昇効果 とな り物価を0.5%ほ ど上昇させる.第 二は就業者の増加 と相乗

して労働時間が短 くな ったにもかかわ らず,雇 用者所得を増大させる.物 価の上昇は消

費需要を低めるが,逆 に雇用者所得の上昇は消費を増やす.双 方の影響 が相殺 して実質

民間消費支 出は0.2%低 下する.

  消費の低下 は,投 資やGDPを 下げる効果を持 っている.し か し,投 資需要は物価上

昇に ょる実質金利の割安感で促進 される側面がある.今 回の シミュレーシ ョンでは実質

金利が低下 した(図 中の点線)効 果が強 く投資は上昇 している.今 回取 り入れることがで

きなか ったが,い わゆるu省 力化”投資が誘発され るメカニズムを考えれば,さ らに投資

増加を生む可能性がある.

  以上 より国内総生産でみた実質経済成長 は0.2%程 度低下(名 目では0.2な い し0.3%
の上昇)す る.部 門別 には,建 設業,製 造業の在来部門,サ ー ビス部門への物価上昇効果

が大き く,農 林水,製 造業素材部門は,輸 入品増加で国内価格は比較的安定 している(表

5.1参 照).た だ し,農 林水 と素材部門では,'時 間あた りの生産性上昇効果が異 なる(表

5.2).農 林水部 門は雇用者数の増加がな く,製 造業の素材部門,在 来部門では雇用者数

の伸 びが比較的大 きい.そ のため建設業 とな らんで製造業の素材 ・在来部門ではマ ンア

ワー当た りの労働生産性の伸びが低 い(表5.2).

 対外的影響 は,名 目金利上昇が 円高を招き,国 内物価の上昇 と相乗 して輸入をわずか

に増加 させ,輸 出を減 らす.そ の結果,対 米貿易黒字幅が0 .2か ら0.3縮 小 し,米 国の実

質GDPを わずかなが ら上昇 させる効果 をもつ(表5.3).

  このよ うに割増率の10%ポ イ ン トの上昇は,国 内経済には物価上昇気味,成 長低下

気味に作用す るが,そ の大 きさは微弱である.対 外的にはわずかなが らも黒字幅の縮小

と米 国経済を浮揚 させる効果を もっている.企 業経営的には,労 働コス トの比率の高い

建設業やサー ビス業によ り大 きな物価上昇圧力 となって現れるだろう.し か し,こ れ ら

の影響 はパーセ ン ト数字を見てわかるように軽微な ものに とどまるだろう.

 8想定した年度は1981年 から1983年 である.産 業連関表の基本表に基づくたあ,デ ータの更新が5年 に一度とやや遅い.現 状データの更新作業を検討中である.
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図5.1:労 働時間短縮の効果についての概略図
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表5.1:時 間外 割 増 率10%ポ イ ン ト上昇 に よ る労 働市場,賃 金,物 価 へ の効 果
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表5.2:時間外割増率10%ポ イント上昇による生産 付加価値,労 働生産性への効果

                                (上昇率%で 表示)
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表5.3:時 間外割増率  e10ｰ'oTイント上昇による金利,為替,対外セクターへの効果
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表5.4:時間外割増率10%ポ イント上昇による最終需要への効果
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実難劃靆 憾騨鐘 デフ レータ

49～0.59



Part II

労働時間および雇用に関ずる理論的

       検討



Chapter 6

労働時間効率関数を導入 した企業行動

モデル

6.1 は じめ に

 軽済学の課題 としての労働時間,雇 用の決定という問題は新 しいものではない.鞍 科

書的な労働需要の決定メカニズムでは,需 要量は,労 働時間かける雇用者数のマ ンアワー

で決定される.そ して,労 働時間が何時間になるかは労働供給側の 自由な選択にまか さ

れている.こ の ように労働時間の決定を単純化 した理 由として,供 給側が労働時間を決

めるのは長期的な問題で何年,あ るいは一生涯といった期間の うちに職の選択 も含めた

形で労働時間が選択 されることを主張する.つ ま り,労 働時間の決定 は,非 常に長いタ

イム ・スパ ンを考えた ときには じめてなされることになる.し たが って,政 策 的に問顰

とな るようなあ る決め られた期間のうちにどのように労働時間が決まるか は,む しろ労

動需要側の要因が大き く,そ してそれは依然 として開かれた問題なのである.

 ここでは労働時間と雇用量の決定 に必要 な生産者均衡の分析枠組みを,と くに労贅

費の構成,お よびその他 の投入要素である投資の決定 との関係に注 目して検討 している.

その瞭に教科書 的な分析に加えて理論的にどうして も必要 となる関数(労 働時間の効率

関数 と調整費用関数)に ついてとくに問題点を明示 して議論を展開す ることに した.そ

して,通 常よ く言われてい る,短 期には労働時間の調整を行い,よ り長期的には雇用量 ,

さらには資本ス トックの調整が行 われるという主張を再検討 している.

 労働時間の短期的な決定図式を求める試みは,こ れまでに全 くなされなか ったわけで

はない.雇 用人数 と労働時間を分離する研究は,雇 用調整の問題 として労働経済学者を

中心になされて きた.そ の第一の方法は.生 産関数のなかに独立の投入要素 として労勤

時間と雇用をわけて考え るものである1.労 務費がwtcLの 形で,賃 金率 ωを与え られ た

もの として企業が行動す る場合には,労 働時間と雇用人数の生産弾力性が ともに可変的

 1たとえば,Feldstein(1967).
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で,し か も両者が一致す る領域を もつ生産関数を仮定 しなければな らない.さ らに,労

働時間 と雇用人数 の平面で描いた等量線の曲率が全域で1よ り大 き くなければな らない.

生産 関数 をな るべ く特定化せずに一般的なまま分析をおこなお うとす る最近の分析方法

か らすれば,こ の制約 は大 きな問題点 となる.つ ま り,あ らか じめ一般的な関数型で生

産関数を設定 した利点がな くな って しまうか らである.

  第二 の方法は,労 働時間と雇用人数の調整費用が異な ることを前提す るものである.

これ は,労 務費の定式化 をwhL+(hの 調整費用)+(Lの 調整費用)と い う型 に変形する

ものである2.こ の方法は,調 整費用の存在をインプ リシッ トにに考えて,部 分調整モデ

ルにすべてを帰着 して しまう.し たが って,計 測されたパ ラメターに有効な解釈を与 え

ることがで きないとい う問題点がのこる.こ れは同時に計測の方法,推 定の期 間な どに

よってパ ラメターの値が大 きく変動することを意味 している.

 第三の方法 は,効 率 単位で変換 した労働投入を考えるものである.異 質な労働力の変

換を行 う場合に,賃 金率 と効率の関数関係を想定する手法 として,最 近で はヘ ドニ ック

賃金仮説3,あ るいは効率的賃金仮説4な どの仮説がある.こ れ らの仮説 は,賃 金硬直性

を示す道具 と して導入 された り,労 働者の働 くインセ ンテ ィブを考えた場合の賃金支払

い制度(方 法,時 間当た り賃金で支払うのか,出 来高で支払 うのか)と の関連か ら多 くの理

論的モデルがある.し か し,十 分な実証的研究はな く理論仮説 と して とどま っているよ

うに思われる.

 労働の効率 という観点か らは,労 働サービスは人体 と不可分であ り労働を続 けること

は苦痛で長 くおこなうと次第に効率が低下 して くるとい うJevo■s流 の限界効用(苦 痛)

の概念があるJ.こ の ような人間の生理的限界を考慮 して効率を考えることは,ま ず常識

的である.し か も,タ イム ・スパ ンを政策上で問題 となるような比較的短期間に想定す

ることができる。

  ここでは,こ の最 も単純な古典的仮定か ら分析をスター トしている6.仕 事効率 関数

は疲労度や仕事の強度 と労働時間の関係であるので労働科学の成果 を使 うことが可能で

ある7.

 つ ぎの第6-2節 では,吉 岡(1990)と の関連で,労 働時間の決定 と可変的な雇用の決

定メカニズムを明 らかに している.

 2たとえば,Solow(1968).
 3サーベイ論文としてRosen(1986)
 4サーベイ論文としてStiglitz(1987) 5

Jevons(1871),訳書PP.128。130. Jevonsは,限 界苦痛の概念だけではなくここに述べた最近の分析のほ

とんどの概念について言及している.た とえば,労働需要側から労働時間が指定され,そ の労働時間を受け
入れない労働者は解雇されること(訳書p.135),最 近の用語でいえば効率的賃金仮説にあたるもの,こ れは
とくに弁護士や医者が成功すればするほど激しく働くこと(訳書p.135),労 働者の時間選好の異質性(訳
書p.136),労働者の疲労と賃金率の決め方(訳 書p.154)などがある.

 6吉岡(1990)参 照.不 完全ではあるが仕事の種類をわけて効率関数の形を分類した試みとして早見
(1988a),(1988b)がある.

 7労働科学的研究では,ア ンケート調査によるオフィスワークの疲労感についてのものとして,山 崎(1992)
がある.し かし,筆者としては具体的に何時間働くとどれくらい効率が落ちるのかという計測例がみあたら
ないのが残念である.
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 これ らの分析を うけて第7章 では,ま ず労務費用の形態について詳細 に解説 し,そ の

理論的定式化をおこな っている.つ ぎに法的規制,支 払い労働時間,有 給休暇等を考慮

し労働需要側か ら決め られる労働時間を割 り出 している.

 第8章 では,採 用,訓 練,離 職 ・退職金,退 職年金な どの雇用調整費用 を明示的に

扱 った動学的な雇用量 モデルを提示 している.さ らに,新 規雇用 と投資の技術 的補完 関

係を考慮 したダイナ ミックな決定 モデルを構築 し定性的分析を行 っている.最 後に第II

部の結果の要約 と今後の課題について論 じている.

6.2 労働時間の決定と労働時間制度の効果

 ここで は,所 定内労働時間h',時 間外割増賃金率E,そ の他の一人当た り給付ρを制度

的与件 としたモデルを構築す る.そ の際に,雇 用人数Lが 固定的であるか否か,労 働時

間制度が時間給であるか月給(労 働時間 んが所定内を下回 って も所定内給与が減ること

はない)で あるかのそれぞれについて検討を加えている8.

Case 1生 産量X,労 働 時 間 んが内生.賃 金率 ω,雇 用量 五 ,資 本 ス トックK所 与.

生 産 関数:X =∫(9(ん)五,κ)

  費用:C =励 五+哲 ξ仇 一 んつ五+ρ 五十FC

(6.1)

(6.2)

短期限界費用5MOは. h>h=の とき,つ ぎの式で与え られる.

sarc=dC dC/dh=_._ω(1±E}
4x 4x/dh ∫1(9(h).乙,h')9'(ん)

(6.3)

こ こ で,

五(9瞶)=弩 畿 戦     (a4)

     グ(tt)=響, '    (6.5)

であ る.

短期費用関数の勾配は,最 適化の2階 の条件を確かめるのに必要である.す なわち,

 d2C  d2XdC 1

拶 「 彌.蕊 研 爾 す        (6・6)
8労 働 供給 者 の行 動 を 内生 化 したモ デル につ い ては

,早 見 ・島田(1986)を 参照.
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   となる.こ こで

    d2X_dh2-f1・(9(脚)・(ゴ(h)L)2+〆(ん)五(9(h)L,li),  (6.7)

  である.し たが って,∫11,9” 〈0な らば2階 の条件を満た している.短 期の均衡で

 は,短 期の限界費用 と限界収入MRが 一致す る. tt>が の場合の主体均衡の1階 の条件

 は,つ ぎの式で表 され る.

   帚 鋼 爾=P(・+1)=μ 盈       (6.8)

   ここで,pは 生産物価格,ηは需要の価格弾力性である.

  fがCobb-Douglas型 を している場合を考えてみ よう.こ の とき,(6.8)式 は次の形 に

 な る.

   響 譜=P(1+!)=MR     (6.9)

  こ こで,

    X=A(9(ん)L)6κ6κ           (6.10)

   θ(h)=g'(h)h9(h)          (6.1・)

  費用水準は,つ ぎの式であたえ られ る.

          1
   (フ=・pXb(1十 一)θ(ん)÷(P一 ωξん竃).乙十FC                          (6。12)
          η

  θ(h)が大きい企業,す なわち労働時間の効率弾性値が大きい企業では利益水準が低

 くなる.

  h〈 ゲのときは,短期限界費用と限界収入の均等式は次のようになる.

       dC

   5MO取=五 鰤 醐 爾=MR     (6・13)

  h>ゲ のときとの比較は,つ ぎの図6.1を 見るとよ くわか る.所 定 内労働時間制の存

 在 によって,最 適労働時間は短 くなる.し か し,限 界的効果 については,所 定 内労働時

 間の長 さではな く,割 り増 し賃金率の上昇が実労働時間の削減効果 をもっている.

  一一一 一図6.1一 一一一一
MPw

             座 塑曳

0

        MR

        WMR

   II I I

l i   、・fs9”

hs hek詈   ト
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Case.1の 推定方法に関するノー ト ー般的に,生 産関数を(6 .1)式 のよ うに定式化 した

   場合,主 体均衡条件式(6.8)(あ るいは,ん くh*の 場合の,(6.13)式)は,左 辺に コ

   ス トシェアーを とり,弾 力性で表示すればつ ぎのようになる.

   巫1評=轟 響(1+1)   (6.・4)

  このケースでは・賃金率wと 雇用量L・ 所定 内労働時間h*(お よび資本 ス トックK)
は期首に決められているものと考えているので,短 期の想定需要の弾力性ηと生産関数の

具体型を特定化すれば,推 定が可能である.

  た とえ ば 生 産関数 がCobb・Douglas型(6.9)の 場 合で,9(h)の 弾力 性が2次 関数 で

示 され る場合 には,つ ぎのようになる.

   巫1霧)hL_b(1+a・ ん+・・ん2)(1+1)   (6・15)

  推定方法 と しては,同 じ生産物を同量生産 しているサ ンプルで,賃 金率,オ ーバ ー

ヘ ッド部分や所定内労働時間,実 労働時間のセットが異なるものを用いることになる.あ

るいは,同 じ企業で労働時間効率関数9(の は同 じであるが,賃 金率な どの労働 コス トや

労働時間の異なる労働者を採用 している場合の属性別のデータとい って もよい.こ の場

合 たとえば,賃 金率が異なることによって,次 の2式 が成立す る.

   塑 劣鯉=6(1+α1い2ん 』2)(1+1   (6・16)

   些 認 んβ五B=b(崘 ÷α2んB2)(1+1)  (6・17)

  さ らにこれ ら2式 の比率をとると,

   wA(1± 髄 孟彑 一(1+a・ 煽+α2ん 孟2)

   ωB(・+・)んB五B下 碗 マ・;ん珂    (6'18)

 未知数は α1,α2であるので,有 理関数の型になっているが推定す ることは可能である.
この場合は,異 な った種類の賃金支払い形態の労働者のデータが最低3つ あれば ,上 記
の比率が2本 計算 され るため9(h)を 推定できる.こ のように して,ま ず9(ん)を 推定 し

たのちに生産関数や想定需要の弾力性などを推定することができるだろう.

Case2雇 用量L,労 働時間 んが内生.生 産量X,賃 金率 ω,資 本 ス トックK所 与.

 つぎに,固 定的ではない労働者を雇用し労働時間と同時に調整する企業を考える.賃
金率は時間給で決められており,所定内をわりこむ場合にも労働時間×賃金率しか支払わ

れない・最低でも所定内労働時間×賃金率を支払うようには契約 していないケースである.
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 生産 関数 費用の定義はCase 1と 同 じである9

     生産関数:X .f(g(h)L,Ii)                (6.19)

  費用:if h>ん 窒,0 =whL+wE(h-h*)L十pL十FC        (6。20)

     2f h<h', 0  ニ:whL十pL十FC                         (6.21)

 ここでは,生 産量X,賃 金 w,資 本ス トックKを 与え られた ものと して行動す る

企業を考える.費 用を労働時間と雇用について偏微分 して,価 格線の勾配 を求め る.

h<h*の とき

  ac  ,
.: = wL   ∂ん

  ac

  a =w'h+ρ

tt>h=の と き

  ac

  ahニ2U(1+E)五

  ac

  aL一=w(1+E)h+ρ 一 ω`ん竃

 限界 代替 率 と価格 比 の均等 化条件 はつ ぎの2式 の よ うにな る.

h〈h=の 場 合

   丗ん  hgノ(h)

  ㏄,ん÷ρ  '9(ん)

h>ゲ の 場 合

     iL'(1十E)h    hgノ(h

  ω(1十E)ん 十ρ一w`ん 塞一 づし

 こ こで,

(6.22)

(6.23)

(6.24)

(6.25)

(6.26)

(6.2i)

             wh

     φ(ん:ρ,w)=蒲 歹       (6・28)

  φ(h・ゲ綱=双 ゴ譯嬲 無    (6.29)

 と お く・ こ の(6・26),(6.27)式 を グ ラ フ に し た も の が 図6.2[p-wEh*>0!の 場 合,お

よ び 図6.3-5(p-utEh'くo)の 場 合 で あ る.

 9こ の 設 定 は,吉 岡(1990)の 基本 モ デル と同 じで ある.
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(A)p-wEh”>0の 場合

(A。1)h*<んeの とき,図6.2

  は じめに,図6.2[ρ 一'ZUEIt>0の 場合について考える. Case 1と 同様に, Case 2

  で もh'を 境に,時 間外割増率Eの 効果で相対価格比の曲線φは断層を もって上昇す

  る.所 定 内労働時間制度が存在 しない場合よ りも労働時間は短 くな る(点 んe).所

  定内労働時間 ゲを短縮す ると,右 上が りの曲線0(h:h*,E,ρ,w)が 上方にシフ トす

  る.し たが って,最 適労働時間 んeは長 くなる.時 間外割増率Eの 増加,一 人当た り

  のその他の給付ρの増加 は,最 適労働時間heを 短 くす る効果 をもつ.

(A-2)が ニ んの とき

  所定 内労働時間h*の 点で関数φが垂直になる.こ の垂直の線をθ(ん)が横切 る場合で

  ある.こ のとき労働時間 んが所定内労働時間h'に 等 しい領域ができる.こ の場合

  は,所 定内労働時間の短縮は労働時間の短縮になる.そ の他の時間外割増率,一 人

  当た り給付ρの効果 は消えて しまう.

(A-3)h'〈heの とき

  所定内労働時間より労働時間の方が短いケースである.こ の場合は,実 際にはおこ

  りそうもないが,所 定 内労働時間や時間外割増率は労働時間に影響を与えない.一

  人 当た り給付ρが上昇す ると労働時間は長 くなる.

(B)ρ 一朕 ん8<0の 場合

  この場 合は,労 働 時間が所定 内労働時間を こえた場合の相対 価格 比の曲線φ(h:

  hi,E,ρ。切 は,右 下が りになる.し たが って,労 働時間の効率弾性 曲線θ(h)と 交

  わるケースと交わ らないケースに大別 される.さ らに,φとθが交 わる場合,所 定内

  労働時間h'が,効 率の最大,す なわちθ(hｰ)ニ1に なる労働時間 んoより短い場合 と,

  長い場合に分かれる.

(B。1)φ(h:ゲ,E,p,w)と θ(ん)が 交 わ る 場 合

(B-1-1)hｰ>h'の 場合,図6.3

  この場合,最 適労働時間の水準heと 所定 内労働時間h'の 水準の大小 によりさらに

  場合分 けが必要である.

(B-1-1。1)交 点が3つ あ る場 合,h*, heO, hｰ1で 交 わ る場 合.

  図か らわか る よ うにh*の 水 準 とθ(ん)の形 に よ り点 んeoでθ(h)が 増加 関数 で あ る場

  合 と減少 関 数 で ある場 合が あ る.

  θ(h)の 勾 配 はつ ぎの 式で あたえ られ る.
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θ'(ん)=
g”(h)h

9(h)+嬲 一ん(嬲)2

(1一θ(ん)+禦 聖)禦

(6.30)

(6.31)

   も との9(ん)の 関数 形 か ら,9”(h)=0の ときに はθ(h)>1で あ り,θ'(ん)<0と な

  る.し たが って,9(h)の 変曲 点でθは減少 関数 にな ってい る.ま た,弾 力性 が最 大 値

  を と るθ'(tt)=0の とき は,9”(ん)>0で あ る.

(B-1-1-1-1)h*=ん の とき

  所 定 内労 働時 間h'の 短 縮 は,労 働 時間 んを短 くす る.そ の他 のE,ρ の効 果 は ない.

(B-1-1。1-2)んeo=ん の とき

  この場 合 は,の ちに示 す よ うに2階 の条件 が満 た され て ない.

(B-1・1-1-3)he1ニ んのとき

  所定 内労働時間 ゲの短縮は,φ 曲線を下方にシフ トさせるので,労 働時間は長 くな

  る.時 間外割増率ξの増大,一 一人当た り給与ρの減少 は,φ 曲線を上方 にシフ トさせ

  るので,労 働時間は短 くなる.

  (B-1-1-1-3)の 交点 ん=he1で は2階 の条 件が 満 た され てい るの で,さ らに(B-1-1-

  1-1)の 場 合 と費用水 準 を比較 していず れか費用 の低 い方 に労 働 時間が 決 め られ る.

(B-1-1-2)ん εの み で交 わ る場 合.

  労働 時 間 んはhe2で 決 まる(図6.3).の ちに示す よ うに,こ の場 合 は2階 の条 件 が

  満た さてい る・所 定 内労働 時 間な どの効 果 は,(B・1-1-1-3)と 同 じで あ る.

(B。1-1-3)h*の みで 交 わ る場 合.

  この ケー スで は,労 働時 間ttはh'3で きま る(図6.3).所 定 内労働 時 間な どの効 果

  は,(B-1。1-1-1)と 同 じであ る.

(B-1・2)hｰ<h'の 場 合(図6.4).

  この場 合 は,最 適 労働 時 間 んeが所定 内労働 時 間 ゲ よ り長 い場 合 と短 い場 合 に分 か

  れ る.

(B-1-2-1)んe>ん 躍の場 合

  この ケ ース で は,労 働時 間tt=tt'と な る.し たが って,(B-1-1-1-1)と 同 じで,所 定

  内労 働 時間 の短 縮の みが労 働時 間を短 くす る.
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(B-1-2-2)he〈h*の 場合

  このケースでは,労 働時間h=heと なる.し たが って,(A-3)と 同 じで,一 人当た り

  給与の減少のみが労働時間を短 くす る.

(B-2)φ(h:ん 率,E,ρ,w)とθ(ん)が交わ らない場合(図6.5).

(B-2・1)ん ε〉が の場合

  このケースでは,労 働時間h-h*と なる・ したが って,(B-1-1-1-1)と 同じで,所 定

  内労働時間の短縮のみが労働時間を短 くす る.

(B-2-2)んe<ゲ の場合

  このケースでは,労 働時間h=heと なる.し たが って,(A-3)と 同 じで,一 人当た り

  給与の減少のみが労働時間を短 くす る.

  つ ぎに,最 適点近傍での2階 の条件を確かめてお く.そ れ は,周 知の ように縁付

  ヘ ッセ行列の符号を調べることになる.す なわち,

 (一 ・λ(∫19”十 ∫119'aL)L 一λ∫1199'L  一ノ19ノ五    一λ∫1199'1}      一λノ1192   一ノ19

     一丿『i9'」乙         一∫19      0)  (6.32)

  4・班=λ 五∫・s929”            (6.33)

  したが って,9” 〈0で あれば極値の充分条件が満たされ る.φ(ん:ゲ,E,ρ, lll)とθ(h)
が2点 で交わ る場合いずれの点が2階 の条件を満たすか調べてみる.交 点の労働時間 んe

よ りも労働時間hが 短い場合にφ(tt)〉θ(h)である場合を確かめてお く.φ(ん)をh・ の近

傍でTaylor展 開す ると,次 式が成立する.

    φ(ん) =  φ(んe)+(ん 一んe)φ'(んe)+o(ん)

    φ(ん)=θ ㈹+(ん 。he)(1一 θ(he))禦+・(ん)

    θ(ん)=θ(んe)+(ん 一んe)θ'(んe)+・(ゐ)

φ(ん)一θ(ん)=(ん 一he)[(1一 θ(ゲ))禦 一剃+・(ん)

φ(ん)一 θ(ん)>0, ん 一一んe<0よ り,

(1一 θ(んe))禦 一姻 く・

(6.34)

(6.35)

(6.36)

(6.37)

(6.38)
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が 近 似 的に な りたつ.一 方,

嫺 二(1一 θ(んe))禦+〆(ゲ)1 (6.39)

で あ るか ら,こ の(6.39)式 を(6.38)式 に代入 して,

一9〃㈹ 彑 く0

   9

すなわち,

9”(んe)>0

 とな り,こ のような点は二階の条件を満たさない.し たが って,二 点で交わる場合 は

交点の労働時間aよ りも労働時間 んが短い場合に,φ(ん)<θ(ん)が 成立 していなければ

な らない.こ のような交点は,図6.3の 場合heで ある.そ して, heOは 二階の条件 を満

足 していない.

Case3賃 金制度が月給制で最低で もwh'支 払 うケース

  この場合は,Case 2の んくh'の ケースを, h=h'の ケースにかえるだけである.し

  か し,つ ぎの節でみるように。月給制 といって も欠勤 した場合には,そ の分給料が

  差 し引かれる場合が多 くある.し たが って,文 字通 りの固定月給制 を採用 してい る

  労働者が どの程度存在 しているかは,単 に毎月給料を もらっているか らとい うだけ

  で決め られ る問題ではない.

 以上の数多 くの場合わけに もかかわ らず,定 性的な所定内労働時間短縮の効果 は二

つの場合に滞着 され る.す なわち,hニh'の 場合 と,そ れ以外のh>h'の 場合である.

h=hamの 場合は,実 労働時間が所定内労働時間h*で あるのでh'を 短縮すればその分労働

時間は短 くな る.し か し,ん>h*の 場合は,非 常に逆説 的であるが所定 内労働時間の短

縮はかえ って実労勤時間 んを長 くす る効果を もっている.

 労働時間の決定が以上のように決まると,与 え られた労働時間に応 じて雇用人数が決

定 される.そ れ は.生 産関数 に生産量Xと 労働時間hを 代入 して雇用Lに ついて解 くこ

とで得 られる.Cage 2と3の 場合は,生 産量の変動は,労 働時間に影響を与えず もっぱ

ら雇用Lの 調整 で生産活動を増減させ る.と いうのは,雇 用Lを 調整す ることの非金銭

的費用を考慮 していないモデルだか らである.

Case.2-3の 推定方法に関するノー ト この場合は,雇 用量 も同時 に決定されるため,雇

  用 と労働時間の限界代替率 は,9(h)の 弾力性だけの関数 として表せ る.そ こでつ

  ぎの節でみるように雇用にかんす るすべてのコス トを調べれば,雇 用 と労働時間の
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  限界費用の比率が求め られる.こ の限界費用の比率がい くつか求められれば,9(ん)

  を適 当に定式化すれば,こ れを推定す ることがで きる.

  たとえば,Case 1に 示 したように生産関数がCobb-Douglas型(6.9)の 場合で, g(ん)

  の弾力性が2次 関数で示 され る場合には,つ ぎのようになる.

  面 嵩 離 ω諞=1+alh+a2h2    (6.4・)

 この場合 は,最 低二種類の賃金支払い形態の労働者のサ ンプルがあれば,α1,α2を 推

定す ることができる.

Case4労 働時間h,資 本ス トック κが内生.生 産量X,雇 用量L,賃 金 wお よび資

  本の レンタル コス トrが 所与.

   生産 関数:x =ノ(9(ん)Lli)

費用:tfん>h',0 =whL+wE(ん 一んつL+pL+rK+FC

   2fん く ん竃, 0  =ω ん五十ρ五十FO

 費用を労働時間 と資本 ス トックについて偏微分 して,価 格線 の勾配を求める.

h>ゲ のとき

(6.41)

(6.42)

(6.43)

 ac

anニ ”(1+E)L

h<ゲ の とき は,Eを 省 略 した形ですむ.

資本 ス トックにつ いて は, ,

 ac

 ∂h'

したが って,主 体 均衡 の一 階 の条件 は,

(6.44)

(6.45)

  些羨)匹=孥 轟1暢    (6.46)

 となる.こ の場合で も,比 較静学分析を行 うと,生 産量が増加す ると労働時間が増加

す る関係にあることがわかる.

 すなわち,λ をラグランジュの未定乗数 とすると,
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(dhdKda)=論(厩糖 器鑼 瀦)
(6.47)

ここで,2階 の条件が満たされていれば

d・tH=イL2L2∫ κκ9'2一 .fLfh'29”+2!旋 耽 κ9'2_”.fK2,fL五Lg'2>0(6.48)

とな る.

Case.4の 推 定方 法 に関す るノー ト 生産 関数 がCobb-Douglas型 の場 合 は,

w(1一}一E)hL

  7κ

δ乙9,ん

bh 9
(6.49)

 とな り,Case 1の 場合と同 じようなケースになる.し たが って,こ の場合 は資本 の

レンタル コス トが計算 されれば,最 低3個 の観察値か ら推定が可能である.こ の場合 に

資本 ス トックとして考えている ものは,レ ンタルや リースのような設備器具を想定 して

いるので,レ ンタルコス トか ら資本費用部分を計算することができるだろ う.

 Case 1と 同様に して,2種 類の異な った就業形態の労働者のサ ンプルか ら推定す るこ

とももちろん可能である.そ の際には,(6.49)の 比率を用いることにな る.

 一般に短期的な生産量の変動は,残 業などの労働時間の延長で対応 し,よ り長期的な

生産変動 には,雇 用の増減を行 うとい う現象あるといわれている.し か し,デ ータでみ

るかぎ り,労 働時間の変動は,季 節的な ものや月ごとの変動 は雇用の変動 よりも大きい

が,年 間を通 してみると第一次石油危機の前後を除いて変動量の少ないことがわか る.

  したが って,第 一次接近 としては雇用の非線形な調整 コス トを考慮す る場合に生 じる

理論的な不完全性 を導入するよりも,雇 用調整 コス トは線形の ものを用 い,直 接金銭的

に測定可能な ものに限ること仮定 して推定することが望ま しいと考え られる.

 さらに,よ り観察事実と照応 したモデルをつ くるためには,デ ータの精度の問題が重

要にな って くる.た とえば,パ ー トタイムの労働時間統計は,r賃 金セ ンサ ス」では所定

内労働時間だけが統計 と して とられていること,し か も一 日単位のデータで分刻みで は

ないため(平 成1年 か ら一桁詳 しくな ったが),出 勤 日数が変動す ると大きな誤差 とな っ

てあ らわれることな どがあげ られ る.雇 用調整に非線形的で直接金銭で とらえ られ る以

外の費用がかか る設定でモデルを推定す るには克服すべき点が多い.
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7.1 は じめ に

 前章では一人当た りの労務費 として所定内給与iC,所 定外給与w(1+E)(h-h*),お よ
びその他の労務費用Pを 明示的に考えた.こ の章では,第1に 雇用調整費用を明示的に扱

うために労務費の構成について整理を行うことにす る.第2に 支払い労働時間と所定内

労働時間の区別を行 って,所 定内労働時間の決定にかかわる要因について コメン トを加

える.

7.2 労務 費 の形 態

 つ ぎに掲げる表7.1は 典型 的な企業の労務費の構成を示 している.構 成比は,r賃 金労

働時間制度等総合調査」平成元年版 に基づ くものである.常 用労働者一人平均 で時系列

的な推移 を見ると現金給与総額以外の労働費用が増加傾向にある.た とえば,1975年 に

産業 ・企業規模計で13.6%で あったものが,1980年 に14.9%,1985年 に15.4%,1988年

に16.2%に 上昇 している.こ の現金給与以外の労働費用の内容は法定福利費(現 金給与以

外の労働費用のうち48.6%),法 定外福利費(同17.1%),退 職金等の費用(同25.6%)が

大 きな割合を占めている.こ のうち退職金等の費用が時系列的に見て伸びが大きい(1985

年か ら1988年 の間に年率5.4%).教 育訓練費 も絶対額 は小 さい(現 金給与以外の労働費

用の うち2.4%)が,伸 び率は大 きく年7.17%で ある.

 現金給与総額の内では,基 本給の比率が高い.傾 向と しては諸手当を減 らし基本給分

を大き くしている.し か し,基 本給ばなれとよばれるものが賞与 ・一時金の決定等で言わ

れている.そ れは賞与等の算定の基礎 とする標準 として基本給を もちいるものか ら,一 部

を基本給に して他は固定,あ るいは他の条件と連動するように変化 しているか らである.

 基本給の支払われ方については,昭 和55年 の 「賃金労働時間制度等総合調査』でみ

ると71.2%が 月給制,27.0%が 日給または時給制,1.8%が 出来高払制である.し か し,月

r9
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給制の うち56%が 欠勤差 し引きの適用を受 けている(昭 和49年 のr賃 金労働時間制度等

総合調査 』,こ れが最新の公表値である).し たが って,実 質上は 日給制が適用 されている

ことにな る.こ のことは,月 給制であ っても日給制と同 じよ うな定式化をすることの妥

当性を意味 している.す なわち,

[基本 給]=wh*五.

ここで,h*は 支払い労働時間, wは 時間当た り賃金.<, Lは 雇用者数である.

所定 内の諸手当は固定的に決め られている場合が,ほ とんどであ ろう.

[所定 内諸 手 当]=plL.

(7.1)

(7.2)

所定外賃金については,割 増制の適用により時間外労働に比例す る形で決め られる.

[所定外 賃金]=ω(1+E)(h-h*)L. (7.3)

 賞与 ・期末手当については,賃 金改定の際の決ま り方 と同 じで,は じめに賃金原資が

きめ られ,そ ののちに配分す ることになる.そ の配分の仕方は,基 本給 ×支給月数 ×(出

勤率 考課係数,資 格係数など),と いう基本給ベースのもの,あ るいは固定金額+利 益

対応分 とい う企業業績にむすびついたものなどが代表的である.し か し,事 実上一時金

交渉の際に決め られ る賃金原資の額は,標 準的な労働者の基本給を想定 して支給月数で

行われ ることが多い.し たが って,基 本給×一定率という形を とるもの とす る.

[賞与 ・期 末手 当1ニ βωゲ 五 (7.4)

 つ ぎに福利厚生費の決まり方を整理す る.ま ず,法 定福利費は,健 康保険の保険料率

の決まり方は,健 康保険法第七十一条の規定 によると,標 準報酬月額の千分比率で決め ら

れている.1989年 度は被保険者の負担が[標 準報酬月額]×0.0415÷[賞与等1×0.003,事 業

主の負担が[標 準報酬月額1×0.0415+[賞 与等1×0.005,国 庫の負担が[給 付額]×0.164+[賞

与等1×0・002と な っている・毎年8月 より前の3ヵ 月間の報酬(労 働の対価 として支払わ

れた給与,賞 与,一 時金等のすべて)を もとに標準報酬月額は決め られている.厚 生年金

の掛金 も[標 準報酬月額]×0.143(男 子),[標準報酬月額]×0.138(女 子)と なっている.労 働

保険(雇 用保険 労災保険)は,賃 金総額(事 業主が使用 しているすべての労働者に支払

う賃金の総額)を もとに保険率 をかける形で決められている1.

  したが って,一 般につぎのように定式化することが許 されるだろ う.

[法定 福 利費]=b(wh”+ρ1+w(1+の(ん 一 んつ+Bwh*)五.

 [法定 福 利費]=b[w(ん+ん 累(1+β 一の)+P1]L.

1これは一般保険料で
,こ の他に3種 類の特別加入保険料と印紙保険料がある.

(7.5)

(7.6)
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表7.1:労 務費の構成 金額 は円,0内 は各項 目内での構成比%

            労働者一人平均

1臨難
   一賞 与 ・期末 手 当46,637(24。2)

現

金

与

以

外

の

労

働

費

用

 

 

 

 

i
レ
L

 

労

働

費

用

64,4i6

(16.2)

r退 鞍金等_一退職金一時金

1・6,5341驫 年金

 (25.6) し中退金等への掛金

し
     「健康保険料

 法定   厚生年金保険料

 福利費 一 労働保険料 雇用保険に係わる額

i26.778       労災保険に係わる額

i(4&6)擁 讙 嵳畫納付金
!    L法定補償費

1_:難 熱

陰
x,892

(1i.1)

一選

私的保険制度への拠出金

労災付加給付の費用

慶弔見舞金等の費用

財形奨励金等の費用

その他の法定外福利費

 育訓練費

 物給与

 の他(う ち募集費1,170)

10,054(60.8)

6,lli(3i.0)

 363(2.2)
10,831(34.6)
14,268(45.3)

2,916(9.3)
2,85 (9.1)

 215(O.i)
  r2(Q.2j
  12(0.0)
4,242(38.0

1,144(10.4)
1;425(12.9)

1,263(11.4)

 824(7.5)

 262(2.4)
 367(3.3)

 351(3.2)
1,170(10.6)

 736(2.4)
 652(2.9)

 1,422(3.4)
資料:労 働省政策調査部編r賃 金労働時間制度等総合調査平成元年版』

                *は昭和62年 版,**は 昭和63年 版の値
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法定外福利費は,一 人あた りの一定の月額と考えてよいだろう.

[法定外福利費】 p2L (7.7)

 退職金等については完全な定式化はむずかしいが,退 職給与引当金の算定方法から費

用の定式化を行うことにする.法 人税法では,在 職している使用者がすべて自己都合退

職 した場合の金額を期末退職給与の要支給額とよび,こ れを算定の基礎としている.退

職給与引当の損金繰入限度額は,通 常この期末退職給与の要支給額の40/100で ある.さ

らに,適格退職年金契約,退 職金共済契約をむすんでいる使用者については,自 己都合退

職時の退職金か ら適格年金等の給付額を除いたものを,期末退職給与の計算に用いる.

 当該事業年度に支払われる退職金は,こ の退職給与引当金をまず取 りくず して支払う

ことが決められている.ま た損金として計上されていても積立が現実に行われているか

どうかはわからない.た だし,引 当金の積立が使用人の退職金の支払い以外の目的で取

りくず した場合には,益 金に算入することが決められている.し たがって,定 式化とし

ては,引 当金の使途は,退 職金支払いに限定されるのでこれを費用として考える.そ し

て,引 当金の積立額以上に退職金を支払った場合も費用に算入 しなければならない.

 以上を整理すると,退 職給与引当金の繰入部分の計算式は,通 常の場合用いられる

だろう期末退職給与の要支給額の0.4を 用いることにする.期 末退職給与の要支給額は,

すでに退職 した人に支払われる適格年金等の給付額を差し引いたものと考える.さ らに,

引当金の積立額を越える退職金の支払いが生 じた場合にはその金額を加えることにする.

 ここで,自 己都合退職者の退職金をω月γとする.定年退職者等の事業主都合の退職者

の退職金ωRは,自 己都合の退職金の定数倍と決められているケースが多いので

ωR:=(1+β)りRγ, (7.8)

,3>0

とお く.

Lを(期 末 の)雇 用者数.PBを 適格年金または退職金共済の給付額 とすると,

[期末退職給与の要支給額J=wRy L-PB (7.9)

となる.

さらに,繰 入限度額 にかける乗率をaR(現 行では0.4)と すると,

[退職給与引当金の繰入限度劉=α 月(ω月γL-P」B), (7.10)

 である.

 当該事業年度の事業_a._都合の退職者数をR,自 己都合の退職者数をδv刀とすると,そ

の年に支払 う退職金の額 は.
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[退職一時金の額] WRVbvL+wRR

[退職一時金の額]=wRV[sVL+(1+β)珂

(7.i1)

(7.12)

 となる.

 さらに,適 格退職年金等 として毎月掛けている金額がある.こ れには基本給に連動 し

て決 まる部分dwPと 賞与 に連動す る部分aBPが ある.

[適格退 職 年 金等)_(awP+aBpB)wh*L (7.13)

したが って,

[退職金 等 の費用 額]_ARV[sv L+(1+β)珂+(awP+αBP」B)wh*L (7.14)

 となる.も し(7.14)式 で決まる金額が(7.10)式 で決まる金額を越えた場合には,そ の

部分 も費用 として計算 され る.

 退職給与引当金の積立額RFを 決める算式はつ ぎのようになる.

RFt =  1～1残卜1)+αR(ωRγ 現 一P・8t)一 ωRγ[6γ 五オ+(1+β)1～ ¢1

    一(αωP十aBpB)ω ん寥Lt, (7.15)

ま たは,

RFt=珊 ・一・)+[(αR一 δγ)呶 γ 一(awP+α βPβ)ω 胡 五,

    一αR1)1ヲt一 りRγ(1+β)1～ ご, (r.16)

 とな る.こ こで添字tは 時間を示す.

 退職給与の積立金額RFを 金融機関に預けて運用すれば金利収入が得 られる.ま た退

職金の額が大きい場合にはRF<0と なる.

   したが って,退 職給与引当金積立額の運用利子率をiRと す ると,

[退 職 金 等 の 費 用 】=dR(c.JRVL一 一PB)一11ZZ71(0,RF)一iRRF, (7.17)

 で与え られ る.

 労働費用の最後の項 目と して,教 育費と募集費を考える.一 人当た り教育費は近年伸

び率が大 きいことか ら,雇 用者を増や した場合に限界的に重要 になる費用項 目である.募

集費は,新 規採用 ・中途採用含めての費用 として考える.在 職者の一人当た りの教育費

を%o,採 用者一人当たりの教育費をrl,募 集費をア2,採 用者数をMと す る.
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[教育費 ・募集 費]=Tp li+(T1+T2)M (7.1a)

以上の各費用項 目をまとめると,経 常的にかかる労務費用はつぎの式で与え られる.

0乙 = ωが 五+ρ1五+ω(1+E)(ん 一 んつ 五+Bwん*五

  + 6[ω(ん+ん 零(1+」8-E))+ρ1}五

  + dR(C+JRj/L-PB)一m呵0,RF)一 歪R1～F

  十 To L十(Tl十Ta)M十Pa L (7.19)

OL = (ω[(1+E+b)ん+((1+6)(・8-6)+δ)が]

  +(1+δ)ρ ・+ρ2+T・+αRωRγ)L

  + (ア1+T^)」V-aR・PB-min(0,RF)一 乞R」2、F (7.20)

  ここで,(7.20)式 を簡単 に検討す ることに しよう.ま ず,Eは 時間外割増率で0.25が

最低水準 にな っている.

  bは 法定福利費の料率で,0.143(男 子)で ある.

  Bは ボーナスの月当た り比率である.た とえば,年 間5カ 月分ならばb=5/12と なる.

 P1は 所定内の諸手当ての金額である.表7.1に よれば 所定内賃金(wh”+ρ1)の15.5%
である(ω ん*の0.183倍).P2は 法定外福利費(一 人当た り金額)で ある.こ れ は,表7.1

によれば現金給与以外の費用の17.1%で ある(肋*の0.031倍).

  Tpは一人当た りの教育費で額は小 さく,肋 躍の0.004倍 である.

 dRは 退職給与 の引当の限度比率で40/100=0.4に な ってい る. wRVは 自己都合退職の

退職金である.退 職金aRの 算定基礎額は退職時の賃金で基本給t1Jtl”を基礎 にす る企業が,

82.8%(労 働省r退 職金制度 ・支給実態調査,昭 和60年 」)で ある.こ の内,基 本給のす

べ て(職 務給,年 齢給など)を 基礎にす る企業は49 .3%,一 部が50,7%と な ってい る.傾

向的には基本給の一部のみを基礎 とする企業が大幅に増加 している(昭 和53年 の調査で

は9.9%で あった).退:職 時の所定内給与を月収とした換算月数では40か 月分程度である

(労働省 同上調査 による).時 系列的にはこの月数は減少傾向にある.

  自己都合退職金ωRγは,退 職給与引き当て金算定の基礎 にな っているが,退 職金wR
よりは低い値 である.以 上が,在 職者の人数に比例す る部分である.

 その他に,採 用のために必要 とした募集費 と教育訓練費(T1+T2)が ある.こ れ らは

額と しては小 さ く,η)の3倍 程度である.

 ここで(7.20)式 の最後の3つ の項は,退 職給与引当金の計算の際に発生する費用,あ

るいは収入である.一aRPBは,退 職給与引当金には算入されないためにさし引かれる年

金支給額であ る・一min(0,R、F)は,引 当金の積立額を越えた部分の退職金の支払い額で
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ある.最 後の項一ZRR.Fは 労務費としてではな く積立金を運用 した場合の収入である.し

たが って,各 期 ごとの企業行動の最適化 には固定的な部分である.し か し,時 点間の最

適化を考えた場合には,労 働者数の決定などに影響を与え るものである.

 労災 保険 は,業 種 ごとの特性によって保険料率 を決めてい る.雇 用保険は,ふ つ う

は14.5/1000で,農 ・林 ・蓄 ・水産,清 酒などの事業は16.5/1000,土 木建築 の事業で は

17.5/1000と 決め られている.

7.3 所定内労働時間にかんする検討

  所定内労勗時間の決定に関 しては,実 労働時間の決定ほど生産サイ ドの要因は支配 的

ではない.と い うのは,第 一に法定労働時間に規定があること.第 二 には,労 働市場 の

供給側の影響が無視できない.つ ま り,最 近の人手不足時の ように採用 ・募集 の際に示

す労働条件 に週休二 日がなければ人が集 まらないことがあるか らである.ま た,逆 にす

でに雇用されている人 については,有 給休暇の取得率のように好況下で減少す るもの も

ある.と い って も,わ が国の統計では所定内労働時間は支払い労働時間を意味 しないの

で,有 給休暇の取得の問題は統計数値 との照応す る場合には考慮が必要である.第 三 に,

生産サイ ドの要因 として,シ フ ト制に見 られるように生産技術の制約を受けていること

があげ られ る.

 第一の法的規制に関 しては,労 働基準法第三十二条に一 日当たり及び週当た り労働時

間の上駸が定め られている.1989年 の基Y法 改定で,労 働時間は週40時 間制へ段階的

に移行す ることが定め られている.旧 規定では,週48時 間が法定労働時間であったが ,

現行の政令では,週44時 間とな っている.こ の週当たりの労働時間制の適用 に関 して

は,労 曼基準法第三十二条二 および四項の変形労働時間制が認め られている.す なわち.

労使協定 に基づ くことを前提にすれぱ,最 大三か月平均 して一週 間の労働時間が法定労

働時間を下回ればよいことにな っている.

 休 日日数については,法 定休 日が52日 と決まっている.法 定外の休 日は,1988年 で,

1000人 以上の企業で は106.4日,100-999人 では91.9日,30-99人 の企業では80 .OBと

なっている(労働省政策調査部編r賃 金労働時間制度等総合調査 平成元年版」).実 際

に年 間の労働時間をへ らす時短を行 った企業で最 も広 く行われているのが ,こ の休 日の

増加である・時短 した企業の81.1%が 休 日の増加である(労 働省 同上調査).

 年間労働時間を決定するもうひとつの要素である年次有給休暇の付与については,基

準法三十九条に定められている.一 年間勤続 して8割 以上出勤 した労働者には,10日 間

の有給休暇を与え ること.そ して二年以上継続 して勤務 した労働者には,一 年毎 に1日

ずつ有給休暇を増やす ことが決め られている.有 給休暇の付与 日数が20日 になるまでは

この規定 に従わな くてはな らない.

 年次有給休暇の付与 日数は,ど の企業規模で も平均す ると法定の最低限である20日

以上は付与 されていない(労 働省 同上調査).取 得率 もまた50%前 後で,1980年 以降減
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少傾向にある(労 働省 同上調査).年 間休 日日数の平均が95.9日 で,有 給休暇の平均付

与 日数が,15.3日 である.こ のことか ら,も し100%の 取得率にな った とすれば,休 日

は110・8日 となる・ したが って,労 働 日は254。45日(=365.25-110.8)に なる.1日 の所

定労働時間は,労 働者一人当た りで7時 間42分 である.し たが って,年 間の所定労働時

間は,1959.27時 間となる.有 給休暇の取得が50%で あるので,残 業を全 くしない場合で

も,58.9時 間(7.65日 ×7時 間42分)労 働時間が増えることになる.計2018.17時 間/年

とな る.

 有給休暇の取得率を決める要因は大別 して次の三つにわけ られるだろ う.ひ とつは,

労働者が病気 を した場合に取得す ることが多いので,も しものために完全消化 した くな

いとい う動機があ る.第 二には,休 みの遊び方を知 らないために,休 む よりは出勤 した

ほうが楽であるという,仕 事中毒症の人がいる.第 三には,職 場の雰囲気と して他の人 々

が働いているのに休む ことは嫌が られ るし,査 定にも影響す るか も しれないとい う消極

的な動機がある.

 第一の もしものための予備休暇という要因が支配的であれば 有給休暇の付与 日数が

増加す ると,自 然 に取得率は高まるだろう.第 二の仕事中毒症の人は,長 年休みを採 ら

ずに過 ご して きたのが習慣にな った ものだ.こ れ も時系列的にみて変動す るものとは思

えない.も ちろん,世 代が変われば遊びをするのが上手な人は増えるか もしれない.そ

うすれば取得率はなに もせず とも高まるだろう.し か し,デ ータをみると,付 与 日数が

時系列的に増加 しているにもかかわ らず,取 得率は低下 している(表7.2).

 つま り,第 一の予備休暇動機な らば,付 与 日数が増加 したぶん取得率は高ま って もい

いはずである.ま た,遊 び上手な人が増えた という効果 も観察 されていない .こ の こと

は,1985年 に くらべ,1987年 以降好況期になったたあに,仕 事を休むに休めないとい う

第三の要 因が強 く働いているもの と思われる.そ して,こ の背後には休 日総数が上昇 し,

そのため 自由に休みを取得す る誘因が薄れ たということもある.つ ま り全員が 同時に休

あば個人へのマイナス評価は避け られるか らである.

 労働時間 ん翠は,こ のモデルでは労務費 とい う観点か らみて支払い労働時間に相 当す

ることになる・ したが って,実 労働時間hと の対応関係は,残 業時間をhov,(取 得 され

た有給 休暇 日数)×(一 日当た りの所定内労働時間)をIhと す ると,

  h=h'十hoti一 一Ih                                            (7.21)

 とな る.

 hov-Ihの 部分の決定が,労 働需要側の生産サイ ドの条件か ら決め られている側面が

強 い.支 払い労働時間h'の 決定は,労 働供給側の条件によ って左右 されるだろう.こ れ

に対 し所定 内労働時間 と統計的に扱われているものは,h*一Ihと な る.支 払い労働時間

の決定が,年 単位であるのに対 し,有 給休暇の取得は 日々決めることがで きる.し たが っ

て,一 年以下の短期では,h*は 与え られた ものと考えることができる.ま た, h*は 法律

で規定 されて徐 々に減少す る傾向にある.こ のため,労 働市場の需給で決め られ るのは

短縮の速度が速 くなるか遅 くなるか とい う側面がほとん どであろう.



7.3.所 定内労働時間にかんす る検討 87

表7.2:年 次有給休暇の付与 日数 と取得 日数

一 叮一『     『           一一 一 一  一一  冖         一 一 一           一_  _ __ 一    『 一 一 一   一}一 一  一 一P一    _  ___一 甲   _  一_

1        労働者一人平均一                        一   } 一 一一一   一一 一 ■一 一            _一 『 .  冒皿   ㎜ 一一『r ` ドr一 一   一 “ 一   『 一一一『} 一        r }一     一一_- - _

一企業規模計遜 日繖 日)     『 一一一 年間土脚 塾(日)年次有繍_一 聖i径℃日)」聖 得率(% ■

1980年 90.5 14.4 8.8 61
1985年 92.9 15.2 7.8 51

1987年 94.0 15.1 7.6 50
1988年 95.5 15.3 7.6 50
1989年 98.6 15.4 7.9 51.

1990年 101.8 15.5 8.2 52.

1,000人 以 上
扉}}一 一一一一_ 一 一 『}『 闇 一一 ㎜

1980年 100.9 16.6 10.4 62.
1985年 104.0 17.2 9.4 54.

1987年 10.0 li.1 8.8 51.

1988年 106.4 17.1 8.8 51.

1989年 110.1 17.4 9.3 53.

1990年 112.6 1r.4 9.5 54.
一    一     一『-

100-999人
、    一 一  一 一  一  一_幽_ _一 一 一_ 一}}一 炉-

1980年 87.i 13.7 8.4 61.

1985年 89.9 14.5
..
r. 49.

1987年 90.0 14.2 7.0 49.

1988年 9i.9 14.E r. 49.

1989年

1990年
一 『 一 丁一 -鵬 }  ㎜ 一 匿     一

    95.0

    96.5

    14.7

i    14.7
}

  i.9

  rl.i
一 一『

49.

5.

30-99人

1980年 7i.1 12.1 1.1 58.
1985年 78.0 12.? 6.3 49.

1987年 78.5 12.6 6.1 48.
1988年 80.0 13.1 6.4 48.

1989年 82.i 12.9 6.4 49.

1990年 86.7 13.4 6.7 50.
一   『 一   一                一 一一__ }  一 卯   一 冖  一    9一 一  一 皿 一 一一一 一一一一 皿 罰_

(資料)労 働省政策調査部編
        一一一一

『賃金労働時間制度等総合調査』

-

へ
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Chapter 8

雇用行動にかんするはじめの分析

8.1 雇 用 の 調 整 図 式

 つ ぎに,第6章 で説明 したモデルのCase 1の 場合の雇用量の決定 図式について述べ
ることに しよう・ ここでは・さきに与え られた労務費用(7 .20)式 に加えて,雇 用量Lの

調整に関す るコス トを導入す る.こ の調整 コス トの導入は,試 論的色彩が強 く充分問題

点が解決されてい るわけではない.し か し,理 論の現段階の進捗状況か らするとやむを

得ない妥協案であ る・その問題点については,の ちに検討す ることに して,こ こではと

りあえず形式的に議論を進めてい くことにしよう.

 調整 コス ト関数A(dL/dt)は,凸 関数で2階 連続微分可能 とす る.毎 期毎期の採用者
数が計算できるように,凸 関数であることを仮定 している.凸 関数でない場合について

は計画期間のなかのある一時期に一度に雇用を決めて しまう結果が得 られる1.

 企業の生産の計画期 間を 丁期間としよう.こ のとき,こ の0期 か らT期 間にわたって
企業のネ ットキャッシュフローを最大化す る行動を考える。この ときの最大化問題 は.つ

ぎの動学的最適化 問題 になる.

… 鯛/・Tπ 陶 一・(・))ds

5・オ・π=P∫(9(ん)」 乙,」配)一 一〇

(8.1)

(8.2)

 0ニ(ω[(1+・+6)ん+((1+6)(B一 ・)÷δ)ん「+(1+6)ρ 、+ρ2+Ti。

   +αRωRγ)L+(ア ・+T一)31

   -aRPB(tf RO(・)・deth(a-tad・)一畷 昭F)一 一iRRF+A(dL/dt)÷FC(8.3)

1た と え ば
,Nicke11(1978), Rothchild(1971)参 照.
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   dRF

   閣万=((αR一 δv)ωRγ 一(awP+aBpB)ω ん*)L

      一 α月呪E(・)・deth(s-t)dS)一WRV(1+β)R  (8.4)

   dL

   dt M_byL-R           (8.5)

  労 働 時間 んの決定 に関 して は,時 点 間の最適 化 とは独立 に雇用量L,生 産の 需要 関数

を与 え られ た もの と して短期 的に解 がえ らえ る.最 適化 のた めのハ ミル トニ ア ンは,次

の式 で与 え られ る.

   Ht = [Pf(9(h)L,K)

     一 (w[(1十E十b)h十((1十b)(B-E)十b)h*]

     十  (1十6)ρ1十 ρ2十7b十 αRωRγ)五 一(ア1十 ア2)M

     + taRPB(RO(・)・蜘t)d,・)糠(醐 耀 臼 丶(躯 κ

     十  ｵ(M-byL-R)

     +λ([(aR一 δのwRV一(α ωP+αBPβ)ω ん皐】五

     一 taRPB(RO(・)・deth(s-t)dS)一u一'RV(1+β)R)]ゆ(_1(S)ds)(8・6)

 RFに つ い て,

   dλ

   dt-T(t)λ+tR+◎(一RF)=0        (8・7)

   ◎(一RF) = 0 1f RF>O

          l ifRF<0

 .Mに つ いて,

  μ十A'(M'一 δv」乙一R)一(ア1十 ア2)=0                    .  (8.8)

 Rに つ いて,

           rtaRPB(J RO(・)・一)d・)一 細 一δγ圃

  一μ一{ rtaRPB'(J RO(・)・ (S-c)ds)+蝋1+β)}λ=・  (8・9)
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Lに つ いて,

       1.ax

    p(1+万)ai

  一 (w[(1十E十b)ん 十((1十b)(β 一 ε)十b)h*】

  +(1十b)ρ ・+ρ2+T・+αRωRγ)

  一 6vA'(M一 δv・五 一R)

+{(aR-6γ)ωRγ 一(α ωP+・BPB岡 λ 一(δ γ+r)μ+dｵa
t

  +(P(・+1)fL9'(h)L-w(1+E+b)一 αR誓 ・五)ahaL

+((dR-Sy)黔L一 ωRγ(・+β)R)λ 芻

    O

Rの 決定 は(8.8)式 を(8.9)式 に代入 して,

tf
 RO(・)・酬 吻 ・=P8-1[丗 調 劉

λの決定は,(8.7)式 を積分 して得 られる.

λ=一![ビ 月+・(一RF)]・zp(一/・(・)d・)伽

(8.10)

(8.11)

(8.12)

 R.Fは,(8.5)式 を積 分 して得 られ る.五 は,(8.2)式 を積分 して 得 られ る.111の 決定 は,

μが 決 まれ ば(8.8)式 か ら計算 され る.も し,労 働時 間が短 期 限界 収入5_IIRh=短 期 限

界 費用5}fqで 決 ま って いる場 合 には.(8.10)式 の左辺 第6項 は,包 絡線 定 理 に よ って消

え る.し たが って,

dt

   +P(1+1)ofaL

   一 (w[(1十E十b)ん 十((1十b)(B-E)十b)ん 「

   +(1十b)ρ ・+ρ2+7。+αRω 月γ)

   十  ((αR一 δv)ω月γ一(αωP十 αBP1ヲ)ωん串)λ

   +((aR-by)響L-Rγ(1+β)R)λ 斃

   一 δvA'(ハ4'一SyL-R)

     0

とな る.こ こで 決 ま ったμか ら,Mが 決 まる.

(8.13)
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ルf=6γ 五 十R十A'一1(7・1十 ア2一 μ) (8.14)

  ここで,(8.13)式 は,労 働投入を増や した場合の限界収入か ら,賃 金 ・諸手 当て,退 職

給与引当金の増加 コス ト,自 発的退職者の調整費用,年 金支払いの増加 コス ト,お よび退

職金の増加 コス トを引いたものの現在価値が,労 働投入の シャ ドープライスμになること

を示 している.そ して,(8.14)式 よ り労働投入のシャッ ドープライスが新規雇用の訓練費

用を上回 った場合 には,新 規雇用を離職 ・退職を上回 って増やす ことにな る.

  もし調整コス トAが 存在 しない場合には,労 働投入のシャッドープライスμは新規雇用
の訓練費用T1+T2に 一致する.こ の場合には, Mが 決ま らな くなる.し たが って労働需

要Lを 満たすために,瞬 間的に雇用を増やすことにな る.こ の状況は普通お こなわれて

い る採用慣行 とはかな り異 なった含意をもっている.す なわち,わ が国の場合,常 用雇

用者 の採用 に関 しては,瞬 間的で4月 採用が一般的であること.お よび非常用雇用の人

の採用はいつで もおこなわれていることである.

 常用雇用の方が雇用調整の費用がかかるというのが一般的な認識である.し か し,こ

こでの理論的帰結は雇用調整 コス ト関数で常用雇用の採用行動 を説 明す るには無理があ

ることを示 しているように思われる.も しも雇用調整 コス ト関数をわざわざ用いるな ら

ば,よ くいわれているような凹型の費用逓増的な関数形よ りも凸型の費用逓減的な関数

形の方が説得的であるか らである.一 般的な感覚として常用雇用には調整 コス トがかか

るとい うのは,こ こで明示的に扱 ったような退職金,年 金,訓 練費用等のオーバ ーヘ ッ

ド・コス トを示す ことがほとん どである.

 これは,調 整関数の ような形で数学的に表されるもの とは別の ものではなかろ うか.

そ して,こ こで詳細に調べ たようにオーバーヘ ッド・コス トは費用逓増的ではな くむ し

ろ比 例的な コス トである.し たが って,雇 用量の決定にオーバーヘ ッ ド・コス トの他 に

調整 コス ト関数が必要であるか どうかは疑問であるといえる.

 雇用 の採用計画 も企業の生産計画,あ るいはより長期の意思決定 としては投資計画

と切 り離 して考 えることはできない.こ の ことは,経 済学で も雇用は誘発需要(derived

demand)で あると言われてきたことか らも明 らかである.雇 用の決定 もそれだけの独立

した ものであるよりは,生 産 に必要 な雇用量の決定,あ るいは生産 に必要な資本設備 と

ペアにな って必要 な雇用量の決定,と して定式化 した方が より素直な理論設定 にな るも

の と思われる.そ こで,最 後に投資計画 と雇用の決定の関連性を検討す ることにす る.

8.2 雇用量 と投資の調整図式

 投資 の理論はHaavelmo(1960)が 指摘 して以来,ネ ット・キ ャッシュフローの最大化

に基づ く理論枠組みが検討 されてきた.そ の最大の論点は,convexな 調整 コス ト関数を

考えない限 り,各 時点での投資量 は決まらずある一定期間内に必要量を亠挙 に投資す る行

動,い わばコーナー解が最適になる.近 年の投資理論を2分 す るアプローチに,新 古典派



8.2.雇 用量 と投資の調整図式 93

の投資理論 とTobinのq理 論がある.し か し,い ずれのアプローチで もconvexな 調整

コス ト関数 に相当する仮定を同 じように前提 している.

 新古典派の投資理論と呼ばれている分析では,投資量を導 く際にオイラーの方程式を

線型近似 して部分調整関数,あ るいはflexible accelerator modelと よばれ る関数を用 い

ている2.こ れに対 して,Tobinのq理 論では投資量を シャ ド・一・プライスの関数 として

決定す る3.い ずれのアプローチにしても理論設定は全 く同じで,最 後の投資量を導 く場

合に数量変数で近似するか[新 古典派1,価 格指標を用 いるか[Tobinの 平均q]の 違いに

過ぎない.

  ここでは,投 資決定のフレーム ・ワークについて数学的には動的計画法を ごく簡単に
扱うことにして,よ り詳細 な検討はのちの議論 に付することに したい.

 企業の生産の計画期間を 丁期間としょう.こ のとき,こ の0期 か ら丁期間にわた って

企業のネ ッ ト・キ ャッシュフローを最大化す る行動を考える.こ の ときの最大化問題 は,

つぎの動学的最適化問題 になる.変 数の定義は前節 と同 じであるが,労 務 コス トについ

ては簡略化 してある.投 資1,と 投資財価格PI ,資 本の減価償却..bお よび調整 コス ト

Φ(1,M)を 新たに導入 した.調 整 コス トについてはのちに述べ る.

… 脚)/1π(・)卿(・))d・
(8.15)

5・オ・C = (ω(1十 ∈)ん十 ρ 十 αRωRV)L十 アユM'

     αR叫 丑(5)・一)d・)一 瀚(・,RF)一 曜+P・ Φ(岡8.16)

dRF

噸 「-=[(dR-6v)w'RV一 αPω ん掌i L

     一・月tPB(RO(・)・ 蜘)d・)一 ωRγ(1+β)R

dL

dt=M-6γL-R

dh':=
一=1-SK

dt

 π=Pノ(g(h)L,K)一 〇

2た とえ ば
,サ ー ベ イ論文 と してJorgenson(1971)

3た とえ ば
,Yoshiacawa(1980)な ど

(8.17)

(s.is)

(8.19)

(8.20)
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 最適化のためのハ ミル トニアンは,次 の式で与え られる.

 Ht= [pf'(9(h)L,K)

   一(ω(1+・)ん+ρ+aRwRV)L一 アM+ taRPB(RO(・)・蜘)ds)

   十 mぬ(0,RF)十 乞R丑F-PIΦ(1, M)

   +λ([(αR-6γ)ARV一 一apwh*]L

   - taRPB(RO(・)・deth(s-t)ds)一蝋1+β)R)

   +μ(M-6γL-R)+レ(・ 一SK)]・ ¢P(一/・(・)ds)

これ より,最 適化の必要条件を求めると次の一連の式をうる.

 da

 dt-r(t)λ+iR+0(一RF)=0

(8.21)

(8.22)

   dｵdt一(r(t)+sの μ+P(1+1/η)ofaL

     一@(1+E)ん ÷ρ+α 月ωRV)

     十 ((｢R 6の ωRγ 一aPwh')λ

     +{(・R一 δの讐 五湘1+β)R}λ 黔
     =  0                                                     (8.23)

   dvat(r(t)+bti)v+P(1+綴=・       (8.24)

  黌 僧=号            (8.25)

   箜1碧=孟          (8.26)

   tRO(・)・deth(s-t)ds-PB'一・(讐嚮1鯉)     (8.27)

  ここでは,3つ の変数1,M, Rと それに随伴 してい るシャ ドープライス変数v,μ,

λが決定され る.v,μ,λ の時間的経路を決めるには,資 本ス トックh',雇 用量L,退 職

給与積立金RFの 初期値 と終末値が決め られていなければな らない.投 資1,採 用M,離
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職 ・退職Rの 値は,〃,μ,λ の値,お よび訓練費用T,投 資財価格PI,退 職金wRV(1+β)

,退 職給与引当金の限度比 aRに よって決め られる.

 この定式化では調整 コス トΦ(1,M)は,投 資財価格ptで 評価 している.そ して新規設

備投資1と 採用数Mが 分離可能な コス トではないことを考えている.こ の コス トのなか

には,投 資財の購入PIIも 含まれている.採 用者 についての訓練 コス トTMは 別に分離 し

てあるので(8.25)式 の分子 にアが明示 されている.訓 練 コス トもセ ッ トで調整コス トのな

かにいれて計算すれば(8.25)式 と(8.26)式 の右辺の差は分子μとvに なる.さ らに調整 コ

ス トが1とMで 分離可能な らば採用 は(8・25)式 とμの値のみできま り,投 資は(8 .26)式

とvの 値のみできまる.

 ここでの調整 コス トの定式化 は,技 術的な制約関係を示す ものとして考えることがで

きる.新 規投資が必ず採用を伴 うものである場合を含むことができるか らである.こ れ

を明示的に表せ ば,

  Φ(1,ELI)=1(.tii)                        (8.28)

  となる・この とき(8.26)式 は不要で,(8.25)式 は次の形になる.

  pll'(∠生f)=μ+ア1'(M)一 τ           (8.29)

  M=广1[髭 司            (8.30)

 新 しく投下 され る投資財が新規採用者 より逓増的に増加すれば。(8.28)式 は凸関数 に

なるので充分条件を満たす ことになる.(8.30)式 は[労 働投入 五の限界収入マイナス限

界費用】の現在価値μと採用者の訓練コス トァの差 と,投 資財価格PIと[資 本h'の 限界収入1

の現在価値vの 差によって採用者数が決まることを示 している.μ とvが 大きければ,採 用

者数 と新規投資は大 き く,訓 練費用アと投資財価格P1が 高ければ採用 と新規投資は小 さい

ものにな る.

  ここでの雇用調整量dL/dtは,(8.18)式 の定義式に(8.30)式 か ら採 用者数,(8.27)式
か ら離職者数を代入 して得 られる.Lは,期 首の値を代入す ることになる.(8.30)式 は

採用者関数でもあ り,投 資量 と一対一対応 している.採 用者数 と投資量の関係を示すのは

(8・28)式であ りこの式を計測 しておけば,(8.30)式 か ら得 られた採用者数と投資量を結び

つけることができる.

 ただ し,具 体 的な計測になるとここでの定式化をみればわかるように,μ,v,λ とい っ
た・シャ ドー ・プライス変数を計測する困難がともなっている.(8.22),(8.23),(8.24)式 を

といて決める手続きを開発 しなければならないだろう.そ れには,生 産関数の型 と仕事効

率関数の型,そ れ に企業が想定 している需要関数の情報が必要である.も ちろん,労 務 コ

ス トと同 じよ うに,資 本コス トについて も税制な どの制度を考えなければな らない.そ

れにともな って,資 金調達の制約 もモデルにとりこむ必要 も生 じるだろ う.そ のような

理論的な発展以外 に も,よ り基本的な問題 としてここで想定 したような1種 類の労働と



96 CHAPT..ER 8.雇 用行 動 にか んす るは じめの 分析

資本 との関係ではな く,あ る投資財 とペアで考え られ る仕事や労働の種類があるだろ う

し,労 働投入 だけで考 え られ る仕事の種類 もある.そ して,そ れ らの仕事を 自社内で行

うのか,そ れと も外注す るのか,あ るいは自社雇用で賄 うのか人材派遣で調達す るのか,

資本設備 も リースで行 うのか購入 して しまうのかとい った企業行動の多様性に答えるこ

とのできるモデルのフ レームワークづ くりがなによりもまず必要であると思われ る.

8.3 お わ り に

  ここでの分析のね らいは,労 働時間,雇 用量,投 資の決定メカニズムを再検討す るこ

とにあった.そ の出発点 として労働時間に関 しては,Jevons以 来の伝統 である労働の疲

労,限 界効率を明示的に生産関数のなかにとりこんで,労 働時間 と雇用の決定を扱 った.

ここでは吉岡(1990)の 試みをより詳細に検討 している.そ して,労 務 コス トの構成につ

いて詳細に分析 し労働時間の決定 に重要なオーバ ーヘ ッ ド・コス トの比率 を割 り出 して

いる.す なわち,φ 関数 と名付けた人数 と時間調整の相対費用の比率を表す関数の形が,

オーバ ーヘ ッ ド・コス ト,支 払い労働時間,割 増賃金率で決まるか らである.さ らに雇用

調整の コス トとして,募 集費,訓 練 コス ト,退 職金等を割 り出す作業 も行 って,厳 密 に

労務 コス トを定式化 している.つ ぎに,労 働時間に関する制度面の槹組 みとして,法 的

規制,休 日日数や有給休暇の取得率等を明示的に分析対象にできるような定式化を行 っ

ている.

 その結果,定 量的にはご関数の形は労働時間の決定 に重要 な役割を果たすが,定 性的

な分析ではさまざまなケースで支払い労働時間の短縮は実労働時間をかえ って引き伸ば

す効果 をもっていることが明 らかにな った.所 定内労働時間の短縮は,休 日の増加 によっ

て短縮が進んでい る.し か し,時 間外労働および有給休暇の取得率は近年低下傾向にあ

り,実 労働時間の短縮が進んでいない.っ まり休 日が増えた分,有 給休暇の取得が減少 し

ているのである.景 気上昇局面では,労 働供給者の選択が労働市場に反映 されて,週 休

2日 制を労働条件 に募集 していることが ミクロの観察 として得 られている.し か し,結

局 は労働需要側の条件 に左右され有給休暇の取得が減るな どして,思 うように労働時間

の短縮が進んでいない.

 さ らに,雇 用需要については,雇 用調整の費用を明示的にあつか って も具体的な雇用

需要を説明す ることに成功 しているとはいえない.そ れは一般 に雇用調整費用のかか る

と考え られている基幹労働者の採用はむ しろ一定期間に瞬時に採用 し,パ ー ト・アルバ

イ トなどの調整 コス トの比較的少ない労働者については継続的にいつで も採用を行 って

いる.こ れ は従来想定 されている凸型の調整 コス ト関数の妥当性に疑問を投げかける問

題である.

 基幹労働者 の採用は,投 資計画等の比較的長期の生産計画とペアで考え られることが

多い.こ のことを考慮 して,従 来までの調整 コス ト関数を設備投資 と新規採用者の技術

的な関係式 に置き換えて分析を行 った.そ の結果,調 整 コス ト関数の設定に関する任意
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性は回避できる.し か し,シ ャ ドー ・プライスの推定方法について はよ り具体的な理論

展開が必要である.
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       Part III

観測事実と理論にかんする方法的課題



Chapter 9

生産変動と労働時間の動 き:不確実性

の形式的導入

9.1 は じめ に

  第3章 で推定 した労働時間効率関数が依 ってたつ費用極小化の もとでは,生 産量の変

動 と労働時間の変動 は無関係になる.そ こで,第6章 では企業行動の仮定 を変更す るこ

とによって4種 類のモデルを検討 している.そ の結果,雇 用人員 に関 して労働時間 と同

時的に企業が調整可能であるような条件の もとでは,生 産量 と労働時間は連動 しないこ

とがわかる.そ れは,労 儲時間効率関数の存在によって,雇 用 と時間調整の相対価格だ

けが労働時間を決定す るか らである.単 純化 していえば,最 大効率の点でまず労働時間

が決定 されて,し か る後 に雇用量が生産量によって決定される,と い う図式をとること

になる.

  これは,労 働時間にかん して規模の経済性が働 く領域ではまず それを生かす という,

労働時間効率関数の特微 によるものである.雇 用に調整の コス トがかかる場合で も,雇

用調整の人数 に比例す るような線形の調整コス トを考えただけでは,こ の特徴 による結

論を変えることにはな らない.し たが って,非 線形の雇用調整 コス ト関数をモデルにあ

らたに導入 しなければ,生 産量 と労働時間の連動関係は導 くことができない.

 では,労 働時間の変動が,し ば しば生産量の変動 に相関 しているという主張が行われ

るが,そ れが どれほど確かであるかであるとい うと,残 念なが ら年ベ ースのデータか ら

は明かではない1・ しか し,月 次ベースのデータか らは季節変動による生産調整 と労働時

間がある程度相 関 しているようにいわれている.そ のために,残 業 を週単位で規定す る

 1第3章 で推定した9(h)関 数のパラメターをもちいて時系列的に一人あたりの労働コストに相当する部
分を逆算 しても,変 動が大きくまた景気循環のなみに相関しているような特徴はまったく見られなかった.
これは,雇 用調整コス トの割り出しに必要になる労働時間統計(特 にパー トの労働時間について)や ,労 働
コストの算定に用いたr賃 金労勲時間等制度総合調査」が毎年行われていないなどのデータの精度に問題が

あるようにも思われる.
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のではな く,最 大3ヶ 月単位で調整できる変形労働時間制が労働基準法改訂の際に導入 さ

れた.こ れは,週 単位で決め られた法定労働時間の短縮が,企 業 コス トを圧迫す るとの

行政の判断によるものである.

 少な くとも雇用人員の調整 には,線 形にはコス トがかか ることは否定できない.そ れ

は退職金や採用 ・募集費用などか らも明かである.し か し,非 線形の調整 コス トは,第7

章で制度的に検討 し,ま た第8章 で批判的にレビュー したよ うに直接計測不可能 な要因

を考えなければ,モ デルのなか に持 ち込むことができない.

 ここでは,そ の問題が生産物変動が不確実である場合で も,基 本的には残 って しまう

ことを教訓的に示す は じめに,企 業(あ るいは事業所)の 生産計画 プロジェク トにとも

な う計画の中止あ るいは予想通 りの履行 に関する予備的公式を導いて,そ の後に生産計

画行動 を論 じることにす る.

9.2 予備的公式の導出

用語の注意

 ここでは,生 産計画(プ ロジェク ト)を たて,そ してそれを遂行 してい く主体 を事業

所 と考える.事 業所 には,生 産計画(プ ロジェク ト)に応 じた生産設備があるもの とす る.

ひとつの事業所 にい くつ もの生産計画(プ ロジェク ト)あ るが,簡 単のため ここではその

うちひとつの生産計画を考えている ものとす る.

 生産計画 とは,一 定の期間にわた って,各 時点で与え られた生産量を生産す る計画の

ことを指す.こ の生産計画 は,予 期せぬ理 由に依 って途中で中止す ることもある.そ の

決定は事業所が行 うもの とする.

生産計画の中止 と遂行

 事業所が生産計画 をたてた場合,予 想 した生産計画期間Tを 終了する場合 と,予 期せ

ぬ外的環壌の変化 によって生産をス トップする場合がある.こ の生産計画を止 める期 日

をアとして与え,確 率変数 とす る.い まある生産プロジェク トを考え,こ れが第0期 か ら

生産 をは じめ ると し,各 期の生産に費用0(t)が かかるとす る.こ のとき,生 産プ ロジェ

ク ト全期間にかか る事業所の費用は,時 間割引率 を無視す ると次式であたえ られ る.

  T・(T)T・(Xt,t)dt          (9.1)

 こ こで ー1tは, tの 生産量 で この プ ロジェク トを遂行す る事業 所 に と っては,外 生 変 数

で あ る.の ちにXtは, Brawnian motion Btか ら生 じる確 率過 程で あ り,0(Xt,t)はtの

定義 区 間[o,TJで 連 続 関数 とす る,が こ こでは さ しあ た りXtに 関 しては,任 意 の見 本 関

数が 一 本 あた え られて い る もの と考 えてお く.

 さ らに一 般 的に,0(Xt,t)は 可積分で ある とす る.た だ し,可 積分 の必 要十 分条件 は,

(1)C(_xt,t)が 可測 関数 で あ り,(2)絶 対 収束す るこ とで あ る2.

 2可測関数とは,Euclid空 間では階段関数で近似できる関数であること,絶 対収束とは,



9.2.予 備 的公 式 の導 出 103

 事業所は,計 画期間の長 さに関 してその分布は既知であるが,そ のほかは不確実であ

るとす る.こ のとき,(9.1)式 の期待値は,Tの 分布をφ(T)と す ると,以 下のように展開

できる.

瓦[∬ ・(嗣dt]=∬ ∬ ・(x・,オ)dオφ(・)d・ (9.2)

ここで,積 分順序を変更すると.

一 ∬ ∬ ・(Xt,t)φ(・)融

=∬ ・(Xt,t)TQ
t(・)磁

  TO

=∬ ・剛1一 Φ(t)}4オ (9.3)

 た だ し,Φ(t)は,φ(t)の 原始 関数 で ある.こ こで,も しT=○ ○の場 合 と して,Φ(t)

がWeibull分 布1-e-atで あ る とす る例 を考 えてみ よ う.あ る事 象がPoissionプ ロセ ス

に したが う場合,時 刻tま で に一 回の事 象が 生 じる確 率 は,P[S(u.:)≦ 司=1一 ビ λ亡, t≧0

で あ る3.確 率密 度 は,φ(の=λ ε一aeとな る.こ の場 合,(9.3)式 は,つ ぎの よ うにな る.

i..・(x・,オ幽 (9.4)

 ち ょうど時間割引率λで将来 コス トの割引現在価値を計算 した場合 と同様 になる.

 ここで,コ メン トを しておかなければな らないのは,φ は,0(X亡,t)の 値で変化 しな

い ことを前提に していることである.0(Xt,t)の 値で,分 布の形が変化す るような場合

については,ま だ検討 されていない.

 以上 によって この章の分析では,生 産計画の中止の問題を分布Φを導入するか,あ る

いは例のように時間割引率 を修正す ることによって単純化 して考えることにす る.

  !1q4k+・ ・

で あ る.一 一般 に これ をLp(R), t∈Rと 書 く.

ま た,z∈Xで,

/げ(x)険 く+・・

な る,f(x)で ボ レル 可 測 な も の 全 体 を, P≧1と して, LP(X,β,μ)で 表 す.
3J . L. Doob[1953】, Stochastic Processes, p.403 ,参 照.
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9.3 不 確 実 性 の も と で の 最 適 化 行 動 の 定 式 化:一 般 の場 合

 まず,は じめに費用関数が与えられたもとでの,不 確実性下の最適化行動を定式化ナ
る.事 業所 の生産計画 は,第0期 に作成 され,そ の際 に生産 量の変動 が不確実で あ る.し か

し,生 産量Xtの 変動パ ター ンは,時 点オでのinstantaneous成 長 率が α(t),instantaneous

分散 がb(t)2の 確 率微 分 方程 式(9.5)に したが うもの とす る .こ こで,α ∈L1[0,Tjで あ り,
b(t)∈L2[0,T]で ある.

  dXtXt=α(t)dt+b(t)dBt      (9.5)

  T・ イ ・(ht,dhtdt,X・,t)dt     (9.6)

 TOを ラグランジア ンとして,期 待コス トE[TC]を 最小化する行動は,つ ぎのように
して定式化され る.TCの 変分STCを とり,

            T

E[TC+STC]=E l dtC(h+Sh ,d(ht一一+bht),Xt,t)dt
o  dt

第2変 分を省略す ると,

E[δTq=E蘇6ん+毒 牆

第2項 を部分積分する.

    T=Edt8CbhahO +E l義 δんぼ一∠Td駅 燕)bh

6ん(0)=・6ん(T)==0よ り,

=E∬dオ 髪6ん 一E∬dオ 磊(aca

(dt})Sh=・

Elac_aah a
c{aca(dt一}=・

第2項 の全微分は,確 率微分の意味での微分である.

したが って,Itoの 公式によ って,

d{ac
∂(釜)}=護 撫dん+毒4(dhat)

       +耀 伽6(t)・(4β)2+諮 翫δ(オ)dB

(9.7)

(9.s}

(9.9)

(9.10)

(9.11)

(9.12)
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 となる.し たが って,dtの 極限移行の順序をかえ られ ると した上な らば, dBの 項は

期待値がゼロであるか ら,

咽 漏}=

糒 儲+繕 裳+蔽(t)+羈 コ6(t12]一・(9.13)

 とな る.

9.4 不 確実 性 の もとで の最適 化 行動:Douglas生 産 関 数 の 場合

 以上の公式の応用例 として,こ れまで取 り上げてきた労働時間効率関数 と,労 働コス

トそれにDouglas型 の生産関数の場合について検討す ることに しよ う.

 そこで,費 用の定義式と生産関数をつぎのように決める.

  ・={w(1+E)ん … ゲ+ρ1+ρ ・(dln1Vdt一一)}N   (9.14)

  Xt=A(9(ht)Nt)α            (9.15)

  誑nX・=α φ』nん+adln1V           (9.16)

 0は,次 の式で定義される.

φ一筝        (9.17)

 さ らに,ξ をつ ぎの式で定義する.

  ξ(tl)一 φ(んア=192(49+ん9〆 一ん9虍)

 Euler方 程式の各項の評価は,つ ぎの2式 になる.

ac

ah=w(1+E)N一{ρ2翻N

      +{w(1+E)h-wEh'+ρ ・+P・(撃)}(チ)N (9・・8)

磊幡)=一 ρ灸ξ釜N-dt dt}  (9.19)
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 {・}の部分は,後 に期待値をとる際に定義するが,d21nNdt2の評価の部 分であ る.

 以上 をまとめて,(9.13)式 に相当するものを計算すると,つ ぎの式にな る.

   E[w(1+E)ん 一{w(1+E)ん 一・ωゲ+ρ ・}φ+ん(Pay-P・)ξ(ん)dlnhdt

              +(ρノーρ2)φ(ん)dinNdt+ρ啼}]=・ (9.20)

  ここで,珂 豊 王1の部分は,つ ぎの ように展開できる.

   dEdt[{・}1譱 一んξ(h)dlnhdt)2一 φ(h)d21nhat2__   (9.2・)

  静学解の場合 と比較のために,φ を右辺 にまとめた形で表す と,つ ぎの ようになる.

   ω呈論 話ρll調黎 欝=φ(ん)   (9.22)

  ここで,分 母のRは,つ ぎの式である.

R=一(P2-P2){1-a
a(t)一 φ響}+11P2{ん ξ(ん)(dlnhdt)2+φ 斜 ρ砦(9.23)

  この とき,P2>0で あ り,ρ2(0)=0と い う条件 に注意す ると,定 常状態で は,

dlnh/砒=0と なるため,こ の条件の近 傍ではっ ぎのよ うな結論 がま とあ られ るで あ

ろう.

1.成 長の低下da/dtが 大 きいほど,固 定費の増加 と同 じ効果を持つ.

2.生 産量の変動の分散b(t)は,効 果を もたない.

3.加 速的なhの 調整d2 h/dt 2>0は,固 定費の増加 と同 じ効果を もつ.

4a.雇 用の減少 フェーズρ2'<0で は,生 産の増加は労働時間の増加になる.

4b.雇 用の減少 フェーズρ2'〈0で は,生 産の減少は労働時間の短縮になる.こ の場合

  時間短縮は分子の第2項 と分母第4項 の{}内 の2番 目の項 の効果で相殺 される.

5a.雇 用の増加 フェー一ズρ2'>0で は,生 産の増加は労働時間の短縮 になる可能性がある.

  ρ2一ρ2'の符号 による.

5b.雇 用の増加 フェーズρ2'>0で は,生 産の減少は労働 時間の増加になる可能性が あ

  る.ρ2一 ρ2'の符号による.
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9.5 お わ りに

 ここでの結論 は,基 本的に生産物の不確実性を導入 しても,大 きな変更はない.こ の

理由は,生 産関数 に労働投入量が9(h)Lの 形で代入 されることよる.

 すなわち,

  dlnN-adLnf-1(X)一 φ(ん)dlnh        (9.24)

  とい う形になるためであ る.つ まり,dlnhの 係数 に確率変数が入 って いな いため,

Eider方 程式にはzの 偏微分がゼロになる.

 さらに,二 階の微分がでる可能性のある,d21nNの 項の効果は, Xに 導入 され る確率

変数の特徴 に依存す る.こ こでは,Brownian motionを 仮定 したため, dXがdtと, dB

に依存す るような形 に している.そ のためよ り高次の差分に関 しては無視 しているため

である.

 このように,ど の ように拡張 して もいわゆる動学的調整 モデルには限界があることが
わかる.こ れ以上,詳 細な定式化をするには,コ ン トロール されたデータに基づ く観測

が足 りないことがあげあれる.

 事業所に しろ,企 業 にしろ主体行動原理に動学的最適化問題を適用す るという方法で

はな く,む しろ別の観点か ら動学化す ることが望ましい.す なわち,ダ イナ ミックなデー

タ発生機構でなければ実現 しないような分布の情報を利用す ることである.こ れに関 し

ては,次 の章で鮭れることにしたい.
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Chapter 10

最適化問題 と属性パラメターの分布

10.1 は じめ に

  ここでは,ダ イナ ミックな現象を分析対象に した場合に,瞬 間的なデータだけか らど
の程度それを取 り扱 うことが可能かといった問題を考え る.と くに,前 の章でみたよう

に労働時間効率関数9(tl)が 労働時間だけの関数 として考え られていることに関 して再

検討す る.す なわ ち,一 般には雇用者の属性の変化,機 械装置の敷設状況などの資本ス

トックの種類 や状況によってはシフ トするもの と考え られ る.し か も,生 産 プロセスの

種類 によっては,ま った く9(ん)の 形状が ことなって くるもの と考え られ る1.こ の点に

関 しては,筆 者が以前に扱おうとした問題ではあるが,十 分ではなか ったところである2.

これ らのシフ ト要因を適当に分析するために,も う一度労衝時間効率 とはなにかを再検

討す る必要が あると考える.

 時系 列の推定結果か らもわかるように,9(tt)の パ ラメターは.全 産業の結果 ではか
な り安定は しているものの,そ の他の産業 中分類程度 では変動が大 きい.デ ータの精度

の問題が大 きい側面 も隠す ことができないが,設 備投資 とくに省力化投資などと呼ばれ

てい るものと,労 働時間効率に与える影響を調べ るためには,効 率関数の シフ トについ

て扱え るような理論設定が必要 である.

 そ こでまずは じめに,い わゆる時間平均 と集団平均の関係について簡単にまとめてみ

ることに した・ しかるの ちに,集 団平均における分布を扱 うことで ,ダ イナ ミックな現

象のあ らわれ を認識するという方法にしたが って生産プロセスのパ ラメターを再考す る

ことにす る・ ここでの考え方は,生 産プロセスがい くつか合成 されることによ って
,生

産関数が表現 され るとい うものである.

 1生産プロセスは,一 般には工場生産の場合に対 して用いられる用藷である.
類 とい いか え て も問 題 は ない.

 2早 見[1988a],[1988b]で 扱 お うと したが,完 成 は されて い なか った.

しか し,こ こでは仕事の種
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10.2 Ergordの 問 題

 Ergordic且yphothesisは,オ ース トリアの物理学者Ludwig Boltzmann[1866]に よっ

ては じめて考察された問題である.Boltzmannは, Clausiusの 熱力学第二法則に力学的根

拠を,す なわちエ ン トロピー・の概念 に力学的基礎を与えようと した.す なわち,Newton

的運動エネルギーの時間平均を温度 と定義 して,さ らに衝突によってお こるエネルギーの

変位の時間平均か ら,物 体に加え られた熱を定義 した.Clausiusの 定義か ら,エ ン トロ

ピーは加え られた熱に関 して物体の全領域を積分 した もの(空 間平均をとったもの)で あ

る.こ の ように して物体 に含 まれ る粒子のエネルギーの時間平均 とエ ン トロ ピーとの関

係をさ らに明確に打ち立てたのが,Boltzmannの 墓碑銘 にある公式SoklogWを 導いた

Boltzmann[1877]で ある.こ こで, Sは エン トロピー,鳶 はBoltzmann定 数Wは 粒子 の

運動エネルギー と個数に関する状態分布の並べ方の数(Komplexion)で ある. Boltamann

は,エ ン トロピーがさまざまな運動エネルギーを もった粒子の集合が と りうる最 も確か

らしい配位状態の対数に比例す るとして,確 率論的な基礎付 けを した3.し か しなが ら,

nya Prigogine[1984]が 示 しているように, Boltzmannの プログラムは完全 なものではな

か った.な ぜな ら,Boltzmannの 速度分布関数の時間的な発展 を示 したH(etha)定 理に

は,成 立 しない場合があるか らである4.そ して,熱 平衡ではない一般的な場合に関す る

統計力学の基礎であるH定 理 は,今 日で もまだ未解決の問題 として残 っている.

  この ように,Ergod仮 説はは じめは熱力学の力学的基礎を もた らすために意識された

問題ずあめた藻識 内オちた数学者たちによって訂 り変え られ

てい く.そ の最初の 「証明」は,von Neumannの 平均エルゴー ト定理 と, Birkhoffの 個

別ヱルゴー ト定理である.Birkhoffの 定理は,第 一に位相空間内の有 限体積V(不 変部分

空間)の なかの ほとん どすべての点Pで 時間平均が存在す る.第 二 にその値 は一定のエ

ネルギ ーに応 じた軌道上ではすべての点で同じ値を持つ.と いう二段階か らなる.こ の

長時間平均値

  ノ=無 ÷∬ ノ(Pt)dt

 が,位 相空間での平均値

   くノ〉=器孟∫躍

  Ω=μ

 3Boltz皿ann[1877】 参 照. S瞿klogWの 式 を書 き下 したの は, Max Plankで あ るが,の ち にJosiah

VVillard Gibbsが 行 った代表 点 の統 計集 団 の考 え 方 の基礎 も同時 に与 えて い る.

 4Prigogine[19841に は,各 粒子 に衝 突 を繰 り返 した後,時 間反転 した場 合 の 且 の動 き と して 示 され て い

る.Prigogineの 著 書 はHamiltonianの 利 用 と統計 集団理 論 の架橋 と もい うべ き現 象 に つい て注 意 深 く記述

して あ る.そ して,通 常 のHamiltonian formalizmで 解 くこ との で きる積 分可 能 な系 とErogodicな 系 との

間 に は,そ のいず れ で もない多 くの残 された領 域が あ る ことを示 してい る.相 互 作用 が複 雑 な形 で考 え られ

な けれ ば な らない 場合 には,ほ とん ど積分不 可 能で ある.
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  と等 しい ことを示すためには,つ ぎの条件が必要である.

  第三 にさきに選んだ有限体積V内 では,ほ とんどすべての軌道でおな じ長時間平均

値を もつ(測 度可遷性).

  これ らの証明については,A.1. Khinchin[1949]に ある.ま た, Khinchinは 測度可遷
性によらずに時間的相 関関数についての条件か らエルゴー ド性を導いている.

  これ らの証明をま った く無視 している物理学者 も多い.た とえば,L. D. Landau and

E.M.Lifshitzの 教科書 や, R.:Feynman[1972】 の教科書で もErgodic Hypothesisに 関す

る記述はない.そ れは体系を扱 う場合に,完 全な孤立系 として扱 うことができない以上 ,

統計的力学的扱いにな らざるをえない,と いう観点に立つ ものだか らである.つ まり,な

に も時間平均 と空間平均が一致することのみか ら統計力学的扱いが正当化 されるわけで

はない,と 考えているのである.

  しか も数学的に証明されているのは,測 度可遷性 とい ったような物理量 とは関係のな
い ところでなされているので,測 度がなにに対応す るのか物理 との関連を もたせなけれ

ば議論ができないのである.ま た,い ったい位相空間上の平均 とい って もどの程度の領域

について,実 用上積分すればよいのか明かではない.こ の点に関 しては,一 様エル ゴー

ド仮定(定 常確率過程)の 場合について今村[1976]に 条件が示されている.

 結局,統 計力学的にはエルゴー ト仮定は,「厳密に証明されてはいないが,十 分確実な

ものとして統計力学の基礎にお くことで満足する」(戸 田,久 保[1978})「 ある特別な場合

については厳密に証明され(Birkhoff),一 般の場合には多分成立す ると考えてエルゴー

ト仮説 として導入 され る」(今 村[1976Dと いうのが標準的な見方であろ う.

  このような標準 的な見方をす るよりは,Landau and Lifslutzの 考 え方の方が物理現

象の内容に関 して述べており,よ り説得的であるように思え る.こ のような物理 であれ

なんであれ観察対象に関す る認識の方法について,い ずれ言及 していきたいと考えてい

る・ しか し,こ こではAlfred North Whiteheadを 引用す るにとどめ ることに しよ う.

  「r意味付け」とは,諸 事物の関連性(relatedness)の ことであ る.意 味付 けが経験で
あるとい うことは,知 覚的認識が事物の関係性の感知以上の何物で もないことを断言す

るものである・したが って,事 物の関係認識に先だって事物の認識か ら出発す ることは論

外 である.い わゆる事物の特性なるものは,常 に未指定の他の事物 との関係性 として表

現 され得 るのである・そして,自 然の認識はもっぱら関係性に関わっているのである.5」

10・3 労 働 時 間 効 率 の 分 布 と 生 産 プ ロ セ ス

 労働時間効率に分布をあたえる要因には,生 産側の要因と投入側の要因の両面がある.
生産側の要 因によ って もた らされる労働時間効率の分布 は,同 じ生産プロセスで も資本

ス トックの種類が異なることによって,疲 労度合いが異なる場合 と,・生産プロセスが違

うことによる場合がある.投 入側の要因としては,労 働者の体力的な個人差が大 きいも

 5A. N. Whitehead[1919], pp.12-13.
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のとな る.お もに年齢によるものや,要 領の良さとい った個人属性 によるものがあるだ

ろう.

 ここでは,ま ず一つの生産プロセスを考え,資 本ス トックの違いによる効率の違い と

労働投入側の要因による違いか ら生 じる労働時間の効率 に分布が生まれ ると考える.そ

の両者の区別は,こ こでは言及 しない.

 あ る生産 プロセス内で,労 働投入 とそれに付随する労働 コス トを考慮 して,一 定の条

件を満たす効率の労働者を雇用す る.こ のとき労働時間効率に関 しては,9(ん)と その弾

力性であるφ(ん)について,労 働 コス トに関す る一階の条件を満たす労働時間について雇

用す る.

  min tvr(1+E)ん+p-Ewh*d9(a・,α ・)       (10.1)

 S.t.

  X一 而 π{ノ(孟9(ん)dB(α・,・・)),X・,…謝    (1α2)

 rは.労 働時間効率の分布パ ラメター α1,α2の値域である.

 この とき均衡条件 は,

       w(1+の 一 λ∫'9'(h)rO

 20(1+E)ん+p-Ewh'一 λノ'9(h)=0

よ り,

諏 踏 調 色,謙=b

  h

h+R=φ(ん)

こ こで,

R=P二Ewh=
   w(1+E)

で あ る.

んの偏 微分 を計 算 して お くことに渉 る.そ こで,

ψ=ん3+(R+al)ん2+alRん+R=。
        d2     d2     d2

とお くと,

(10.3)

(10.4)

(10.5)

(lo.s)
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  ψ(h)=3ん2+2(鴫)h+Rala2    (10.7)

   ∂ん  a2h2十alh十1

  aR=騨 一一函琢 丁『                 (10・8)

   ah   h2十Rh

  aal a2厂            (10・9)

   ∂h  alh2÷ α1、Rh十R

  砺=一 冖 』函》 一 『                (10・10)

 この(10.4)式 を解いて得られる労働時間が最適労働時間である.生 産プロセスに関
する意志決定主体である事業所は,h(α1,α2,R)の分布を考慮 して,雇 用人員を決定する

ことになる.

 その条件 と して ここで は,positiveな 利益 を あげて い る部 分 につ い てoperationを す

る もの とす る.

π=(P一

=i,...,mPf・i)ノ(/9(ん)d6(al,a2))

   。/(ω(1+・)ん+ρ 一 醐4θ(α1,α ・)≧ ・
(10.11)

 ここで.p{は 原材料の価格, Ctは原材料の投入係数である.こ の(10.11)式 は積分領
域を決定す るものである.

 ただ し,一 般的にはこの(10.11)式 は,積 分領域について明示的に解けるものではな

い.し か し,ノo,g(h),θ の関数型が与え られれば.数 値的には可能である.

 解析的に解 くためには,必 要以上の単純化が強いられる.こ の積分領域が,た とえば

Gと 定ま った とす る.こ の とき,こ のプロセスでの雇用量,T1'.は,

  N=fdBc(a・,a・)            (・・.12)

集計された労働時間hは,

ん=血 塑θ独 ・勉
      N

生産量Xは,

X一 ∫(19
G(ん)d8(α ・・α・))

(10.13)

(10.14)

 ここで積分 の平均値の定理か ら,9(ん)が 連続関数であれば,つ ぎのような値ろが存在

す る.
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9(h)fd8
c(α ・・α・)=ゐ9(ん)ae(α ・,α2)

(10.15)

これに雇用者 の定義Nを 代入す ると,

9(h)IV=J
c9(h)d9(α ・,α2)

(10.16)

 が成立す る.

 このよ うに適当にんを選ぷことができれば,生 産関数に9(jt)Nの 形で労働投入を代入

す る こ とがで き る.し たが って,

X=f(9(tt)1v) (10.17)

 と書 ける.し か し,こ のようなhは 観察された労働時間 んではない.む しろ,デ ータ

によ って観察された労働時間は,(10.13)式 の集計労働時間であろう.

 この ときには,つ ぎの式をみたす新たな関数型7(h)が 見つかればよい.

y(ん)fdB
c(α ・,α2)=ゐ9(ん)d8(α1,α ・)

7伽=ゐ9(ん)de(・1…)

(10.18)

(10.19)

 ,.f(IZ)は,積分領域Gを 動か したときに得 られる,ん の数列か らつ くることができる.

 いずれ に して も,ま ずはhが どのような解をもっているか,調 べなければな らない.

(10.6)式 を解 くことでhの 値が決まる.3次 方程式の解は,Cardanoの 公式によって求

め られ る.し か し,一 一般的には複雑すぎて実用的ではない.

ξニん+旦 ±磐 (10.20)

とお くと,(10.6)は つ ぎの式 に変換 で きる.

ξ3+3Pξ+q=0 (10.21)

こ こ で,

P=一'一 一 一 『 一

R'一Ra、/α2+(α 、/α2)2

     9

  2(1～ 十 α1/α2)3÷91～ α1/α2(」陀十 α1/α2)十27」2/α2q=一}一      

2i 一一 …『   }…

(10.22)

(10.23)
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こ こ で,q2十4Ps>0な ら ば,

  ξ = α1/3+β1/3

     ωα1/3+ω2β1/3

     w2a1/3+ω β1/3

      製 一1+v/3i
  w   =   e s  = 一一_一   =一一一一

          2

α,β=二 雌 手翌
        2

も し,q2+4Ps<0な らば,

(10.24)

(10.25)

(10.26)

ξ=:2srcos(θ/3)

   2srcos(θ 十2- 3)

   23r・ ・5(θ十4π 3)
    畑a  =  re

(10.27)

(10.28)

となる.

10.4 労 働 時 間 効 率 関 数 型 に か ん す る検 討

 いままでは,9(h)の 関数型にかん して,そ の弾力性が2次 式になるようなものを考
えてきた.し か し,そ のために3次 方程式を解かねばな らず 具体的に分布を導入 した

場合の結果が解析的に もとめ られない.そ のため,別 の関数型が考 え られないかどうか

を確かめることにす る.

 ここではLogistic型 の変形 したものが,理 論制約を満たすのでこれを検討 してみた.

Case l Logistic型 に んを か けて ,9(0)=0の 制約 をつ け た もの.

     h
9(ん)=耳 石珊

とな り,こ れか ら均衡条件を求めると,

 ん      んαeαん+ゐ
一 一一一二:1一 一 ～ 一_._

      1十eα ん+6ん十R
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ま た は,

αん2+Rah-Re一 ・ゐ噌う_R=o

とな る.

この場合 も,解 析的に解が もとめることができない.し か も,関 数型の制約か ら,

45度 線 に漸近す るような形になるため労働時間効率の低下を十分再現できない.し

たが って,こ のLogistic型 は採用することができない.

Case 2 Logistic型 で9(0)ニ0を 満 たす た めに,切 片の調 整 を した もの .

     1     1
9(ん)=耳 譁 再 「+eb

弾力性は,

hg'
=一 1+e-3一 ユ_

9  1+e騨 ・ムー・1-e・ ん

となる.こ れか らもわか るように,こ の形もやは り複雑で解析 的に解 くことはでき

ない,し たが って,こ こで検討 したようにLogistic型 で労働時間効率関数を導 くこ

とのメ リッ トはない ものと思われる.

10.5 他 の研 究 との相 違 点

 :Houthakker[1955-61や,佐 蟇和夫[1975]で は,集 計生産関数の議論として,生 産能力

分布を用いている.Houthakkerで は, production cellという生産の最小単位を考え,こ れ

がさまざま能率を もっていることか ら分布 しているとする.そ して,一 次同次のLeontief

タイプの生産関数を想定 し,利 潤がゼロ以上になる領域について積分す る方法をとって

いる.佐 藤和夫[1975]も,お な じ手法をもちている.す べて一次同次の生産関数を もち

いて,分 布の発生原因は異質の資本ス トックによる生産能力分布であるとしている.そ

のため労働に関 しては,同 質でかつ資本ス トックに比例 して雇用 され る場合のみをかん

がえている.問 題 はすべて資本ス トックの異質性をどう集計すれば産業(マ クロ)の 生産

関数が得 られるのか とい うことになっている.そ のため,雇 用人数 に関 してはは じめか

ら集計 の対象にはな ってお らず,π 人 という形で生産関数のなかに登場 して くる.つ ま

り,生 産量 に応 じて η人雇用する形になっている.労 働時間については,稼 働時間にか

んす る検討を しているが,そ の効率が分布す るような定式化は していない.し たが って,

生産量 に応 じて採用 される資本が決まると,雇 用人数が決まる形にな っている.稼 働時

間は,賃 金率あ るいは生産能力が変化 しなければ不変であ る.し か も,効 率の悪 い生産
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能力について働いてい る人ほど労働時間が短い とい う関係にな っている.こ のような結

果は説得的で はない.

 ここでは,分 布の発生原因を労働の異質性と生産プロセス(資本設備)の 異質性にわ
けて考えた.そ の理由は,雇 用人数 に関する労働需要の発生 と労働時間効率関数をよ り

基本 的な レベルで結び付ける必要性があったか らである.そ のため,は じめは一つの生

産プロセスを考え ることで,異 質な資本の分布を考慮す ることを避けている.

 その結果.労 働時間効率関数に分布を考えることの方が解析的にはより困難な作業に
なることがわか った.
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Chapter 11

労働時間効率関数の時系列推定結杲

11.1 は じめ に

 第3章 では,一 時点のデータだけによって労働時間効率を計測 した.そ れ は,労 働 コ

ス トのデータが毎年得 られるわけではない ことが,そ の主な理由である.こ こで行いた

い時系列的な労働時間効率関数の計測 には,し たが って,デ ータが存在 しない年次につ

いては,他 の情報などによ って補間 して推定 しなければな らない.そ のために,さ まざ

まな誤差が混入す ることになる.し か し,そ れを差 し引いて も労働時間効率 関数がかな

り安定的に計測で きれば,こ こで行 った計測の信頼性が増すことになる.

 そこで,こ こではまず第一に,労 働時間効率関数の推定に もちいたデータの加工方法

について簡単 に説明 してお く.さ らに,注 意として労働時間統計の統計間の食い違いに

ついて。第2章 で行 った ものを補完す るコメン トを記 してお く.

 第二 に,時 系列の推定結果をグラフで示す.そ の際に,労 働時間効率関数の推定の基

礎にな るデータ,す なわち常用雇用 とパ ー トの労働コス トのデータに関す るコス ト弾性

値 そ して関数の形 を示すパ ラメタ..._,さらには平均効率最大の点の軌跡を示す ことに

する.

 第三 に,そ の推定に関 して問題 として残 った点について考察す る.

11.2 デ ー タの加工 と労 働 時間統 計 につ いて

 データ加工にあたっては,大 きく分けて二つの制約がある.第 一は,パ ー トのデータ

に関す る利用可能性であ り,第 二 は,常 用雇用の労働 コス トのデータに関 してである.

 労働時間効率関数を計測す るためには,一 般的にいってより多 くの雇用就業形態に関

するデータがえ られることが望ま しい.労 働者の属性別にオーバーヘ ッ ド費用部分の異

なる労働者のデータが得 られれば,こ の推定に用い ることができる.し か し,実 際に手

にはいるものはパ ー トタイム労働と常用労働である.パ ー トタイムといわれている もの

119



120 CH PTE.RI1.労 働時間効率関数の時系列推定結果

は,第2章 で述べ たよ うに ここでは社会保障な どのコス トがかか らない労働者を指 して

いる.常 用雇用 にかん しては,社 会保障コス トや退職金な どを支払 うものを指す ことに

して いる.こ の二種類の雇用就業形態についてのデータを もちいて一つの労働 時間効率

関数が計測 され るわけである.今 後,よ り多 くの就業形態に応 じた労働 コス トと労働時

間のデータが得 られ ることが望 ましい.

  まず,パ ー トタイム労働者の賃金 労働時間のデータが第一の制約 になる.具 体的に

は・「賃金 センサス」のデータを用いなければな らないが,パ ー トタイムについて調査を

公表 している業種が少 ないことである.製 造業,卸 ・小売業 ,金 融業,サ ー ビス業の四

業種と調査産業計である.こ れ らの産業に関 しても,労 働時間の有効数字が1988年 まで

は一 日あた りの所定内が1桁,出 勤 日数が2桁 で しかない.そ れ以降につ いて も1桁 精

度が増 しただけである.し か も残業時間のデータはない.賃 金率 につ いて も,時 間当た

りの円表示である.し たが って,一 日あた りの所定 内労働時間が一時間変 わると,月 間

で出勤 日数分の労働時間が変化 して しま うことになる.こ の誤差の存在が結果 を左右す

ることは現状で は避け られない問題である.

 第二の制約が,r賃 金労働時間制度等総合調査」の調査 されていない年度についての情

報が得 られない ことである.こ の点をr賃 金セ ンサス」で一部補お うとしたが,「賃金セ

ンサ ス」の所定内賃金 と現金給与総額の比率 とr賃 金労働時間制度等総合調査」の比率

が異なるために,変 動が大き くでて しまいうま くいかなか った.し たが って,基 本的に

はr賃 金労働時間制度等総合調査」のなかで構成比率を線形補間 してデータを作成 して

いる.

 この方法で,い ったん現金給与総額との比率でデータを表示 している.さ らにr賃 金

セ ンサス」の現金給与総額 に 「賃金労働時間制度等総合調査」でえた比率をかけて,労

働 コス トを推定 している.

 このため,労 働 コス トのデータには補間の誤差が多 く含まれている点に注意する必要

がある.と くに,1970年 代前半の コス トデータには注意が必要である.

 この他,労 働時間にかん して,有 給休暇の取得 日数データが1980年 以前が得 られな

い.そ こで,そ れ以前は1980年 の値をそのまま利用 している.こ の点 も,そ れほど大き

くないけれ ども月 間で2時 間程度の誤差を生むことになるだろう.

11.3 労 働 時 間 の統 計 間の違 いに つい ての コメ ン ト

第三に労働時間の統計間違いに関す るコメン トをここで述べておこう.

r毎月勤労統計』 とr賃 金センサ ス」:1990年 r毎月勤労統計」とr賃 金センサス」で

  は,対 象 となる労働者の定義が異 なる.

  常用労働者 と一般労働者の違 いのため同じ月の実労働時間を調べていても,定 義的

  にはr賃 金セ ンサス」の方が長 くなる.
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______.__jl…11.1: .労:働 時 .聞統 計:の 些 較1990年6月

._. 一__⊥ _一 一r嫐 」 『『一]二 墮鎌 汗 ズー
_.堂 璽壁矍遨⊥ヰ9堕一人歩当丁3唖 ξ匡巫 延引 生鱧 似 善1「iσ丿～該王

球羅1課L鬮劃_煖iL零
   r毎月勤労統計」のパ._._ト比率やr賃 金セ ンサス」の女子パ ー ト労働者数を考えて

  構成比を調整す ることも考え られる.

  ただ し・製造業男子1000人 以上ではパー ト比率が0.23%で あるに もかかわ らず  
r毎月勤労統計」では所定内実労働時間160 .1,所 定外28.4に 対 し,r賃 金セ ンサス」

  では所定内実労働時間165,所 定外27時 間とな り,3.5時 間ほど長 くなる.

  金融保険業では1000人 以上では,「毎月勤労統計」では所定内146.2,所 定外13.8に

  対 し,r賃 金セ ンサス」では所定内155,所 定外13時 間とな り,8時 間ほど長 くなる.

  一般 的に 「賃金センサス」の所定内労働時間が,長 めになっている.

  ここでの規模の区切 りは,「毎月勤労統計」が事業所規模,r賃 金セ ンサス」が企業

  規模であり,r賃 金セ ンサス」の方が概念的には小規模のデータが含まれていること
  に な る.

  r毎 月勤労統計」の5人 以上 とr賃 金セ ンサス」の10人 以上を表に したが って比

  較 してみると,r賃 金センサス」の方が若干長 くな っていることがわか る.

「毎月勤労統計』とr労 働力調査』:1990年 r毎月勤労統計」 とr労 働力調査」では
,

  産業区分や企業規模区分が必ず しも一致 しないので,対 象を同 じにす ることが難
  しい.

  r労 働力調査 亅の製造業雇用者男子 は,1990年6月 末に週間50.8時 間労働 して
  い る.

  これに対 しr毎 月勤労統計」の製造業男子常用労働者 は,1990年6月 に5人 以上

  で月 間196.3時 間の総実労働時間である.出 勤 日数 は22.4日 であるので,一 日の

  労働時間は8・76時 間になる.ち なみにr毎 月勤労統計」で製造業 は一 日当た りの  労働
時間は企業規模の大きい方が長 くなっている.

  r労働力調査 」では,月 末の1週 間 ということなので,平 均 よりも長い労働時間に

  なるという予想がなされている.

  その修正を しないで,一 日当たり何時間の労働時間にな るか計算 してみる.r賃 金労

 働時間制度等実態調査」によると,週 休を考慮 した場合の週当た りの労働 日数は,
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30人 以上産業計企業規模計で5.368日 になる.

このためr労 働力調査」による一 日当たりの労働時間は,製 造業男子雇用者は9.46

時間になる.統 計間で一 日40分 の差がでることになる.こ の差 は,金 融保険不動

産業で1時 間34分 の差になる.(不 動産業はr毎 月勤労統計 」で一 日当た り8.05時

間なので,金 融保険不動産業では,7.98時 間になる.)r賃 金セ ンサス」の10人

以上金融保険業に,r毎 月勤労統計」の出勤 日数で割 って出 した,8.10時 間でみて

も,1時 間28分 の差となる.

まとめ 製造業では,r賃 金セ ンサス」と 「毎月勤労統計」では,1,000人 以上 の男子で月

  間3.5時 間の差である.r労 働力調査」とr毎 月勤労統計」でみて も,製 造業の場合

  で は一 日40分 程度なので,誤 差と考え られ る部分が多い.

  これに対 し,金 融保険不動産では 「労働力調査」とr毎 月勤労統計」の差がかなり

  食い違 ってい る.r賃 金セ ンサス」とr毎 月勤労統計」の差 も1,000人 以上で月間で

  8時 間の差がでている.

 単純な統計間の比較を した場合,r毎 月勤労統計」の労働時間は6月 の値で比較す る

ことで絶対的な水準の違いは解消す る部分が大きい.し か し,季 節係数をほぽ一定 と考

え ると,時 系列 的な相関はもっと高 くなければおか しいように思われ る.

 かな り条件をコン トロール した場合の比較によっても,産 業 によ ってはr賃 金セ ンサ

ス」とr毎 月勤労統計」の差が現れることがわか る.

 単純比較ではr労 働力調査」と 「毎月勤労統計」の差について も,比 較す る月の休 日

な どに注意す る必要がある.そ のため,こ こでは一 日当たりの労働時間を不完全な方法

であるが求めてみると,製 造業では.そ れほど大 きな違 いにならない ことがわか る.そ

れで も,年 間に直すと,100時 間を越える誤差になる.

 金融保険不動産業では,一 日1時 間30分 の違いとな り,こ れは一年でみると300時

間以上の違いにな って くる.そ れで も単純な比較よ りは,小 さ くな るもの と思われ る.

 しか し,管 理的職にある人の労働時間の計算を考慮す る必要が あること,ホ ワイ ト

カラーで一 日1時 間程度の残業な らば,残 業をつけずに済ま していることもあ りうるだ

ろう.

11.4 時系列の労働時間効率関数の推定結果

 ここでは時系列で計測 した労働時間効率関数の結果 を示す ことにす る.図11.1-2に

は,労 働 コス ト弾性値の値を表示 している.建 設業のパ ー トタイムのデータはないので

全産業 と同 じである.こ れを見る限 り,常 用 とパー トの コス ト弾性値の違 いの大 きさに

くらべ,各 就業形態間での時系列的変動の小 ささに気づ くであろう.し たが って,つ ぎ

の計測結果でみて もわかるように,オ ーバーヘ ッ ドコス ト部分 に多少の観測誤差があ っ

て も,結 果 になかなか反映されに くい性質があることがわか る.こ れ は,労 働時間効率
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関数推定上 は好ま しい性質であるが,こ の特徴は雇用の調整 コス トの推定,な い しは雇

用調整モデルを作成す ることを非常に困難に している原因である.つ ま り,見 えない雇

用調整 コス トとして観察 された労働時間をすべて説明 し尽 くすよ うなオーバーヘ ッ ドコ

ス ト部分を推定 したときに,観 測 されるオーバーヘ ッドコス トよ りも非常 に大き く変動

しなければな らないか らである.し か し,観 察されないオーバーヘ ッ ドコス ト,た とえ

ばOJTな どの コス トがそれほ ど大きな変動があるものとは考えられない.

 っ ぎの図11.3-6は,労 働時間効率関数のパ ラメタ「を示 した ものである.単 位の取 り
方にもよるが,全 産業以外は変動が大きい.こ のことか ら,パ ー トの労働時間の変動が産

業別データであると十分な精度 になっていないことが原因であることが示唆 され る.全

産業のパ ラメターの値 は,20年 間にわたって非常に安定 してい ることがわかるであろう.

 図11.7は,平 均効率最大 になる労働時間をプ ロットしたものである.パ ラメターの

推定結果がそのまま反 映されているように,全 産業では比較的安定 的に低下傾向にある.

サー ビス業では,1970年 代に大きな変動 を している.な かでは,製 造業の変動が非常に

大きいのは,パ ー トの労働者数が少ないことが影響 しているもの と思われ る.し か し,労

働コス トのデータを補間 した部分での影響 もあるため一概に判断できるものではない.

11.5 お わ り に

  ここでの計測結果によれば,全 産業でみるようにある程度のサ ンプルサイズが得 られ

れば,労 働時間効率 関数のこの手法による計測は時系列的に も安定的な推定結果が得 ら

れるものである.

  しか し,産 業別になるとパー トの労働時間の変動,労 働 コス トの推定な ど誤差が大

き くなる.し たが って,産 業別 にもある程度安定 した結果を得 ようとす るには,こ れ ら

のデータを十分 とらえる必要がある.設 備投資などによる労働時間効率関数のシフ トは,

20年 間を見 る限 りそれほど顕著ではない.建 設業に関しては,傾 向的に平均効率最大の

労働時間が低下 しているが,こ れは全産業のパ ー トデータを用いてお り,信 頼で きる数

値ではない.全 産業の結果をみるかぎり,確 かに平均効率最大の労働時間は低下ぎみで

ある・と くに1987年 以降は,製 造業を除 く産業で低下 している.し か し,1988年 以降

の労働 コス トデータに関 しては調査が十分行われてお らず ,そ の影響 も無視で きないだ

ろう.い ずれにして も,今 後のデータの蓄積がぜひとも必要な問題 として残されている.

その際には,単 に正確であるばか りでな く,雇 用就業にかん してさまざまな就業形態に

応 じた,労 働時間と労働 コス トのデータが得 られることがのぞま しい.そ の ことによっ

て,こ こでの推定方法以外に も,た とえば第6章 で紹介 した他の推定方法 も考 え られ る

か らである.
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